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第１ 組合 

１ 総論 

民法は，組合（第３編第２章第１２節）に関する規定を置いている。これら

の規定については，組合と呼ばれる多様な団体の中で，どのようなものを念頭

に規定を置くのかが曖昧であることや，規定の全体的な構造が十分に整理され

ているとは言い難いことなどの指摘があり，具体的な提案として後記２から７

までで取り上げたものが示されている。 

これらの点も含め，組合に関する規定の見直しに当たっては，どのような点

に留意して検討すべきか。 

 

（参照・現行条文） 

○（組合契約）  

民法第６６７条 組合契約は、各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約す

ることによって、その効力を生ずる。  

２ 出資は、労務をその目的とすることができる。  

○（組合財産の共有）  

民法第６６８条 各組合員の出資その他の組合財産は、総組合員の共有に属する。

○（金銭出資の不履行の責任）  

民法第６６９条 金銭を出資の目的とした場合において、組合員がその出資をする

ことを怠ったときは、その利息を支払うほか、損害の賠償をしなければならない。

○（業務の執行の方法）  

民法第６７０条 組合の業務の執行は、組合員の過半数で決する。  

２ 前項の業務の執行は、組合契約でこれを委任した者（次項において「業務執行

者」という。）が数人あるときは、その過半数で決する。  

３ 組合の常務は、前二項の規定にかかわらず、各組合員又は各業務執行者が単独

で行うことができる。ただし、その完了前に他の組合員又は業務執行者が異議を

述べたときは、この限りでない。  

○（委任の規定の準用）  

民法第６７１条 第六百四十四条から第六百五十条までの規定は、組合の業務を執

行する組合員について準用する。  

○（業務執行組合員の辞任及び解任）  

民法第６７２条 組合契約で一人又は数人の組合員に業務の執行を委任したとき

は、その組合員は、正当な事由がなければ、辞任することができない。  

２ 前項の組合員は、正当な事由がある場合に限り、他の組合員の一致によって解

任することができる。  

○（組合員の組合の業務及び財産状況に関する検査）  

民法第６７３条 各組合員は、組合の業務を執行する権利を有しないときであって

も、その業務及び組合財産の状況を検査することができる。  

○（組合員の損益分配の割合）  
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民法第６７４条 当事者が損益分配の割合を定めなかったときは、その割合は、各

組合員の出資の価額に応じて定める。  

２ 利益又は損失についてのみ分配の割合を定めたときは、その割合は、利益及び

損失に共通であるものと推定する。  

○（組合員に対する組合の債権者の権利の行使）  

民法第６７５条 組合の債権者は、その債権の発生の時に組合員の損失分担の割合

を知らなかったときは、各組合員に対して等しい割合でその権利を行使すること

ができる。  

○（組合員の持分の処分及び組合財産の分割）  

民法第６７６条 組合員は、組合財産についてその持分を処分したときは、その処

分をもって組合及び組合と取引をした第三者に対抗することができない。  

２ 組合員は、清算前に組合財産の分割を求めることができない。  

○（組合の債務者による相殺の禁止）  

民法第６７７条 組合の債務者は、その債務と組合員に対する債権とを相殺するこ

とができない。  

○（組合員の脱退）  

民法第６７８条 組合契約で組合の存続期間を定めなかったとき、又はある組合員

の終身の間組合が存続すべきことを定めたときは、各組合員は、いつでも脱退す

ることができる。ただし、やむを得ない事由がある場合を除き、組合に不利な時

期に脱退することができない。  

２ 組合の存続期間を定めた場合であっても、各組合員は、やむを得ない事由があ

るときは、脱退することができる。  

民法第６７９条 前条の場合のほか、組合員は、次に掲げる事由によって脱退する。

一 死亡  

二 破産手続開始の決定を受けたこと。  

三 後見開始の審判を受けたこと。  

四 除名  

○（組合員の除名）  

民法第６８０条 組合員の除名は、正当な事由がある場合に限り、他の組合員の一

致によってすることができる。ただし、除名した組合員にその旨を通知しなけれ

ば、これをもってその組合員に対抗することができない。  

○（脱退した組合員の持分の払戻し）  

民法第６８１条 脱退した組合員と他の組合員との間の計算は、脱退の時における

組合財産の状況に従ってしなければならない。  

２ 脱退した組合員の持分は、その出資の種類を問わず、金銭で払い戻すことがで

きる。  

３ 脱退の時にまだ完了していない事項については、その完了後に計算をすること

ができる。  

○（組合の解散事由）  
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民法第６８２条 組合は、その目的である事業の成功又はその成功の不能によって

解散する。  

○（組合の解散の請求）  

民法第６８３条 やむを得ない事由があるときは、各組合員は、組合の解散を請求

することができる。  

○（組合契約の解除の効力）  

民法第６８４条 第六百二十条の規定は、組合契約について準用する。  

○（組合の清算及び清算人の選任）  

民法第６８５条 組合が解散したときは、清算は、総組合員が共同して、又はその

選任した清算人がこれをする。  

２ 清算人の選任は、総組合員の過半数で決する。  

○（清算人の業務の執行の方法）  

民法第６８６条 第六百七十条の規定は、清算人が数人ある場合について準用す

る。  

○（組合員である清算人の辞任及び解任）  

民法第６８７条 第六百七十二条の規定は、組合契約で組合員の中から清算人を選

任した場合について準用する。  

○（清算人の職務及び権限並びに残余財産の分割方法）  

民法第６８８条 清算人の職務は、次のとおりとする。  

一 現務の結了  

二 債権の取立て及び債務の弁済  

三 残余財産の引渡し  

２ 清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることが

できる。  

３ 残余財産は、各組合員の出資の価額に応じて分割する。 

 

（補足説明） 

１ 民法で規定すべき組合像 

民法の組合に関する規定は，分かりにくいと言われており，その理由の一つとし

て組合の多様性ということが指摘されている。 

民法上の組合の例としては，家族による家業の経営や，共同経営の法律事務所，

映画などの製作委員会，建設業における共同事業体等があるとされ，規模の大小や

存続期間の長短，営利目的の有無などの点で多様であると言われている。また，民

法以外の法律に基づく組合として，有限責任事業組合や，農業協同組合，漁業協同

組合等の各種協同組合，労働組合なども存在する。組合には，こうした様々なもの

が存在するため，民法が想定する組合像が曖昧で，分かりにくいものとなっている

のではないかという問題意識が示されている。そこで，民法上の組合の規定の見直

しに当たり，どのような組合を想定して規定を設けるのか整理する必要があるとの

指摘がされている。 
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この点に関して，どの程度の抽象性をもって民法上の組合を規定すべきかという

観点から，いくつかの案が選択肢として示されている。例えば，団体的性質のある

契約一般に共通する「団体契約」に関する規定を置いた上で，組合をその一類型と

して位置付けるという案がある。ここでは，構成員相互の契約によって形成される

団体だけでなく，中軸となる一当事者と多数の相手方との個別契約の集合が全体と

して団体を形成しているようなもの（例えば，保険契約，預託金型ゴルフクラブ会

員契約，フランチャイズ契約，クレジット・カード会員契約などの個別契約の総体

として形成される団体）も含まれるとされる。他方，構成員相互の契約によって形

成される団体を想定した規定を置くという案も示されているが，この案の中でも更

に，現在の民法上の組合のほか，他法令に基づく組合も含めた様々な組合を包含す

る規定を民法に置くとする案がある。しかしながら，これらの案のように抽象度の

高いものを想定しようとすると，規定の内容も概括的なものとならざるを得ず，組

合に共通する規定を置くことの意義が乏しくなるという問題点が指摘されている。 

そこで，構成員相互の契約によって形成される団体のうち，最も基本的な類型に

ついて定めることとすべきであるとの考え方が示されている。具体的には，①数人

の者が相互に契約によって結合していること，②全員が出資し，共同して一つの事

業を営むこと，③その手段として，全員に合有的に帰属する団体財産が存在するこ

と，④対外的法律行為が全員の名で，または，代理の方法によって行われること，

⑤団体の債務について各人が無限責任を負うことという特徴を挙げて，これらの特

徴を備えた団体を想定した規定を設けるべきであるとの考え方があるが，どのよう

に考えるか。 

  ２ 規定の構造の整理 

民法の組合に関する規定が分かりにくいと言われるもう一つの理由として，組合

に関する民法の規定自体が十分に整理されておらず，規定の全体的な構造が不明確

であることも指摘されている。組合に関する規律は，①団体を形成する契約として

の側面と，契約によって形成された団体としての側面とがあり，また，②多数の者

の共同財産に関する規律という物権法の側面と，組合が取引をする際の規律という

取引法の側面があるなどとされているが，こうした側面ごとに規定を整理すること

により，組合に関する規定を構造的に分かりやすくすべきであるとの提案がされて

いるが，どのように考えるか。 

 

２ 組合契約の成立 

(1) 組合員の一人の出資債務が履行されない場合 

組合契約については，同時履行の抗弁権や契約の解除などの契約総則の規

定の適用関係に関する特別な規定は置かれていないので，形式的には，これ

らの規定がそのまま組合契約にも適用されることになる。 

しかしながら，例えば，出資債務を履行しない組合員がいる場合に他の組

合員が契約解除をすることができるという結論は，組合の団体的性格に照ら

して適切であるとは言い難いことから，組合契約の性格に即した特別の規定
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を整備すべきであるとの指摘がある。具体的には，組合員の一人が出資債務

の履行をしない場合であっても，他の組合員は，原則として同時履行の抗弁

権を行使することができず，債務不履行を理由として組合契約の解除をする

こともできないこと等を条文上明記すべきであるとの考え方が提示されてい

るが，どのように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○（組合契約）  

民法第６６７条 組合契約は、各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約す

ることによって、その効力を生ずる。  

２ 出資は、労務をその目的とすることができる。  

○（金銭出資の不履行の責任） 

民法第６６９条 金銭を出資の目的とした場合において、組合員がその出資をする

ことを怠ったときは、その利息を支払うほか、損害の賠償をしなければならない。

○（組合員の脱退）  

民法第６７８条 組合契約で組合の存続期間を定めなかったとき、又はある組合員

の終身の間組合が存続すべきことを定めたときは、各組合員は、いつでも脱退す

ることができる。ただし、やむを得ない事由がある場合を除き、組合に不利な時

期に脱退することができない。  

２ 組合の存続期間を定めた場合であっても、各組合員は、やむを得ない事由があ

るときは、脱退することができる。  

民法第６７９条 前条の場合のほか、組合員は、次に掲げる事由によって脱退する。

一 死亡  

二 破産手続開始の決定を受けたこと。  

三 後見開始の審判を受けたこと。  

四 除名  

○（組合員の除名）  

民法第６８０条 組合員の除名は、正当な事由がある場合に限り、他の組合員の一

致によってすることができる。ただし、除名した組合員にその旨を通知しなけれ

ば、これをもってその組合員に対抗することができない。  

○（組合の解散事由）  

民法第６８２条 組合は、その目的である事業の成功又はその成功の不能によって

解散する。  

○（組合の解散の請求）  

民法第６８３条 やむを得ない事由があるときは、各組合員は、組合の解散を請求

することができる。 

○（同時履行の抗弁）  

民法第５３３条 双務契約の当事者の一方は、相手方がその債務の履行を提供する

までは、自己の債務の履行を拒むことができる。ただし、相手方の債務が弁済期
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にないときは、この限りでない。  

○（債権者の危険負担）  

民法第５３４条 特定物に関する物権の設定又は移転を双務契約の目的とした場

合において、その物が債務者の責めに帰することができない事由によって滅失

し、又は損傷したときは、その滅失又は損傷は、債権者の負担に帰する。  

２ 不特定物に関する契約については、第四百一条第二項の規定によりその物が確

定した時から、前項の規定を適用する。  

○（停止条件付双務契約における危険負担）  

民法第５３５条 前条の規定は、停止条件付双務契約の目的物が条件の成否が未定

である間に滅失した場合には、適用しない。  

２ 停止条件付双務契約の目的物が債務者の責めに帰することができない事由に

よって損傷したときは、その損傷は、債権者の負担に帰する。  

３ 停止条件付双務契約の目的物が債務者の責めに帰すべき事由によって損傷し

た場合において、条件が成就したときは、債権者は、その選択に従い、契約の履

行の請求又は解除権の行使をすることができる。この場合においては、損害賠償

の請求を妨げない。  

○（債務者の危険負担等）  

民法第５３６条 前二条に規定する場合を除き、当事者双方の責めに帰することが

できない事由によって債務を履行することができなくなったときは、債務者は、

反対給付を受ける権利を有しない。  

２ 債権者の責めに帰すべき事由によって債務を履行することができなくなった

ときは、債務者は、反対給付を受ける権利を失わない。この場合において、自己

の債務を免れたことによって利益を得たときは、これを債権者に償還しなければ

ならない。  

○（解除権の行使）  

民法第５４０条 契約又は法律の規定により当事者の一方が解除権を有するとき

は、その解除は、相手方に対する意思表示によってする。  

２ 前項の意思表示は、撤回することができない。  

○（履行遅滞等による解除権）  

民法第５４１条 当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相

当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、相手方

は、契約の解除をすることができる。  

○（定期行為の履行遅滞による解除権）  

民法第５４２条 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の

期間内に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合におい

て、当事者の一方が履行をしないでその時期を経過したときは、相手方は、前条

の催告をすることなく、直ちにその契約の解除をすることができる。  

○（履行不能による解除権）  

民法第５４３条 履行の全部又は一部が不能となったときは、債権者は、契約の解
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除をすることができる。ただし、その債務の不履行が債務者の責めに帰すること

ができない事由によるものであるときは、この限りでない。   

 

（補足説明） 

１ 組合契約の性質 

民法第６６７条は「組合契約は、各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約

することによって，その効力を生ずる。」と規定しているところ，この組合契約の法

的性質については，双務契約であるとする見解がある一方で，その団体的性格から，

双務契約ではない特殊な契約であるとする見解や，合同行為という契約とは別のカテ

ゴリーのものとする見解などが示されてきた。もっとも，どの見解からも，民法の双

務契約に関する規定や意思表示の瑕疵に関する規定の適用については，一定の制限を

加えるべきであるとされている。 

例えば，双務契約に関する規定の適用関係に関しては，組合契約は各自の利益のた

めに給付を交換しあうという関係ではなく，団体のために各自が給付義務を負うとい

う関係にあることから,同時履行の抗弁権（民法第５３３条）や危険負担（同法第５

３４条から第５３６条まで）の規定をそのまま適用することには問題があるとされて

いる（後記２参照）。 

２ 組合契約への契約総則の規定の適用関係 

 (1) 同時履行の抗弁権 

   組合の団体的な性格から，組合契約には原則として同時履行の抗弁権の規定（民

法第５３３条）が適用されないと解されている。 

具体的には，①業務執行者が出資債務の履行を請求した場合には，請求された

組合員は，他の組合員が出資債務を未履行であることを理由として自らの履行を拒

むことができないとされている。これは，同時履行の抗弁権が認められるとすると，

出資債務を任意に履行しない組合員が複数いる場合に業務執行者が履行を求める

ことが事実上困難となり，業務の執行に支障が生ずることが理由とされている。ま

た，②組合員である業務執行者（業務執行組合員）が出資債務の履行を請求した場

合において，自身が未履行であるときも，請求された組合員は同時履行の抗弁権を

行使することができないとされている。これは，業務執行者は全組合員を代表して

組合財産に属する出資請求権を行使するものであり，個人としての組合員相互間の

公平の問題ではないことが理由とされている。しかし，③業務執行者が特に定めら

れず，各組合員が業務を執行し得る場合には，出資を請求する組合員が未履行の場

合には，請求された組合員は同時履行の抗弁権を行使することができるとされてい

る。この場合には，請求を受けた組合員も業務の執行として相手方の出資を請求し

得る立場にあり，同時履行の抗弁権を認めることが組合員間の公平に適することが

理由とされている。 

(2) 危険負担 

   危険負担の規定のうち債務者主義（民法第５３６条）の規定の適用関係は，組

合員の一人の労務出資債務が不可抗力によって履行不能となった場合などに問題
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となる。この場合に，組合員が２人だけのときは危険負担の規定が適用されて他の

組合員の出資債務も消滅し，その結果，組合契約は効力を失うとされている。しか

し，組合員が３人以上のときは，自己の出資債務が履行不能となった者との関係に

おいては他の組合員の出資債務も消滅し，履行不能となった者は組合から脱退する

ことになるが，しかし他の組合員の間では，組合の団体性と組合契約当事者の通常

の意思の解釈から，特段の事情がない限り組合は存続するものと解されている。 

   他方，債権者主義（同法第５３４条）の規定の適用関係は，出資の目的物であ

る建物が履行前に不可抗力によって焼失したような場合に問題となる。この場合に

同条を形式的に適用すれば，履行不能となった出資債務が消滅する一方で他の組合

員の出資債務は消滅せず，その結果，出資債務の履行が不能となった者は出資を完

了したのと同様に扱われることになりそうである。しかし，このような結論は組合

の団体的性格に照らして適当でないとして，同法第５３４条は適用されず，出資を

負担しない者は組合員とはなれない一方，他の組合員の間では組合は存続すると解

されている。 

(3) 解除 

組合契約の終了に関しては，その団体的性質に基づく特別規定として，組合員

の脱退（民法第６７８条，第６７９条），組合員の除名（同法第６８０条）及び組

合の解散（同法第６８２条，第６８３条）に関する規定が置かれていることから，

契約解除の通則（同法第５４０条から第５４８条まで）の適用はないと解されてい

る。 

３ 立法提案 

  以上のような解釈を踏まえ，組合契約に関する契約総則の規定の適用関係を明確

にすべきであるとの考え方がある（参考資料１[検討委員会試案]・３９３頁）。 

  具体的には，組合員の一人が出資債務の履行をしない場合における契約総則の規

定の適用関係について，従来の通説的な理解に従い,次の事項を明文化することが提

案されている。すなわち，①出資債務の履行をしない組合員がいる場合であっても，

他の組合員の出資債務には影響が及ばず，他の組合員は原則として同時履行の抗弁

権を行使することができないこと，②ただし，業務執行者が定められていない場合

において，出資債務の履行を請求する組合員が自己の出資債務を履行していないと

きは，同時履行の抗弁権を行使することができること，③他の組合員は組合契約の

解除をすることができないこと（除名・解散等の手続によって処理をすること），④

出資債務の履行をしないことによって組合に損害が生じた場合には，出資をしなか

った組合員は組合に対して損害賠償をしなければならないことである。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

(2) 組合契約の無効又は取消し 

組合契約については，意思表示に関する民法総則の規定の適用関係につい

ても特別な規定は置かれていないので，形式的には，これらの規定がそのま

ま組合契約にも適用されることになる。 
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しかしながら，例えば，ある一人の組合員の意思表示に錯誤等があった場

合に組合契約の全部が無効となるという結論は，組合の団体的性格に照らし

て適切ではないことから，組合契約の性格に即した特別の規定を整備すべき

であるとの指摘がある。具体的には，組合契約を締結する意思表示に錯誤等

があった場合であっても，他に二人以上の組合員がいるときは，原則として

組合契約の効力は妨げられないこと等を条文上明記すべきであるとの考え方

が提示されているが，どのように考えるか。 

 
（参照・現行条文） 

○（心裡留保）  

民法第９３条 意思表示は、表意者がその真意ではないことを知ってしたときであ

っても、そのためにその効力を妨げられない。ただし、相手方が表意者の真意を

知り、又は知ることができたときは、その意思表示は、無効とする。  

○（虚偽表示）  

民法第９４条 相手方と通じてした虚偽の意思表示は、無効とする。  

２ 前項の規定による意思表示の無効は、善意の第三者に対抗することができな

い。  

○（錯誤）  

民法第９５条 意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効とする。

ただし、表意者に重大な過失があったときは、表意者は、自らその無効を主張す

ることができない。  

○（詐欺又は強迫）  

民法第９６条 詐欺又は強迫による意思表示は、取り消すことができる。  

２ 相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合においては、相手

方がその事実を知っていたときに限り、その意思表示を取り消すことができる。

３ 前二項の規定による詐欺による意思表示の取消しは、善意の第三者に対抗する

ことができない。  

 
（補足説明） 

１ 意思表示に関する民法総則の規定の適用関係 

組合契約を締結する意思表示について，錯誤や詐欺・強迫などの瑕疵があった場合

に，意思表示に関する民法総則の規定が適用されるか否かについても，組合の団体的

性格に適合するように解釈すべきであるとされている。 

具体的には，組合が事業を開始し第三者と取引関係を生ずる前と後とで場合を分け

るのが一般的であるとされ，まず，①組合が事業を開始せず，第三者と取引関係を生

ずるに至らない段階においては，組合は組合員相互の間の権利義務関係として存在す

るだけであることから，第三者の利益が害されることがなく，意思表示に関する民法

総則の規定は原則としてそのまま適用されると解されている。 

これに対し，②組合が事業を開始し第三者と取引関係を生じた後は，団体関係の存
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在の外形を信頼して取引関係に入った第三者の利益を害する可能性があることや，組

合財産が複雑化し組合員相互間の利害調整にも混乱をもたらすおそれがあることか

ら，意思表示の瑕疵に関する規定の適用を大幅に制限する必要があるとされている。 

２ 立法提案 

  以上のような解釈を踏まえ，意思表示に関する規定の組合契約への適用関係を明

確にすべきであるとの考え方がある（参考資料１[検討委員会試案]・３９３頁）。 

  具体的には，組合員の一人又は数人について組合契約を締結する意思表示に無効

又は取消しの原因がある場合における意思表示に関する民法総則の規定の適用関係

について，次の事項を明文化することが提案されている。すなわち，(1)組合が第三

者と取引を開始する前には意思表示に関する総則の規定はそのまま適用されること，

(2)組合が第三者と取引を開始した後は，①一部の組合員の意思表示に無効，取消し

の原因があったとしても，他に二人以上の組合員がいるときは，原則として組合契

約の効力は妨げられない（その意思表示に無効等の原因があった組合員は離脱する

が，組合は存続する）こと，②無効等の原因がある意思表示により組合契約を締結

した者と，組合の取引相手である第三者との関係には，意思表示の一般原則が適用

されるが，善意の第三者の保護規定等により表意者が損害を被ったときは，組合に

対する求償権を持ち，組合財産及び他の組合員に対して権利を行使することができ

ること，③例外的に組合契約全体が無効となり，又は取り消された場合には，その

無効又は取消しは将来に向かってのみ効力を有することである。 

  このような考え方について，どのように考えるか。 

 
３ 組合の財産関係 

 各組合員の出資その他の組合財産は，総組合員の共有に属するとされている

が（民法第６６８条），各組合員は持分の処分が制限され（同法第６７６条第１

項），組合財産の分割を請求することもできない（同条第２項）など，同法第２

編（物権）の「共有」（同法第２４９条から第２６４条まで）とは異なり，組合

員個人の財産から独立した性質を有するとされている。 

 このような組合財産の特殊な規律を明確化する観点から，各組合員の債権者

は，組合財産に対して権利行使をすることができないことを条文上明記するほ

か，組合の債権及び債務に関して，現在の通説的な理解に基づき明文規定を設

けるべきであるとの考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○（組合財産の共有）  

民法第６６８条 各組合員の出資その他の組合財産は、総組合員の共有に属する。

○（組合員に対する組合の債権者の権利の行使）  

民法第６７５条 組合の債権者は、その債権の発生の時に組合員の損失分担の割合

を知らなかったときは、各組合員に対して等しい割合でその権利を行使すること

ができる。  
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○（組合員の持分の処分及び組合財産の分割）  

民法第６７６条 組合員は、組合財産についてその持分を処分したときは、その処

分をもって組合及び組合と取引をした第三者に対抗することができない。  

２ 組合員は、清算前に組合財産の分割を求めることができない。  

○（組合の債務者による相殺の禁止）  

民法第６７７条 組合の債務者は、その債務と組合員に対する債権とを相殺するこ

とができない。  

○（共有物の使用）  

民法第２４９条 各共有者は、共有物の全部について、その持分に応じた使用をす

ることができる。  

○（共有物の分割請求）  

民法第２５６条 各共有者は、いつでも共有物の分割を請求することができる。た

だし、五年を超えない期間内は分割をしない旨の契約をすることを妨げない。 

２ 前項ただし書の契約は、更新することができる。ただし、その期間は、更新の

時から五年を超えることができない。  

 

（補足説明） 

１ 組合財産の独立性 

  民法は，各組合員の出資その他の組合財産は総組合員の共有に属するものと規定

しているが（同法第６６８条），この「共有」については，物権編における共有（同

法第２４９条以下）とは２点において異なる取扱いが定められている。 

１点目は，組合員が組合財産の持分を処分したときは，その処分を組合及び組合

と取引をした第三者に対抗することができないことである（同法第６７６条第１項）。

これに違反した取引は無効ではないものの，組合はそれがなかったものとして組合

財産を使用・収益することができ，組合に対する債権者も組合財産に対して執行す

ることができるとされている。 

２点目は，共有者は原則としていつでも共有物の分割請求をすることができると

ころ（同法第２５６条），組合員は清算前に組合財産の分割を請求することができな

いとされていることである（同法第６７６条第２項）。 

いずれも，組合が団体として事業を行うものであることに基づく特則であり，組

合活動の財産的基礎が損なわれることを防止するものとされている。 

他方，このように組合財産が各組合員の個人財産から独立した存在であるとされ

ていることから，各組合員の債権者は，組合財産に対して権利を行使することがで

きないと解されている。このことは，条文上必ずしも明確でないことから，その旨

の明文規定を設けるべきであるという考え方が提示されている（参考資料１[検討委

員会試案]・３９５頁）が，どのように考えるか。 

２ 組合の債権 

組合財産である債権に関して，民法第６７７条は，組合の債務者は，その債務と

組合員に対する債権を相殺することができないと規定している。組合財産である債
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権が可分債権である場合には，債権総則の規定に従えば分割された額について組合

員個人の債権となり（同法第４２７条），その債務者は組合員個人に対して有する債

権と相殺することができるはずであるが，これを認めると組合の事業のための財産

を組合員個人のために用いる結果となり，団体として事業を行う組合の趣旨に反す

るためであるとされている。 

このほか，明文の規定はないが，組合財産である債権は，総組合員が共同しなけれ

ば請求することができないと解されている。各組合員は，単独でその債権全額を請

求することも，その者の持分に応じた一部の額を請求することもできず，業務執行

者が定められている場合を除き，組合員全員でなければ権利行使をすることができ

ないということである。 

このような解釈については，特に異論も見られないことから，組合財産に関する規

律を明確化するため，その旨の明文規定を設けるべきであるとの考え方が示されて

いるが，どのように考えるか。 

３ 組合の債務 

  組合の債権者は，その債権の発生の時に組合員の損失分担の割合を知らなかった

ときは，各組合員に対して等しい割合でその権利を行使することができることとさ

れている（民法第６７５条）。したがって，各組合員は，組合の活動において生じた

債務について同条に規定する割合で分割された債務を負うことになる。この点につ

いては，債権者に対して組合員相互の損失分担の割合を知らなかったことの証明を

求めるよりも，原則が均等割合であるとした上で，これと異なる分担割合の定めが

ある場合には，各組合員において，これを債権者が知っていたことを証明すること

とすべきであるとの考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

  他方，組合財産との関係では，各組合員個人の債務から区別される組合財産固有

の債務が存在するのかについて，解釈が分かれてきた。かつての多数説は，組合の

債務と言われるものは法律的には各組合員の負担する分割債務であるとする説であ

ったとされるが，現在では，その債務が各組合員個人としてではなく共同の組合活

動によって発生したものであることや，組合の活動が組合財産を経済的基盤として

行われるものであること等を指摘して，各組合員個人の債務とは区別して，組合財

産固有の債務を認める見解が支配的であるとされている。そこで，このような解釈

を条文上明記すべきであるとの考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

４ 組合員全員が事業者である場合の特則 

  商法第５１１条第１項は「数人の者がその一人又は全員のために商行為となる行

為によって債務を負担したときは，その債務は，各自が連帯して負担する」と規定

している。この規定に対しては，連帯債務とする範囲が広すぎるのではないかとい

う批判があるものの，組合員の全員が事業者であって，それらの共同事業として組

合の事業が行われる場合に限定すれば，各組合員が連帯債務を負担する合理性があ

るとの指摘がある。そこで，商法第５１１条第１項の適用対象をこのように限定し

た上で，これを民法に規定すべきであるとの考え方が提示されているが（参考資料

１[検討委員会試案]・３９５頁），どのように考えるか。 
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（関連論点）組合財産の債務と組合員個人に対する債務との関係 

組合の債権者は，組合財産に対しても，組合員個人の財産に対しても，責任を追及

することができるが，その両者の関係が問題とされている。諸外国の立法例では，組

合財産だけでは債権の満足に足りない場合に限って組合員個人の財産に対して責任を

追及することができるとするものもあるとされているが，我が国の民法においては，

明文の規定はないものの，組合財産及び組合員個人の財産のいずれに対しても請求を

することができると解されている。その理由としては，持分会社のように社員の補充

責任に関する規定（会社法第５８０条第１項）がないことや，組合財産は公示が不十

分であり，かつ，組合員の全員の合意があれば分割し得るものであることなどが挙げ

られている。 

この点に関して，組合の債権者は，まず組合財産に対して権利を行使しなければな

らず，組合財産によって満足を得られなかった場合に初めて組合員個人の財産に対し

て権利を行使することができるものとすべきであるとの考え方が提示されている（参

考資料２[研究会試案]・２２４頁）。この考え方に対しては，組合財産を維持するため

の制度が手当てされていないことや，債権者としては特に組合の規模が大きくない場

合に組合員個人の財産を重視すると考えられることなどの理由から，現在の解釈論ど

おりという理解の下で，特別な規定を設けるべきではないとする考え方もある。 

これらの考え方について，どのように考えるか。 

 

４ 組合の業務執行及び組合代理 

(1) 組合の業務執行 

組合の業務執行については，組合としての意思決定とその実行とを区別す

ることができるところ，民法第６７０条は，主に組合の意思決定の部分を定

めていて，その意思決定を実行する権限（業務執行権）の所在が分かりにく

いことなどの問題が指摘されている。そこで，例えば，各組合員は原則とし

て業務執行権を有すること等，現在の通説的な理解に基づき条文を明確化す

べきであるとの考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

 
（参照・現行条文） 

○（業務の執行の方法）  

民法第６７０条 組合の業務の執行は、組合員の過半数で決する。  

２ 前項の業務の執行は、組合契約でこれを委任した者（次項において「業務執行

者」という。）が数人あるときは、その過半数で決する。  

３ 組合の常務は、前二項の規定にかかわらず、各組合員又は各業務執行者が単独

で行うことができる。ただし、その完了前に他の組合員又は業務執行者が異議を

述べたときは、この限りでない。  

 
（補足説明） 

１ 組合の業務執行 
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組合の業務執行に関しては，組合が目的達成のための活動をするに際して，ど

のように組合としての意思決定を行うのかという問題と，決定された組合の意思

をどのように実行するのかという問題がある。 

この点に関し，民法第６７０条は，各組合員が業務を執行する場合と，業務執

行者が選任されている場合とに分けて，組合の意思決定に関する規律等を置いて

いる。しかしながら，この規定では，組合意思を実行する権限（業務執行権）の

所在が必ずしも明確になっておらず，以下に述べるように業務執行権の所在につ

いて条文上明確にすべきではないかとの指摘がされている。 

２ 各組合員が業務を執行する場合 

  民法第６７０条第１項は「組合の業務の執行は，組合員の過半数で決する。」と

規定しているが，これは組合の意思決定の方法に関するものであり，決定された

組合意思の実行も過半数によって行うという意味ではないとされている。この業

務執行権の所在に関しては，組合は組合員相互間の契約によって成り立つ団体で

あることから，基本的には組合員の個性が重視されるべきであるとして，明文の

規定はないものの，各組合員が業務執行権を有することが原則であると解されて

いる。 

  そこで，①業務執行に関する組合の意思決定は組合員の過半数の決議で行うこ

と，及び②当該意思決定に基づく業務執行権は各組合員が有することをそれぞれ

条文上明確化すべきであるとの考え方が提示されている（参考資料１[検討委員会

試案]・３９６頁，参考資料２[研究会試案]・２２２頁）が，どのように考えるか。 

３ 業務執行者が選任された場合 

  民法第６７０条第２項は，業務執行者に業務の執行を委任することが認められ

ることを前提として，その場合における組合の意思決定の方法を定めている。同

項は，業務執行者について「組合契約でこれ（＝業務の執行）を委任した者」と

規定するのみであるが，①組合契約で定めれば組合員だけでなく組合員以外の第

三者に対しても組合の業務の執行を委任することができ，②委任の方法は組合契

約で定めるところに従う（すなわち，組合契約において特定の者に対して委任を

してもよいし，委任の方法を定める方法でもよい）ものと解されており，これら

の事項を条文上明記すべきであるとの考え方が示されている。 

  業務執行者が複数存在する場合にも，業務執行の意思決定は業務執行者の過半

数で行い，その実行は各業務執行者が行うことができると解されていることは，

上記２と同様である。また，業務執行者が選任された場合には，その業務執行者

のみが業務執行権を有し，業務執行者でない組合員は組合の常務も含め業務執行

権を有さないと解されている。業務執行者が組合員以外の第三者である場合にも，

組合の全ての事務を処理することを委任するような場合には，受任者の裁量に任

せる趣旨と解されるためなどと説明されている。そこで，以上のような解釈論を

条文上明記すべきであるとの考え方が示されている（参考資料１[検討委員会試

案]・３９６頁）。 

さらに，業務執行者を定めた場合であっても，組合員全員が共同して業務を執
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行することは，共同の事業を営むという組合の目的に照らして認められるべきで

あり，このことを明文で定めるべきであるとの考え方も示されている（参考資料

１[検討委員会試案]・３９６頁）。 

  以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 
(2) 組合代理 

  組合がその目的を達成するために対外的に法律行為を行うためには，その

法律行為を行う方法（組合代理）が問題となるが，民法は，業務執行に関す

る規定（同法第６７０条）を置くのみで，組合代理に関する特段の規定を置

いていないため，組合代理についても同条の規定に従うべきかどうか等をめ

ぐって，判例・学説は分かれているとされている。 

  そこで，組合の業務執行とは別に組合代理についての規定を整備し，その

法律関係を整理する必要があるとの指摘があり，業務執行者の定めの有無に

応じて具体的な規律を設けるべきである等の考え方が提示されているが，ど

のように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 従来の解釈 

  組合が組合外の第三者と法律行為を行う方法や効果の帰属については，民法が

明確な規定を置いていないことから，判例や学説上の見解が様々に分かれている。 

  判例は，民法第６７０条を組合代理にも適用し，業務執行者が定められていな

い場合には，組合員の行った法律行為が他の組合員を拘束するには組合員の間に特

別の意思表示がない限り同条により過半数によることを要するとしており（大判明

治４０年６月１３日民録１３輯６４８頁），また，業務執行は組合員全員の共同で

なすべきであるから他の組合員からの委任なしに単独で債務を負担しても他の組

合員の責任を生じないとし（大判大正７年７月１０日民録２４輯１４８０頁），業

務執行権のない組合員は代理権も有しないとするなど（大判大正７年１０月２日民

録２４輯１８４８頁），業務執行権と代理権とを厳密に区別していないと見られて

いる。 

  これに対し，学説では，民法第６７０条が適用される業務執行の問題と組合代

理の問題とは区別すべきであるとする見解が主流であるとされている。組合代理を

業務執行と区別する理由として，代理権の授与は組合の業務執行の委任とは別の行

為によって生ずるものと解すべきであり，したがって，業務執行権があっても必ず

しも代理権があるとはいえないことなどが指摘されている。 

２ 立法提案 

  以上のとおり，組合が組合外の第三者と法律行為を行う方法や効果の帰属に関

しては，条文上明確でなく，判例や学説も一致している状況にはない。そのため，

組合の業務執行とは別に組合代理についての規定を整備し，その法律関係を整理す

る必要があるとの指摘があり，具体的に，以下のような考え方が提示されている（参
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考資料１[検討委員会試案]・３９８頁，参考資料２・[研究会試案]・２２４頁）。

このような考え方について，どのように考えるか。 

(1) 基本的な考え方 

組合には法人格がないため，各組合員が本人となり相互に代理権を授与しあ

う関係として，組合代理をとらえる。すなわち，ある組合員が組合を代表して

行う法律行為は，他の組合員全員の代理人及び一組合員である本人として行わ

れるものであり，その効果は総組合員に帰属するとしている。 

また，このような組合代理は，組合外の第三者との間で行われる法律行為の

帰属の問題を処理するルールであり，組合自身の意思決定を処理するルール（組

合の業務執行の問題）とは区別される。従って，組合の代表者は業務執行者で

あるとは限らないが，組合の代表者と業務執行者の資格に差を設けない場合に

は両者を原則として兼ねるとすることが簡明であるため，業務執行の委任には

代理権の付与も伴うものとされている。 

なお，代理法理によって組合の対外的業務執行が業務執行者に委ねられるこ

とについて，学説では，組合の団体性を重視して「組合代表」と呼ばれること

がある。しかし，「代表」という用語は，現行民法では，人につき他に代理すべ

き機関がない場合に用いられているが，組合に法人格がないことを強調する場

合には不適当な用語であるともいわれ，これまでに出されている立法提案にお

いては代理という用語が用いられている。本資料においても，基本的にはその

用語法に従うが，文脈に応じて「代表」を用いる場合がある。 

(2) 組合員の有する代理権（業務執行者を置かない場合） 

各組合員に与えられる代理権は，組合の常務にかかわる代理権である場合と

それ以外の場合とで区別されている。①組合の常務に関する行為については，

組合契約に基づき当然に代理権を有するが，②組合の常務を超える行為につい

ては，組合員の過半数の決議によって代理権が与えられるとする考え方が示さ

れている。これは，組合契約によって各組合員が当然に包括的代理権を持つと

するのは契約当事者の通常の意思とは考えにくいことなどが理由であり，民法

第６７０条を適用することによって組合員の代理権を説明してきた判例の立場

とも整合的であるとする。 

また，上記②の組合の常務を超える行為について組合員の過半数の決議を経

ずに第三者との取引が行われた場合において，当該第三者が，過半数決議があ

ったと過失なく信じていたときは，当該代理行為の効力が妨げられないことと

すべきであるとの考え方が示されている。第三者が保護されるための要件とし

て善意であればよいとする考え方もあり得るが，表見代理に関する規定との均

衡や，業務執行者の代理権限の制限をもって善意無過失の第三者に対抗するこ

とができないとする判例（最判昭和３８年５月３１日民集１７巻４号６００頁）

などを参考に，善意無過失を要求すべきであるとしている。 

この他，組合員の代理権は任意代理権であり，組合契約によって代理権を制

限することは可能であることから，このことを規定として明確化することも提
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案されている。この場合にも代理権に制限がないと信じて組合と取引を行った

第三者の保護が問題となるが，過半数決議要件に違反して行われた代理の場合

と同様に，当該第三者が，代理権に制限がされていることについて善意無過失

であれば，当該代理行為の効力が妨げられないこととすべきであるとの考え方

が示されている。もっとも，この点については，法人の場合には善意の第三者

であれば保護されていること（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第

７７条第５項）と比べて第三者の保護が手薄いのではないかとの問題があり得

ると指摘されている。 

以上のような組合員の代理権に関する規律は，業務執行者を定めた場合（後

記(3)により業務執行者が代理権を有する場合）には，適用されないものとされ

ている。この場合に，組合員が代理行為をしたときの相手方の保護についても，

代理権がないことにつき善意無過失であれば当該代理行為の効力が妨げられな

いこととすべきであるとの考え方が示されている。 

(3) 業務執行者の代理権 

組合の業務執行者と代表者とは別の概念であるものの，両者を原則として兼

ねることとした方が簡明な制度となることから，組合の業務執行を委任する際

には組合の代理権も一般的に付与されたものとみるべきであるとの考え方が示

されている（上記(1)参照）。 

これにより，業務執行者が一人の場合には，組合の業務に関する行為全般に

ついて代理権が付与されたことになるとされている。 

他方，業務執行者が複数名いる場合には，各組合員が組合を代表する場合と

同様に（(2)参照），組合の常務に関する行為については各業務執行者に代理権

が与えられるが，それを超える行為については，業務執行者の過半数決議によ

って具体的な代理権が与えられることとすべきであるとされている。 

業務執行者の代理権について予め組合契約で一般的な制限を定めておくこと

が可能なこと，業務執行者の代理権に制限があることについて善意無過失の第

三者を保護することについて，組合員の代理権に関する上記(2)と同様の提案が

されている。 

また，組合契約において，代表権を有する業務執行者と代表権を有しない業

務執行者を定めることができること，その場合には代表権を有しない業務執行

者が代理行為をした場合について，代表権を有しないことについて善意無過失

の相手方を保護する規定を置くべきことが提案されている。 

 

５ 組合員の変動 

(1) 組合員の加入 

組合成立後の新たな組合員の加入について，民法には規定がない。しかし，

一部の組合員がその資格を失っても組合は同一性を失わずに存続するとされ

ているように（民法第６７８条から第６８１条），組合には団体的性格がある

とされていることから，判例・学説上，組合員の加入についても認められる
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と解されている。そこで，組合員の加入に関する規定を整備し，加入の要件

や加入した組合員の責任について条文上明らかにすべきであるとの考え方が

提示されているが，どのように考えるか。 

 
（参照・現行条文） 

○（加入した社員の責任）  

会社法第６０５条 持分会社の成立後に加入した社員は、その加入前に生じた持分

会社の債務についても、これを弁済する責任を負う。 

 

（補足説明） 

１ 組合員の加入の可否と要件 

  民法には，組合成立後の新たな組合員の加入について，特段の規定は置かれて

いない。しかし，一部の組合員がその資格を失ったとしても，組合は同一性を保持

して他の組合員の間で存続するとされていること（同法第６７８条から第６８１条

まで）から，新たな加入についても当然に認められるものと解されている。 

加入の要件としては，基本的には，加入しようとする者と組合員全員との間の合

意が必要とされるが，組合契約で加入契約を締結する権限を代理人に与えることも

できるとされている。もっとも，業務執行者に代理権を与える場合であっても，新

たな組合員を加入させることは組合の業務執行の範囲には含まれないため，別途そ

の旨の権限を与える必要があるとされている。 

以上のような解釈論を踏まえ，組合員の加入に関する規定を新たに設け，こうし

た加入の要件について条文上明記すべきであるとの考え方が提示されているが（参

考資料１[検討委員会試案]・４００頁，参考資料２[研究会試案]・２２２頁），ど

のように考えるか。 

２ 加入した組合員の責任 

組合成立後に新たに加入した組合員は，加入の時から組合契約に従って業務執行

権や検査権などを取得するとともに，組合財産を共有（合有）する者の一人となる

とされている。 

加入した組合員の責任については，特に加入前に生じた組合債務との関係で問題

とされている。加入によって組合の同一性が変わらないことから，組合財産に対す

る持分については，既存の組合債務の引当てとなるとされている。これに対して，

加入者の個人財産を引当てとする責任については，加入前に発生した組合債務につ

いては責任を負わないと解されている。これは持分会社については，新たに社員と

なった者がそれまでの債務についても責任を負うこととしている会社法第６０５

条との対比で，組合の特徴であるとされている。 

加入した組合員の責任に関するこうした解釈論についても，上記１と併せて規定

を整備すべきであるとの考え方が提示されているが（参考資料１[検討委員会試

案]・４００頁，参考資料２[研究会試案]・２２４頁），どのように考えるか。 
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(2) 組合員の脱退 

組合員の脱退に関する規定（民法第６７８条から第６８１条まで）につい

ては，その規定内容を基本的に維持すべきとしつつ，やむを得ない事由があ

っても組合員が脱退することができない旨の組合契約の定めは無効であるこ

とや，脱退前の組合債務に関する脱退した組合員の責任に関して，判例・学

説において示されてきた解釈を明文化すべきであるとの考え方が提示されて

いるが，どのように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○（組合員の脱退）  

民法第６７８条 組合契約で組合の存続期間を定めなかったとき、又はある組合員

の終身の間組合が存続すべきことを定めたときは、各組合員は、いつでも脱退す

ることができる。ただし、やむを得ない事由がある場合を除き、組合に不利な時

期に脱退することができない。  

２ 組合の存続期間を定めた場合であっても、各組合員は、やむを得ない事由があ

るときは、脱退することができる。  

民法第６７９条 前条の場合のほか、組合員は、次に掲げる事由によって脱退する。

一 死亡  

二 破産手続開始の決定を受けたこと。  

三 後見開始の審判を受けたこと。  

四 除名  

○（組合員の除名）  

民法第６８０条 組合員の除名は、正当な事由がある場合に限り、他の組合員の一

致によってすることができる。ただし、除名した組合員にその旨を通知しなけれ

ば、これをもってその組合員に対抗することができない。  

○（脱退した組合員の持分の払戻し）  

民法第６８１条 脱退した組合員と他の組合員との間の計算は、脱退の時における

組合財産の状況に従ってしなければならない。  

２ 脱退した組合員の持分は、その出資の種類を問わず、金銭で払い戻すことがで

きる。  

３ 脱退の時にまだ完了していない事項については、その完了後に計算をすること

ができる。  

 

（補足説明） 

１ 組合員の脱退 

民法は，組合の団体的性格を重視し，組合の同一性を害することなく組合員が脱

退することを認めている。組合では，組合員間の人的信頼関係に基礎が置かれると

ともに，組合員が重い責任を負っていることから，人的信頼関係が壊れた場合や，

重い責任からの解放を組合員が希望する場合には組合員の脱退を認める必要があ
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る。他方，一組合員の脱退が常に組合の解散事由になるとすると，事業の継続を望

む他の組合員や組合の債権者にとって不利益であるため，組合員の脱退にもかかわ

らず組合を存続させる必要がある場合がある。民法は，この２つの要請を調和させ

て，組合の同一性を失うことなく組合員が脱退することを認めたものと理解されて

いる。 

２ 任意脱退の要件 

民法第６７８条は，組合員が任意に脱退することができることとその要件を定め

ている。 

まず，①組合の存続期間を定めていない場合やある組合員の終身の間組合が存続

すると定めている場合には，各組合員はいつでも脱退することができる（同条第１

項）。ただし，組合に不利な時期に脱退するには「やむをえない事由」が必要であ

る（同項ただし書）。やむをえない事由がないのに組合に不利な時期に脱退の意思

を表示しても無効であるとされている。他方，②組合契約で組合の存続期間を定め

た場合には，脱退することができないのが原則であるが，やむを得ない事由がある

ときは脱退することができる（同条第２項）。 

これらの規定について，判例（最判平成１１年２月２３日民集５３巻２号１９３

頁）は，やむを得ない事由がある場合には組合の存続期間の定めの有無に関わらず

常に組合から任意に脱退することができる旨を定めたものであって，これは強行法

規であり，これに反する組合契約の約定は効力を有しないと判示している。その理

由として，やむを得ない事由があっても任意の脱退を許さない旨の組合契約は，組

合員の自由を著しく制限するものであって，公の秩序に反することを挙げている。 

こうした判例の結論には，特に異論も見られないことから，これを明文化すべき

であるとの考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

３ 脱退した組合員に対する持分の払戻し 

脱退によって組合員はその資格を喪失し，組合員として有する権利や義務も消滅

する。その結果，脱退者と組合との間で財産上の清算する必要が生ずる。民法第６

８１条は，この清算の方法について規定している。すなわち，脱退した組合員と他

の組合員との間の計算は，脱退の時における組合財産の状況に従って行われ（同条

第１項），脱退の当時において完了していない事項についてはそれが完了するまで

計算を保留することができる（同条第３項）。このように計算された脱退組合員の

持分払戻請求権は組合債務として成立し，他の組合員全員に合有的に帰属すること

とされる。 

他方，脱退した組合員と組合と取引を行う第三者との関係については，明確な規

定は置かれていないものの，次のように解されている。まず，①脱退後に生じた組

合債務については，民法では脱退を公示する方法がないため，個人財産による責任

を負わないと解されている。もっとも，脱退後も組合の名簿上の当該組合員の記載

をそのままにしていたり，商号中に当該組合員の氏名を使用していることを黙認し

たりしている場合には，民法第１０９条の類推適用により第三者に対して責任を負

うことがあり得ると言われている。 
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これに対して，②脱退までに生じた組合債務については，その債務が組合の弁済

その他の事由によって消滅するまでは，脱退組合員の個人財産に対する責任も存続

すると解されている。ただし，脱退に際して脱退組合員と組合との清算が終わって

いる場合において，脱退組合員が脱退前に生じた債務を弁済したときは，脱退組合

員は組合に対して全額を求償することができるとされている。なぜなら，脱退後に

組合に残った債務は組合と脱退組合員との間においては，組合財産をもって弁済す

ることとされていたものであり，脱退した組合員は他人（組合）の債務を弁済した

ことになるからであると説明されている。そのため，脱退組合員は，組合に対して

個人財産による責任を免れさせるように請求することができるとされる。具体的に

は，組合債務の弁済，債権者による免除などの方法で脱退組合員の個人財産による

責任を免れさせるか，又は担保を供することを求める権利があると解されている。 

このような脱退前に生じた組合債務に関する法律関係については，以上のような

解釈論に基づき明文の規定を設けるべきであるとの考え方が提示されているが，ど

のように考えるか。 

 
６ 組合の解散及び清算 

(1) 組合の解散 

組合の解散事由については，「事業の成功又はその成功の不能」などの事由

が定められているが（民法第６８２条及び第６８３条），このほか，総組合員

の同意や，組合契約で定めた解散事由の発生，存続期間の満了などによって

も組合は解散すると解されている。また，組合員が一人になった場合につい

ても，組合が契約であることや団体であることを理由に，解散事由に当たる

とする見解があるが，組合の事業の継続性を重視する立場から，新たな組合

員の加入によって組合が存続することを肯定すべきであるとする見解もある。 

以上のような解釈論を踏まえ，組合の解散事由について，民法の規定を明

確化すべきであるとの考え方が示されているが，どのように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○（組合の解散事由）  

民法第６８２条 組合は、その目的である事業の成功又はその成功の不能によって

解散する。  

○（組合の解散の請求）  

民法第６８３条 やむを得ない事由があるときは、各組合員は、組合の解散を請求

することができる。  

○（組合契約の解除の効力）  

民法第６８４条 第六百二十条の規定は、組合契約について準用する。  

 
（補足説明） 

組合は，解散によって，組合員の人的結合関係が解消され，その財産関係が組合員
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個人の財産関係に還元されることとなる。民法はこの解散事由について，事業の成功

又は成功の不能（同法第６８２条）と，やむを得ない事由がある場合における各組合

員の解散請求（同法第６８３条）を規定している。 

しかし，これらの解散事由がある場合のほかにも，①組合契約で定められた存続期

間が満了した場合や，②組合契約で定められた解散事由が生じた場合，③組合員全員

が解散に同意した場合には，組合は解散すると解されている。 

さらに，学説では，これらの場合に加えて，組合員が一人になった場合も解散事由

に当たるかどうかが議論されている。解散事由に当たるとする見解は，組合が契約で

あることや団体であることから，複数の組合員の存在が必須であり，一人になった場

合には組合の存続要件を満たさないとする。これに対し，組合の成立時には二人以上

の組合員の存在が必須であるが，組合が成立して事業が開始された後は，その継続性

という要請を重視し，組合員が一人となった場合でも新たな組合員の加入によって組

合が存続することを認めるべきであるとして，組合員が一人になった場合ではなく組

合員が欠けた場合を解散事由とするという見解もある。 

以上のような解釈論を踏まえ，組合の解散事由として，民法第６８２条及び第６８

３条に定められているものに加えて，①組合契約で定められた存続期間の満了，②そ

の他，組合契約で定められた解散事由の発生，③組合員全員による解散の合意を，条

文上明記すべきであるという考え方が提示されている。また，④組合員が欠けたこと

か，又は組合員が一人になったことのいずれかの事由も，新たな解散事由として明記

すべきであるとされている（参考資料１[検討委員会試案]・４０１頁，参考資料２[研

究会試案]・２２５頁）。 

これらの考え方について，どのように考えるか。 

 
(2) 組合の清算 

組合が解散した場合には清算が行われ，民法はその手続を定めている（同

法第６８５条から第６８８条まで）。 

組合契約の無効又は取消しは将来に向かってのみ効力を生ずることとする

提案があるが（「２ 組合契約の成立」参照），その場合には，清算手続によ

って組合の財産関係を整理することが想定されている。そこで，この提案と

併せて，組合契約の無効又は取消しに係る訴訟の認容判決が確定した場合を

清算原因として追加すべきであるという考え方が示されている。 

また，清算人を選任して清算事務を行わせる場合（民法第６８５条第１項

後段）における清算人の職務権限については，同法第６８８条に規定されて

いるもののほか，判例・学説上，各清算人は清算事務の範囲内で全ての組合

員を代理する権限を有するとされており，このことを明文化すべきであると

の考え方も示されている。 

これらの考え方について，どのように考えるか。 
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（参照・現行条文） 

○（組合の清算及び清算人の選任）  

民法第６８５条 組合が解散したときは、清算は、総組合員が共同して、又はその

選任した清算人がこれをする。  

２ 清算人の選任は、総組合員の過半数で決する。  

○（清算人の業務の執行の方法）  

民法第６８６条 第六百七十条の規定は、清算人が数人ある場合について準用す

る。  

○（組合員である清算人の辞任及び解任）  

民法第６８７条 第六百七十二条の規定は、組合契約で組合員の中から清算人を選

任した場合について準用する。  

○（清算人の職務及び権限並びに残余財産の分割方法）  

民法第６８８条 清算人の職務は、次のとおりとする。  

一 現務の結了  

二 債権の取立て及び債務の弁済  

三 残余財産の引渡し  

２ 清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることが

できる。  

３ 残余財産は、各組合員の出資の価額に応じて分割する。  

 

（補足説明） 

組合の清算とは，解散した組合の財産関係を整理することなどと言われており，民

法はこれについて一定の手続を定めている。もっとも，各組合員は清算終了の後も個

人財産による責任を免れないため，組合債権者の保護を特に考慮する必要がないこと

から，この清算手続の目的は専ら組合員間の公平を図ることにあるとされている。 

民法は，清算が開始する事由として「組合が解散したとき」（同法第６８５条第１

項）と規定しているが，このほか，組合契約が無効となったり取り消されたりした場

合にも，その無効や取消しが将来に向かってのみ効力を有するものとされるときは

（２「(2) 組合契約の無効又は取消し」参照），同様に清算手続によって組合の財産

関係を整理することが想定される。そこで，組合契約の無効や取消しが将来に向かっ

てのみ効力を有することを規定することと併せて，組合契約の無効又は取消しに係る

訴えが提起され認容判決が確定した場合にも清算が開始することとし，このことを条

文上明記すべきであるとの考え方が提示されている。この提案は，組合契約に無効原

因等があるが訴えが提起されない場合については，これをも清算原因とすると清算開

始の有無が不明確となるおそれがあり，他方，このような場合には，実際上，事業の

成功の不能（民法第６８２条）や総組合員の同意によって解散され，清算に入ること

が想定されることから，訴えが提起された場合に限定して清算原因とするものと考え

られる。 

また，清算手続は清算人によって行われるが，その具体的な職務権限は民法第６８
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８条に規定されている。更に同条には規定されていないものの，判例や学説では各清

算人は清算事務の範囲内で全ての組合員を代理する権限を有すると解されており（大

判大正１４年５月２日民集４巻２３８頁），このことを条文上明記すべきであるとの

考え方が提示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

７ 内的組合 

 既存の民法上の組合と近接する団体のうち，内的組合について，民法上に明

文規定を設けるべきであるとの考え方が提示されている。この内的組合は，構

成員相互の間の契約に基づき共同して事業を行うものである点で既存の民法上

の組合と共通するが，事業活動に必要なすべての法律行為を一人の組合員が自

己の名で行い，組合財産もすべてその組合員の単独所有とする点で既存の民法

上の組合とは区別され，判例や学説でもその存在が認められているとされてい

る。 

このような内的組合について民法上規定を設け，組合に関する他の規定を必

要に応じて準用することにより法律関係を明らかにすべきであるとの考え方が

あるが，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 内的組合について 

内的組合とは，数人の者が共同の事業を営むに当たって，事業活動に必要なすべ

ての法律行為を一人の組合員が自己の名で行い，組合財産もすべてその組合員の単

独所有とする関係であるとされている。こうした内的組合は，当事者間の内部関係

では共同の事業であり組合関係があるが，対外的行為は一人の組合員の名義で行わ

れ，組合関係が対外的に現れないことに特徴があるとされている。このような内的

組合は，他の組合員が対外的に自己の名を出すことを好まない場合や，その事業が

許可を要するものである等の事情により個人又は法人名義でしかすることができな

い場合などに用いられるとされている。 

内的組合は，構成員の名前が対外的に現れない等の点で，匿名組合（商法第５３

５条以下）に類似する面があるが，匿名組合が営業者と匿名組合員との間の個別の

契約の総体として構成されるものであるのに対し，内的組合は組合員が相互に契約

関係に立つものである点で，法的概念としては明確に区別される。また，判例・学

説も，内的組合という概念を広く承認しているとされる（大判大正６年５月２３日

民録２３輯９１７頁）。 

２ 立法提案 

以上のような特色を持つ内的組合について，その法律関係を明らかとするため民

法上規定を設け，必要に応じて組合の規定を準用することとすべきであるとの考え

方が提示されている（参考資料１[検討委員会試案]・４０３頁）。 

この考え方に対しては，内的組合が法的には匿名組合と明確に区別されるとして
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も，それと同様の経済的機能を果たし得るものであるため，集団的投資スキームの

器として利用される可能性があることに留意する必要があるとの指摘がある。もっ

とも，内的組合は，規定がなくても存在し得るものであって，規定の有無によって

濫用対策の必要性が変わるものではないから，明文規定を設けて法律関係を明確に

することが望ましいとの指摘もある。 

以上を踏まえ，このような考え方について，どのように考えるか。 

 

第２ 終身定期金 

１ 総論（終身定期金契約に関する規定の在り方） 

終身定期金契約とは，当事者の一方が，自己，相手方又は第三者の死亡に至

るまで，定期に金銭その他の物を相手方又は第三者に給付することを約束する

契約である（民法第６８９条）。民法の起草当時は，将来的にこのような契約の

利用が増えると予想されていたが，実際には，終身定期金契約は今日でもほと

んど利用されていないと言われている。そこで，終身定期金契約については，

その要否を含めて見直すことが検討課題となり得る。 

基本的な見直しの方針としては，①有償の終身定期金契約を中心に規定を再

編成する考え方，②典型契約としてではなく特殊な弁済方法の一つとして，終

身定期金としての不確定量の弁済の規定を設ける考え方，③終身定期金契約に

代わる新たな典型契約として「射倖契約」の規定を設ける考え方及び④終身定

期金契約の規定を単純に削除する考え方が，それぞれ具体的な改正提言を伴っ

て示されているが，これらの考え方について，どのように考えるか。 

このほか，終身定期金契約に関する規定の見直しに当たって，どのような点

に留意する必要があるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（終身定期金契約） 

民法第６８９条 終身定期金契約は、当事者の一方が、自己、相手方又は第三者の死

亡に至るまで、定期に金銭その他の物を相手方又は第三者に給付することを約

することによって、その効力を生ずる。 

○（終身定期金の計算） 

民法第６９０条 終身定期金は、日割りで計算する。 

○（終身定期金契約の解除） 

民法第６９１条 終身定期金債務者が終身定期金の元本を受領した場合において、そ

の終身定期金の給付を怠り、又はその他の義務を履行しないときは、相手方は、

元本の返還を請求することができる。この場合において、相手方は、既に受け

取った終身定期金の中からその元本の利息を控除した残額を終身定期金債務者

に返還しなければならない。 

２ 前項の規定は、損害賠償の請求を妨げない。 

○（終身定期金契約の解除と同時履行） 
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民法第６９２条 第五百三十三条の規定は、前条の場合について準用する。 

○（終身定期金債権の存続の宣告） 

民法第６９３条 終身定期金債務者の責めに帰すべき事由によって第六百八十九条に

規定する死亡が生じたときは、裁判所は、終身定期金債権者又はその相続人の

請求により、終身定期金債権が相当の期間存続することを宣告することができ

る。 

２ 前項の規定は、第六百九十一条の権利の行使を妨げない。 

○（終身定期金の遺贈） 

民法第６９４条 この節の規定は、終身定期金の遺贈について準用する。 

 

（補足説明） 

１ 改正提言の概況 

終身定期金契約とは，当事者の一方が，自己，相手方又は第三者の死亡に至るま

で，定期に金銭その他の物を相手方又は第三者に給付することを約束する契約であ

る（民法第６８９条）。民法の起草当時は，将来的に個人主義的な風潮が強まり，老

後の生活も安心ではなくなり，欧州のようにこのような契約が多く行われるように

なると予想されていたが，実際には，終身定期金契約は今日でもほとんど利用され

ていないと言われている。その原因としては，終身定期金契約が老後の生活保障の

ために利用されることが想定されていたが，現在では，老後の生活保障としては公

的年金制度が整備されているということが挙げられている。また，現在では，公的

年金制度だけではなく，企業年金等の私的年金制度も広く利用されているが，これ

についても，特別法や約款でその内容が詳細に規定されており，民法の規定が適用

される余地はないということが指摘されている。 

そこで，今般の見直しに当たっては，終身定期金契約の在り方について，制度の

要否を含めて見直すことが検討課題となり得る。 

基本的な見直しの方針としては，①有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成

するという考え方，②典型契約としてではなく特殊な弁済方法の一つとして，終身

定期金としての不確定量の弁済の規定を設けるという考え方，③終身定期金契約よ

りも広い射程を持つ新たな典型契約として「射倖契約」の規定を設けるという考え

方及び④終身定期金契約の規定を単純に削除するという考え方が，具体的な改正提

言を伴って提示されている。それぞれの改正提言の趣旨・内容等は後記２から５ま

でにおいて取り上げるが，それを踏まえ，以上のような考え方について，どのよう

に考えるか。 

２ 有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成する考え方 

民法は，有償と無償のいずれも含むものとして終身定期金契約の規定を置いてい

る。このうち，無償の終身定期金契約は，定期金債務者の報恩，慈善等の好意によ

り締結されるものであり，定期給付を目的とする贈与又は遺贈の履行方法として利

用されるものと言われている。これに対して，有償の終身定期金契約は，老後の所

得保障として締結されることが想定されるところ，この場合には，売買代金の支払
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や貸金の返済を終身定期金の方法で受け取るもののように，売買や消費貸借等の他

の典型契約に該当するものもあるが，例えば，反対給付が一定額の金銭である場合

等，典型契約に必ずしも該当しない場合があると言われている。また，有償の終身

定期金契約が射倖契約（後記４参照）の一種であるのに対し，無償の終身定期金契

約は射倖契約という性質を有しないとして，両者はその性質を異にするものである

ということも指摘されている。このように，有償の終身定期金契約と無償の終身定

期金契約とは，その実態も性質も異なる上，無償の終身定期金契約は贈与又は遺贈

の一類型に過ぎないことから，これを終身定期金契約に含めるべきではなかったと

いう批判がかねてより存在していた。 

以上のような問題意識を踏まえ，有償の終身定期金契約を中心に規定を設けた上

で，これを必要に応じて無償の終身定期金契約に準用することとすべきであるとい

う考え方が提示されている（参考資料１［検討委員会試案］・４０４頁）。 

３ 特殊な弁済方法の一つとして終身定期金としての不確定量の弁済の規定を設ける

考え方 

前記２のとおり，終身定期金契約は，定期給付を目的とする贈与として利用され

る場合や売買における売買代金の支払方法として利用される場合等，他の典型契約

の履行の方法（付款）として利用される場合が多いということが指摘されてきた。

このような指摘を踏まえて，典型契約としてではなく特殊な弁済方法の一つとして，

終身定期金としての不確定量の弁済の規定を設けるべきであるという考え方が提示

されている（参考資料２［研究会試案］・１７４頁）。 

４ 射倖契約の規定を設ける考え方 

有償の終身定期金契約は，射倖契約の一種であると言われている。射倖契約とは，

当事者の一方又は双方の契約上の具体的な給付義務が発生するか否か又はその大小

いかんが，偶然の出来事によって左右され，これにより当事者の具体的な給付相互

間の均衡関係が偶然によって左右される契約であるとされる。終身定期金契約は，

特定人の死亡という不確定終期の到来によって，給付されるべき全体の分量が定ま

るという性質を有することから，射倖契約の一種であるとされている。 

射倖契約の例としては，他にも保険契約や賭博行為が挙げられているが，民法の

典型契約の中では終身定期金契約のみであるため，仮に終身定期金契約の規定を民

法から削除すると，民法に射倖契約に関する規定が存在しなくなることになる。 

そこで，終身定期金の規定を削除するという立場（後記５参照）を前提に，終身

定期金契約よりも広い射程を持つ新たな典型契約として，射倖契約の一般的な規定

を設けるべきであるという考え方が提示されている（西原慎治「債権法改正試案―

終身定期金契約（民法６８９条以下）に関して―」神戸学院法学第３８巻第２号３

４９頁以下）。これは，終身定期金の規定を削除するとしても，①射倖契約の一種と

して，デリバティブ取引等のリスク移転を目的とした数多くの無名契約が締結され

ている今日では，リスク移転機能を有する射倖契約に関する規定を設けることによ

り，これらの取引の解釈の手がかりを与える必要性が高いこと，②リスク移転の合

意によって生ずる弊害から消費者を保護する法制の整備のためにも，射倖契約に関
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する規定を民法に設けることが望ましいこと等を理由とする考え方である。また，

この考え方は，射倖契約における法律行為の有効要件を規定することにより，偶然

性のある契約の適正化を図ることをも目的とするとされる。 

もっとも，この考え方に対しては，射倖契約という概念を設けなくても，公序良

俗（民法第９０条）や意思表示に関する規律（同法第９５条等）によって契約の適

正化を図ることが可能であることや，現在では保険法によって保険契約についての

詳細な規律が置かれており，射倖契約についての一般的な規律を設ける意義は乏し

いとして，規定を設けることに反対する見解が主張されている。 

５ 終身定期金契約の規定を削除する考え方 

前記２から４までのように，終身定期金契約の規定を見直し，何らかの形で新た

な規定を設けるべきであるという考え方に対して，終身定期金契約がほとんど利用

されていないという現状に鑑み，これを削除すべきであるという考え方も提示され

ている（参考資料１［検討委員会試案］・４０４頁，吉田克己「典型契約の見直しは

必要か」椿寿夫ほか編『民法改正を考える』２９１頁）。 

６ 比較法 

比較法的には，ドイツ民法は，有償と無償の終身定期金に関する規定を置いてい

るが，これに対して，フランス民法は，射倖契約に関する一般的な規律を置いた上

で，その一類型として，有償の終身定期金に関する規定を置いている。 

 

（注）以下においては，前記１における今後の検討の参考に供するため，仮に終身定期

金契約の規定を見直したうえで，民法に新たな規定を置くという考え方を採ること

とした場合に，具体的にどのような内容を盛り込むことになるかを見通しておくこ

とを目的として，後記２から４までの問題について検討することとする。 

 

２ 有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成する場合 

(1) 終身定期金契約の成立 

有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成する立場からは，まず，終身

定期金契約の意義について，終身定期金債権者が終身定期金の対価として財

産権（金銭及び役務を除く。）を移転する義務を負う契約であることを明確に

すべきであるという考え方が示されている。 

また，上記の考え方は，終身定期金契約の成立について書面（電子的記録

を除く。）を効力要件とするとともに，終身定期金の存続の基準となる者（以

下「終身定期金基準者」という。）が契約当事者以外の第三者である場合には

当該第三者の承諾も効力要件とすべきであるとしている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成するという立場からは，まず，終身

定期金契約の成立について，冒頭規定を定義規定に改めた上で（冒頭規定の在り方
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の見直しについては，部会資料１５－１，第６，２（関連論点）２（１４頁）参照），

終身定期金債権者が終身定期金の対価として財産権（金銭及び役務を除く。）を移転

する義務を負う契約であることを明確にすべきであるという考え方が示されている。

終身定期金の対価として金銭を給付するものは，一般に射倖性が高いという面があ

ることと，利息付消費貸借としての性質をも有するとして利息制限法が適用される

可能性があるため，実際上の利用可能性も低いと考えられることから，金銭を対価

とするものを含めないとする。対価として役務を給付するものを含めないのは，現

行法と同様である。 

また，上記の考え方は，終身定期金契約の成立について書面（電子的記録を除く。）

を効力要件とするとともに，終身定期金の存続の基準となる者（以下「終身定期金

基準者」という。）が契約当事者以外の第三者である場合には当該第三者の承諾も効

力要件とすべきであるとしている。これは，終身定期金契約が射倖性を有する契約

であることに鑑み，慎重さと明確性を確保するため，書面を効力要件とし，他方，

賭博契約を防止する観点から，終身定期金基準者が第三者である場合に，当該第三

者の承諾を効力要件としたとされる。比較法的には，ドイツ民法が書面を効力要件

としている。 

さらに，書面を効力要件とする考え方を採るとした上で，安定性を確保する観点

から，書面で契約が締結されていない場合でも，当事者の双方が各自の義務の全部

又は一部を履行した場合には，契約が効力を生ずることとすべきであるという考え

方が併せて提示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

(2) 終身定期金契約の効力 

有償の終身定期金契約は，射倖契約の一種であるとされ，偶然の出来事に

より左右されることを本質的な要素とするものであるから，その偶然性を欠

く場合には，契約は無効になるとされている。そこで，終身定期金契約にお

いては，終身定期金基準者が契約締結時に死亡していたときは，契約が効力

を生じないことになるとして，その旨の規定を置くべきであるという考え方

が提示されている。 

また，この考え方は，終身定期金基準者が契約締結時に存在していた原因

により契約締結の日から３０日以内に死亡したときは，契約締結時に死亡し

ていたときに準じるものとして契約の効力が生じないとする規定を置くべき

であるという考え方を併せて提示している。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

有償の終身定期金契約は，終身定期金基準者の死亡という不確定終期の到来によ

って，給付されるべき全体の分量が定まるという性質を有していることから，射倖

契約の一種であるとされている。射倖契約は，当事者の給付義務の発生又はその大
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小が偶然の出来事により左右されることを本質的な要素とするものであることから，

当該出来事の偶然性を欠く場合には，契約は無効になると理解されている。終身定

期金契約においては，終身定期金基準者が契約締結時に死亡していたときには，出

来事の偶然性が欠けることになる。そこで，終身定期金基準者が契約締結時に死亡

していたときは，契約が効力を生じないとする旨の規定を置くべきであるという考

え方が提示されている。 

また，この考え方は，終身定期金基準者が契約締結時に存在していた原因により

契約締結の日から３０日以内に死亡したときは，契約締結時に死亡していたときに

準ずるものとして契約の効力が生じないとする規定を置くべきであるという考え方

を併せて提示している。射倖契約において，結果的に，対価的な給付の間に著しい

不均衡が生ずることを回避しようとするものであり，後記「(5) 終身定期金基準者

の早期死亡等による解除」と共通する問題意識に基づくものである。 

比較法的には，フランス民法が上記の考え方と同様の規定を置いている（フラン

ス民法第１９７４条，第１９７５条）。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

(3) 終身定期金の給付方法 

民法は，終身定期金の各期の給付時期について特に規定を置いていないと

ころ，有償の終身定期金契約が，通常，債権者の老後の生活保障を目的とし

て利用されると言われていることを踏まえ，この点について前払とする規定

を置くべきであるという考え方が提示されている。このような考え方につい

て，どのように考えるか。 

また，終身定期金の各期の給付時期について前払と明記することを前提と

して，民法第６９０条について，各期の初めに終身定期金基準者が生存して

いたときは，終身定期金債務者がその期間についての終身定期金全額を支払

わなければならないものとすべきであるという考え方が提示されている。こ

のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

民法は，終身定期金の各期における給付時期について，特に規定を置いていない。

この点については，後払と解すべきとする見解が有力であるが，他方，終身定期金

の主な利用目的が債権者の生活の保障にあることを理由として，前払と解すべきで

あるとする見解も主張されている。そこで，終身定期金の給付時期について明らか

にすることが検討課題となるが，有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成すべ

きであるとする改正提言は，この点について，後者の見解に従って前払とする規定

を置くべきであるという考え方を提示している。このような考え方について，どの

ように考えるか。 

また，民法第６９０条は，定期金債権が標準となるべき期間の中途において消滅

した場合の定期金債権の給付方法について，日割りとすることを定めている。この
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点について，比較法的には，終身定期金の各期の給付時期について前払とする規定

を置くものは，各期の始めに終身定期金基準者が生存していたときには，終身定期

金債務者が，その期間についての終身定期金全額を支払わなければならないとする

ものが多い。そこで，終身定期金の各期の給付時期を前払として見直すことを前提

として，民法第６９０条について，各期の始めに終身定期金基準者が生存していた

ときは，終身定期金債務者が，その期間についての終身定期金全額を支払わなけれ

ばならないものとすべきであるという考え方が提示されている。このような考え方

について，どのように考えるか。 

 

(4) 終身定期金契約の不履行解除 

民法第６９１条は，解除の要件として，終身定期金の給付義務等の不履行

のみを明記し，催告の要否については規定していないところ，この場合に一

般の債務不履行解除と異なり催告を不要とする合理的な理由がないとして，

催告が必要であることを条文上明確にすべきであるという考え方が提示され

ている。このような考え方について，どのように考えるか。 

また，同条が定める解除の効果については，例えば，一回も定期金が支払

われなかったような場合の法律関係を条文の文言から読み取ることは必ずし

も容易でないことから，終身定期金債務者は，元本及びその果実（それを使

用したことによる利益を含む。）を返還する義務を負うものとし，他方，終身

定期金債権者は，受け取った終身定期金を返還する義務を負うとすべきであ

るという考え方が提示されている。このような考え方について，どのように

考えるか。 

 

（補足説明） 

民法第６９１条は，終身定期金の給付義務等の不履行があった場合における解除

権について規定するものである。同条は，解除の要件として，終身定期金の給付義

務等の不履行のみを明記し，催告の要否については規定していないため，解釈が分

かれている。通説は，債務不履行解除と異なり催告を不要とすると言われているが，

この場合に催告を不要とする合理的な理由がないことから，今般の見直しに当たっ

て，解除の要件として，催告が必要であることを条文上明確にすべきであるという

考え方が提示されている。 

また，解除の効果として，民法第６９１条は，終身定期金債務者が元本を返還し，

他方，終身定期金債権者は受け取った終身定期金の中から元本の利息を控除した金

額を返還する義務を負うとする。しかし，この解除の効果については，例えば，一

回も終身定期金が支払われなかったような場合には，終身定期金債権者が元本の利

息を控除することができないので，終身定期金債務者が元本の利息をも返還しなけ

ればならないと解されており，また，元本が金銭以外の場合には，終身定期金債権

者は，元本を金銭に見積もり，その法定利息を控除した残額を返還しなければなら

ないと解されているところ，これらのような解除の効果を条文の文言から読み取る
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ことは必ずしも容易でない。そこで，終身定期金債権者と終身定期金債務者との間

の利益関係を変化させることなく，上記の条文上の問題点を解決するため，終身定

期金債務者は，元本及びその果実（それを使用したことによる利益を含む。）を返還

する義務を負うものとし，他方，終身定期金債権者は，受け取った終身定期金を返

還する義務を負うとすべきであるという考え方が提示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

(5) 終身定期金基準者の早期死亡等による解除 

有償の終身定期金契約では，終身定期金基準者が著しく早期に死亡した場

合や長期間生存した場合には，元本と終身定期金の総額との間に著しい不均

衡が生ずることがある。このような場合に，両者の不均衡を是正するために，

終身定期金基準者が著しく早期に死亡したことにより，終身定期金債権者が

受領した終身定期金の総額が元本に比して著しく少ないときは，終身定期金

債権者又はその相続人が，解除することができるとする規定を設けるべきで

あるという考え方が提示されている。 

また，この考え方は，解除権を行使することによって，終身定期金債務者

又はその相続人が，受領した財産権の返還義務を負い，他方，終身定期金債

権者又はその相続人は，受領した終身定期金の総額，利息及び契約費用を支

払わなければならないとする規定等を設けることを併せて提案している。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

有償の終身定期金契約は，終身定期金基準者の死亡という不確定終期の到来によ

って給付されるべき全体の分量が定まるという性質を有することから，終身定期金

基準者が著しく早期に死亡した場合や長期間生存した場合に，元本と終身定期金の

総額との間に著しい不均衡が生ずる可能性がある。民法には，この不均衡を調整す

る明文の規定は置かれておらず，また，終身定期金契約の射倖性に伴い結果的に生

ずるものであることから，直ちに民法第９０条により無効になるとも言えないため，

解釈論によって両者の不均衡を調整することは容易でないと言われている。 

そこで，終身定期金基準者が終身定期金契約の締結後，著しく早期に死亡したこ

とにより，終身定期金債権者が受領した終身定期金の総額が元本に比して著しく少

ないときは，終身定期金債権者又はその相続人が，解除することができるとする規

定を設けるべきであるという考え方が提示されている。この考え方は，終身定期金

契約の射倖性を一定の範囲で制限することが，終身定期金契約を利用しやすいもの

とすると考えられることを理由とするものである。また，著しく早期に死亡する場

合に限って解除権を認めたのは，著しく早期に死亡する場合には特に不均衡の比率

が大きくなるのに対し，著しく長期に死亡する場合には不均衡の比率がそれほど大

きくならないはずであるということを理由とする。 

また，この考え方は，解除権を行使することによって，終身定期金債務者又はそ
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の相続人が，受領した財産権の返還義務を負い，他方，終身定期金債権者又はその

相続人は，受領した終身定期金の総額，利息及び契約費用を支払わなければならな

いとする規定を設けることや，解除権の行使について短期の期間制限を設けること

を，併せて提案している。この解除権の行使の効果は，民法第６９１条で認められ

ている解除の効果と比して，終身定期金債権者にとって，終身定期金の利息と契約

費用を返還する義務を負う点，元本の果実の返還を受けられないという点，短期の

期間制限が設けられている点で，不利益なものとなっているが，これは終身定期金

債権者のために特別に認められた解除権であることを考慮したものであるとされて

いる。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（関連論点）民法第６９３条の規律の見直し 

終身定期金債権は，終身定期金基準者の死亡によって消滅するのが原則であるが，

民法第６９３条第１項は，終身定期金債務者の責めに帰すべき事由によって終身定

期金基準者が死亡したときに，裁判所が，終身定期金債権が相当期間存続すること

を宣告することができるとしている。これは，終身定期金基準者の死亡が債務者の

責めに帰すべき事由によって発生した場合には，債権者又はその相続人は，一般の

債務不履行の規定によって損害賠償を請求することができるところ，この法律関係

を簡易に解決しようとする趣旨で設けられた規定であると言われている。 

この規定について，「責めに帰すべき事由」という概念が多義的であることから，

これを明確化するために，「終身定期金債務者の故意又は過失」に改めるべきである

という考え方が提示されている。この規定と債務不履行の一般規定との関係に関す

る考え方や，債務不履行に基づく損害賠償請求の要件の見直しの在り方（部会資料

５－１，第２，３（２）（５頁）参照）とも関係する問題であるが，このような考え

方について，どのように考えるか。 

また，民法第６９３条第２項は，終身定期金債務者の責めに帰すべき事由により

終身定期金基準者が死亡することが，債務不履行に当たることを前提として，終身

定期金債権者が，同法第６９１条に基づき契約を解除することができるとしている。

終身定期金基準者の早期死亡時の特別の解除権を認めるという前記(5)の考え方か

らは，終身定期金債務者の責めに帰すべき事由により終身定期金基準者が死亡した

場合について，同条の解除権と共に，上記の特別の解除権をも選択的に認めるべき

であるという考え方が提示されている。このような考え方について，どのように考

えるか。 

 

(6) 無償契約及び遺贈への準用規定 

有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成すべきであるという立場は，

①有償の終身定期金契約に関する規定を無償の終身定期金契約及び終身定期

金の遺贈に準用する旨の規定を設けるとともに，②無償の終身定期金契約に

ついて，贈与に関する規定の一部を準用することとし，準用される規定を条
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文上明記すべきであるという考え方を提示しているが，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成すべきであるという立場は，無償の

終身定期金契約や遺贈による終身定期金の効力を否定するものではなく，これらに

ついては，必要に応じて，有償の終身定期金契約に関する規定と贈与に関する規定

を準用する旨の規定を置くべきであるという考え方を提示している。具体的には以

下のような考え方を提示しているが，どのように考えるか。 

① 有償の終身定期金契約に関する規定を無償の終身定期金契約及び終身定期金

の遺贈に準用すべきであるという考え方 

なお，有償の終身定期金契約を中心に規定を再編成すべきであるという立場

からは，書面を効力要件とした上で，書面により契約が締結されていない場合

でも，両当事者が各自の義務の全部又は一部を履行した場合には，契約の効力

が生ずるとする規定を設けることが提案されており（前記「(1) 終身定期金契

約の成立」参照），この規定をも準用するか否かについて，積極・消極の両方の

考え方が提示されている。すなわち，この規定を準用すると，無償の終身定期

金契約においては終身定期金債務者が自らの債務の一部を履行すれば契約の効

力が生ずることになるが，有償の終身定期金契約において自らの債務の一部を

履行したとしても，相手方が債務を履行するまでの間契約の効力が生じないこ

とと比して，無償の場合の方が契約の拘束力が強くなるのではないかという問

題を指摘して，無償の終身定期金契約にはこの規定を準用しないこととすべき

であるという考え方が提示されている。これに対して，終身定期金債務者が履

行を開始した以上，終身定期金債務者の意思は確定的なものとなっているし，

終身定期金債権者の期待を保護すべきであるということを理由として，上記の

規定を準用すべきであるという考え方も提示されている。 

② 無償の終身定期金契約については，贈与に関する規定のうち，贈与の予約に

関する規定（部会資料１５－１，第６，７（１）（１７頁）），背信行為・忘恩行

為等を理由とする解除に関する規定（部会資料１５－１，第６，７（２）（１７

頁）），死因贈与に関する規定（民法第５５４条，部会資料１５－１，第６．６

（１６頁））を準用することとし，準用される規定を条文上明記すべきであると

いう考え方 

この点は，贈与に関する規定の見直しの方向性とも関係する問題である点に

留意する必要がある。 

 

３ 終身定期金としての不確定量の弁済の規定を設ける場合 

典型契約としてではなく特殊な弁済方法の一つとして，終身定期金としての

不確定量の弁済の規定を設ける立場は，具体的に，①終身定期金としての不確

定量の弁済の合意の効力，②終身定期金の弁済の方法及び③債務者の責めに帰

すべき事由によって終身定期金基準者が死亡した場合の終身定期金債権の帰す
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うについての規定を設けるべきであるとする考え方を提示しているが，これら

の考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

終身定期金契約は，一般にそれ自体が単独の契約として締結されることはなく，他

の典型契約の債務の履行方法として利用されるのが実態ではないかという指摘がある。

このような指摘を踏まえて，典型契約としてではなく特殊な弁済方法の一つとして，

終身定期金としての不確定量の弁済の規定として見直すべきであるという考え方が提

示されている。この考え方は，弁済に関する規定に改めるのに必要な範囲でのみ終身

定期金契約の規定を修正し，具体的に以下のような規定を設けるべきであるとするも

のであるが，これらの考え方について，どのように考えるか。 

① 終身定期金としての不確定量の弁済の合意の効力 

債務者が，債務者自身，債権者又は第三者の死亡に至るまで，定期に金銭その

他の物を債権者又は第三者に弁済することを約した場合に，このような終身定期

金としての不確定量の弁済の合意も，原則として有効であるとするが，当該合意

が，射倖目的であって公序良俗に反するときは，無効とする旨の規定を設けるべ

きであるという考え方が提示されている。 

② 終身定期金の弁済の方法 

終身定期金として不確定量の弁済をする場合の方法について，民法第６９０条

の規定を基本的に維持し，日割りで計算をする旨の規定を設けるべきであるとい

う考え方が提示されている。 

③ 債務者の責めに帰すべき事由によって終身定期金基準者が死亡した場合の終身

定期金債権の帰すう 

債務者の責めに帰すべき事由によって終身定期金基準者が死亡した場合の終身

定期金債権の帰すうについて，民法第６９３条の規定を基本的に維持し，債権者

又はその相続人の請求により，裁判所は債権が相当の期間存続することを宣告す

ることができるとし，この場合には解除も認められるとする旨の規定を設けるべ

きであるという考え方が提示されている。 

 

４ 射倖契約の規定を設ける場合 

(1) 射倖契約の成立 

終身定期金契約に代わる新たな典型契約として射倖契約の規定を設ける立

場からは，まず，射倖契約は，一方又は双方の当事者の契約上の具体的な給

付義務が発生するか否か又はその大小いかんが，偶然の出来事によって左右

され，これにより当事者の具体的な給付相互間の均衡関係が偶然によって左

右されることを合意することによって効力を生じるという規定を設けるべき

であるという考え方が提示されている。 

そして，射倖契約の本質的な要素である偶然性の内容については，約定の

事件の成否可能性についての当事者の不知（主観的偶然性）に求める見解を
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採用して，当事者が，契約締結の当時から約定の事件が生じたこと，又は生

じ得ないことを知っていた場合には，偶然性を欠くものとして契約は無効と

なるという明文の規定を設けるべきであるという考え方が提示されている。

また，契約締結の当時から少なくとも当事者の一方にとって損益が確実であ

る場合にも，契約は無効となることについても明文の規定を設けるべきであ

るという考え方が提示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

終身定期金契約に代えて，それよりも広い射程を持つ新たな典型契約として「射

倖契約」の規定を設けるという立場は，まず，射倖契約の意義について，当事者の

一方又は双方の契約上の具体的な給付義務が発生するか否か又はその大小いかんが，

偶然の出来事によって左右され，これにより当事者の具体的な給付相互間の均衡関

係も偶然によって左右されることを合意することによって効力を生ずる契約である

とする考え方を提示している。これは，射倖契約の成立には，出捐の不確実性と損

益の不確実性という二つの事項についての合意を必要とするものである。 

射倖契約は，当事者の給付義務の発生又はその大小が偶然の出来事により左右さ

れることを本質的な要素ものであるため，当該出来事の偶然性を欠く場合には，契

約は無効となると考えられているが，射倖契約におけるこの偶然性の内容について

は，約定の事件の客観的な成否可能性（客観的偶然性）に求める見解と，約定の事

件の成否可能性についての当事者の不知（主観的偶然性）に求める見解の二つがあ

ると言われている。この点について，上記の改正提言は，立法論としていずれの見

解を採用することも考えられるとした上で，偶然性の内容を主観的偶然性に求める

見解を採用して，当事者が契約締結の当時から約定の事件が生じたこと，又は生じ

得ないことを知っていた場合には，偶然性を欠くことから，契約は無効になるとす

る。これは，射倖契約特有の有効要件であることから，明文の規定を設けるべきで

あるとされている。 

また，射倖契約が，当事者の具体的な給付相互間の均衡関係が偶然によって左右

されるものである以上，契約締結の当時から少なくとも当事者の一方にとって損益

が確実である場合（例えば，有償の終身定期金契約において，譲渡された不動産か

ら生じる収益よりも，終身定期金の額が低額であった場合）にも，契約は無効にな

ると考えられている。これも，射倖契約特有の有効要件であることから，明文の規

定を設けるべきであるという考え方が提示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

(2) 賭博行為に関する規律 

賭博行為は，射倖契約の一種であるとされるが，特別法により認められる

もの（競馬法に基づく競馬等）でない限りこれが無効であることについては

争いがないことから，射倖契約について明文の規定を設ける際には，賭博行
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為が無効であることについても明文の規定を設けるべきであるという考え方

が提示されている。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

賭博行為は，射倖契約の一種であるとされるが，特別法により認められるもの（競

馬等）でない限り，これが民法第９０条により無効であると考えられている。 

射倖契約について明文の規定を設ける際には，賭博行為の有効性を認めたという

誤った解釈を招かないよう，これが射倖契約の一種であることを明らかにした上で，

特別法により認められるもの（競馬法に基づく競馬等）でない限り無効であること

について明文の規定を設けるべきであるという考え方が提示されている。比較法的

にも，射倖契約に関する規定を置いた上で，賭博行為が無効であることを明示する

規律を置くものが見られる。 

また，この考え方は，賭博行為に該当し，無効とされた場合でも，民法第７０８

条が適用されず，当事者は給付したものの返還請求をすることができるとする規定

を新たに設けるべきであるという考え方を併せて提示している。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

第３ 和解 

１ 総論 

和解に関しては，後記２及び３で取り上げた問題点が指摘されているが，こ

のほか，和解の規定を見直すに当たって，どのような点に留意する必要がある

か。 

 

（参考・現行条文） 

○（和解） 

民法第６９５条 和解は、当事者が互いに譲歩をしてその間に存する争いをやめるこ

とを約することによって、その効力を生ずる。 

○（和解の効力） 

民法第６９６条 当事者の一方が和解によって争いの目的である権利を有するものと

認められ、又は相手方がこれを有しないものと認められた場合において、その

当事者の一方が従来その権利を有していなかった旨の確証又は相手方がこれを

有していた旨の確証が得られたときは、その権利は、和解によってその当事者

の一方に移転し、又は消滅したものとする。 

 

２ 和解の意義（民法第６９５条） 

和解は，当事者が互いに譲歩をして，その間に存する争いをやめることを約

する契約であり，争いの存在と当事者の互譲がその要件とされる（民法第６９

５条）。このうち，当事者の互譲の要件については，和解の中心的な効力である
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確定効（同法第６９６条）を与えるのが適当かという観点から，緩やかに判断

すべきであると解されており，この見解を更に進めて，当事者の互譲の要件は

不要であるとする見解も主張されている。もっとも，当事者の一方のみが譲歩

している場合には，たとえ反対の証拠が出てもあきらめるという意思があると

は言いにくいことを指摘して，当事者の互譲を和解の確定効を正当化する要素

として位置付ける見解も有力に主張されている。 

このような状況を踏まえて，和解の要件として当事者の互譲を不要とすべき

であるという考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（和解） 

民法第６９５条 和解は、当事者が互いに譲歩をしてその間に存する争いをやめるこ

とを約することによって、その効力を生ずる。 

 

（補足説明） 

１ 和解の要件としての当事者の互譲 

和解は，当事者が互いに譲歩をして，その間に存する争いをやめることを約する

契約であり（民法第６９５条），その要件として，争いの存在と当事者の互譲とが挙

げられている。このうち，当事者の互譲は，沿革的には，請求の認諾や訴えの取下

げ等の他の概念との区別のために要件とされたと言われている。 

ところで，和解の中心的な効果は確定効（同法第６９６条）が認められるところ

にあるとして，和解の要件の存否は，確定効を与えるのが適当かどうかという観点

から，緩やかに判断すべきであると解されている。そして，このことから，当事者

の互譲についても，広く認められていると言われている。例えば，裁判上の和解に

ついては，一方当事者の主張を無条件に認める場合であっても，他方当事者が訴訟

費用を負担する旨の合意があれば互譲が認められるとする見解や，他方当事者が訴

訟費用を負担する旨の合意が無くとも，訴訟係属の消滅により他方当事者の譲歩が

あると言えるとして，当事者の互譲が認められるとする見解がある。また，この他，

一方当事者の主張を無条件に認める内容でも，「他に債権債務が無いことを確認す

る」旨の条項が規定されていれば，これにより当事者の互譲が認められるという見

解もある。 

そして，これらの見解を更に進めて，和解の要件として当事者の互譲は不要と解

すべきであるという見解も主張されている。これは，たとえ，一方当事者の全面的

譲歩による場合でも，当事者が，争いを除去するために法関係を確定する合意をす

れば，和解の確定効を認めるべきであるということを理由とするものである。 

もっとも，一方当事者のみが譲歩している場合には，たとえ反対の証拠が出ても

あきらめるという意思があるとは言いにくいことを指摘して，当事者の互譲を和解

の確定効を正当化する要素として位置付ける見解も有力に主張されている。 
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２ 見直しの方向 

以上のような状況を踏まえて，和解の要件として当事者の互譲を不要とすべきで

あるという考え方が提示されている（参考資料２［研究会試案］・２２４頁）。 

他方，前記１のとおり，当事者の互譲には，和解の確定効を正当化する意義があ

ることから，和解の確定効を認めるのにふさわしい合意かどうかを判断する要素と

して，当事者の互譲を引き続き要件とすべきであるという考え方も提示されている

（参考資料１［検討委員会試案］・４０８頁）。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

３ 和解の効力（民法第６９６条） 

和解の効力として，和解された結果と反対の証拠が出てきたとしても和解の

効力が覆らないという和解の確定効が認められると解されている（民法第６９

６条）。和解の確定効により，紛争の蒸し返しが防止されることになるが，他方

で，理由のいかんを問わず常に和解の確定効が認められるのは適当ではないた

め，どの範囲で和解の確定効を認めるかという点が問題となるところ，この問

題は，これまで，どの範囲で錯誤による和解の無効の主張（民法第９５条）を

することができるかという問題として議論されてきた。 

この問題について，通説は，①争いの目的となっていた事項については錯誤

による無効主張は認められないが，②争いの目的である事項の前提又は基礎と

されていた事項，③①②以外の事項については錯誤による無効主張が認められ

得るとしており，判例も，上記の通説と同様の結論を採っているとされている。 

このような判例・学説を踏まえて，当事者の一方又は双方が争いの対象とな

った事項にかかる事実を誤って認識していた場合であっても，錯誤による無効

主張又は取消しの主張をすることができないとする旨の規定を設けるべきであ

るという考え方や，当事者は争いの対象として和解によって合意した事項につ

いて，その効力を争うことができない（ただし，公序良俗違反や，詐欺・強迫

の規定の適用についてはこの限りでない。）とする規定を設けるべきであるとい

う考え方が提示されている。このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（錯誤） 

民法第９５条 意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効とする。た

だし、表意者に重大な過失があったときは、表意者は、自らその無効を主張す

ることができない。 

○（和解の効力） 

民法第６９６条 当事者の一方が和解によって争いの目的である権利を有するものと

認められ、又は相手方がこれを有しないものと認められた場合において、その

当事者の一方が従来その権利を有していなかった旨の確証又は相手方がこれを

有していた旨の確証が得られたときは、その権利は、和解によってその当事者
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の一方に移転し、又は消滅したものとする。 

 

（補足説明） 

１ 問題の所在 

和解の効力として，和解された結果と反対の証拠が出てきたとしても和解の効力

が覆らないという和解の確定効が認められると解されている。そして，民法第６９

６条は，この和解の確定効を前提として設けられた規定であると言われている。和

解の確定効により，紛争の蒸し返しが防止されることになるが，他方で，理由のい

かんを問わず常に和解の確定効が認められるのは適当ではないため，どの範囲で和

解の確定効を認めるかという点が問題となるところ，この問題は，これまで，どの

範囲で錯誤による和解の無効の主張（民法第９５条）をすることができるかという

問題として議論されてきた。 

この問題について，通説は，錯誤の存在する事項を以下の①から③までに分類し

た上で，①については錯誤による無効主張は認められないが，②③については錯誤

による無効主張が認められ得るとしている。 

① 争いの目的となっていた事項 

② 争いの目的である事項の前提又は基礎とされていた事項 

③ ①②以外の事項 

①について錯誤による無効主張が認められないのは，和解は争いの目的となって

いた事項が真実と異なっていても蒸し返さないという合意である以上，錯誤の規定

の適用を認めては和解の意味がなくなってしまうことから，錯誤の規定が適用され

ないという説明や，和解は争いの目的となっていた事項が真実と異なっていても蒸

し返さないという合意である以上，そもそも争いの目的となっていた事項について

は錯誤がないとする説明がされている。これに対して，②③の事項については，争

いの対象となっていない事項についての錯誤であることから，錯誤による無効主張

が認められ得るとされる。 

この点について，判例も，上記の通説と同様の結論を採っているとされている。

①について錯誤があった場合に錯誤による無効主張を認めなかったものとして最判

昭和３８年２月１２日民集１７巻１号１７１頁等，②について錯誤があった場合に

錯誤による無効主張を認めたものとして大判大正６年９月１８日民録２３輯１３４

２頁等，③について錯誤があった場合に錯誤による無効主張を認めたものとして最

判昭和３３年６月１３日民集１２巻９号１４９２頁等が，それぞれ挙げられている。 

そこで，和解と錯誤との関係について，上記のような考え方を条文上明確にする

ことの要否が検討課題となり得る。 

２ 見直しの方向 

前記１のような判例・学説を踏まえて，和解と錯誤との関係を条文上明確にすべ

きであるとして，①当事者の一方又は双方が争いの対象となった事項にかかる事実

を誤って認識していた場合であっても，錯誤による無効主張又は取消しの主張をす

ることができないとする旨の規定を設けるべきであるという考え方（参考資料１［検
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討委員会試案］・４０８頁）や，②当事者は争いの対象として和解によって合意した

事項について，その効力を争うことができない（ただし，公序良俗違反や，詐欺・

強迫の規定の適用についてはこの限りでない。）とする規定を設けるべきであるとい

う考え方（参考資料２［研究会試案］・２２５頁）などの改正提言が提示されている。

比較法的にも，ドイツ民法を始めとして，和解と錯誤との関係についての規定を置

くものがある。 

これらの考え方に対して，和解と錯誤については，特に規定を設けるべきではな

いという反対意見も主張されている。この意見は，和解の効力は，民法第６９５条，

第６９６条によって全て示されており，これに重ねて和解と錯誤に関する規定を設

けると，規定相互の関係が錯綜するおそれがあること等を理由とするものである。 

以上を踏まえて，和解と錯誤に関する規定を設けるべきであるという上記の考え

方について，どのように考えるか。 

 

（関連論点）人身損害についての和解の特則 

交通事故における加害者と被害者との示談では，加害者が被害者に対して一定額を

支払うとともに，被害者が「その余の一切の請求権を放棄する」旨の条項がしばしば

設けられると言われている。この点については，例えば，被害者に示談の時に予測が

できなかった後遺症等が生じた場合にも，被害者が当該後遺症についての損害賠償を

請求できるかという点が，和解の確定効との関係で問題とされてきたところであるが，

判例（最判昭和４３年３月１５日民集２２巻３号５８７頁）は，「全損害を正確に把握

し難い状況のもとにおいて，早急に小額の賠償金をもって満足する旨の示談がされた

場合においては，示談によって被害者が放棄した損害賠償請求権は，示談当時予想し

ていた損害についてのもののみと解すべきであって，その当時予想できなかった不測

の再手術や後遺症がその後発生した場合その損害についてまで，賠償請求権を放棄し

た趣旨と解するのは，当事者の合理的意思に合致するものとは言えない」として，被

害者が後遺症等について損害賠償を請求できる場合があると判示した。そこで，当事

者が和解時に予見することができず，和解で定められた給付と著しい不均衡を生ずる

新たな人身損害が明らかになった場合には，当該損害について和解の効力が及ばない

旨の規定を設けるべきであるという考え方が提示されている（参考資料２［研究会試

案］・２２６頁）。このような考え方について，どのように考えるか。 

- 41 - 



第４ 新種の契約 

１ 総論 

民法は贈与から和解まで１３種類の典型契約を定めているが，同法制定以来

１１０年余りの間に，社会・経済が大きく変化し，取引形態も多様化・複雑化

していることを踏まえ，典型契約について，このような変化に対応するための

総合的な見直しを行い，現在の１３種類の契約類型で過不足が無いかどうか，

不足があるとすると新たに設けるべき契約類型はどのようなものか等の検討を

する必要があるとの指摘があり，また，新たに設けるべき契約類型として後記

２（ファイナンス・リース）のような具体的な提案があるが，これらの点も含

め，どのような点に留意して検討する必要があるか。 
 

（参考・民法の目次（抄）） 

 
第一編 総則 

第二編 物権 

第三編 債権 

 第一章 総則 

第二章 契約 

 

第三章 事務管理 

第四章 不当利得 

第五章 不法行為 

第十三節 終身定期金 

第十四節 和解 

第一節 総則 

第二節 贈与 

第三節 売買 

第四節 交換 

第五節 消費貸借 

第六節 使用貸借 

第七節 賃貸借 

第八節 雇用 

第九節 請負 

第十節 委任 

第十一節 寄託 

第十二節 組合 

第五編 相続 

第四編 親族 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

（補足説明） 

民法は贈与から和解まで１３種類の典型契約を定めているが，これらは，社会に存

在する様々な種類の契約に関して，法的な分析を行うための法概念を提供するととも

に，標準的な契約内容を任意規定として提示することにより，当事者が契約交渉をす

る際の出発点になったり，当事者間で紛争が生じた場合の解決の基準を示したりする

など，重要な機能を果たしているとされている。 

民法典が作られてから既に１００年以上が経過し，その間に社会・経済は大きく変

化し，取引形態も多様化・複雑化している。その結果，民法の典型契約に当たる契約

の中でも様々なバリエーションを持つものが現れ，また，典型契約に入り切らないよ
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うな契約類型が多く登場してきたと言われている。こうしたことから，典型契約につ

いて，民法制定以来の変化に対応するための総合的な見直しを行い，現在の１３種類

の契約類型で過不足がないかどうか，不足があるとすると新たに設けるべき契約類型

はどのようなものか等の検討をする必要があるとの指摘がある。 

典型契約として新たに設けるべき契約類型としては，後記２で取り上げるファイナ

ンス・リース契約のほか，フランチャイズ契約，代理店・特約店契約，医療契約，ク

レジット契約その他の第三者与信契約，在学契約，旅行契約，ライセンス契約等の指

摘がある。 

これらを含め，新種の契約への対応の在り方等について，どのような点に留意して

検討する必要があるか。 

 
２ ファイナンス・リース 

(1) 総論（典型契約とすることの要否） 

ファイナンス・リースとは，一般に，ユーザーが選定した物件をリース会

社がサプライヤーから購入の上，これをリース会社がユーザーに賃貸する形

式を採る契約であって，ユーザーが支払うリース料は物件の取得価額や諸費

用の全額を元に算定され，ユーザーによるリース期間中の中途解約も認めら

れないものなどとされている。 

このようなファイナンス・リースは，現代社会において重要な取引形態と

して位置づけられており，また，民法の典型契約のいずれか一つに解消され

ない独自性を有していること等から，これを新たな典型契約として規定すべ

きであるとの考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

また，ファイナンス・リースを典型契約とすること全般について，どのよ

うな点に留意して検討すべきか。 

 

（参照・現行条文） 

○（賃貸借） 

民法第６０１条 賃貸借は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせ

ることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払うことを約することによっ

て、その効力を生ずる。 

○（消費貸借） 

民法第５８７条 消費貸借は、当事者の一方が種類、品質及び数量の同じ物をもっ

て返還をすることを約して相手方から金銭その他の物を受け取ることによって、

その効力を生ずる。 

 

（補足説明） 

１ ファイナンス・リースとは 

ファイナンス・リースとは，一般に，ユーザー（利用者）が選定した物件を，

リース会社（リース提供者）がサプライヤー（供給者）から購入の上，これをリー
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ス会社がユーザーに賃貸する形式を採る契約であって，ユーザーが支払うリース料

は物件の取得価額及びリース取引にかかる諸費用の全額を元に算定され，ユーザー

によるリース期間中の中途解約も認められないものであるなどと言われている。 

このようなファイナンス・リースは，単純なリース物件の貸借ではなく，物件

の所有や廃棄に伴う手続をリース会社が行うというサービス契約的な要素や，物件

調達に要する資金面でのファイナンス的な要素を含めた複合的な取引であるとさ

れており，自ら物件を購入して所有する場合と比べて事務の省力化やコスト削減が

図られること，各期のコスト管理が容易になること，初期投資の負担が軽減される

ことなどのメリットがあるなどと説明されている。 

 

【参考図 ファイナンス・リース取引の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社団法人リース事業協会作成資料より） 

 

  

①物件の選定・決定 

②リースの申込み・審査 

④物件の売買契約 

⑤物件搬入 
⑥物件借受証発行（リース開始） 

⑦物件代金支払い 

リース会社 

ユーザー 

サプライヤー 

③リース契約の締結 

 

２ ファイナンス・リースの法的性質 

ファイナンス・リースは，賃貸借契約という法形式を用いているが，その経済

的，機能的な実質が賃貸借に解消されないものであるため，その法的性質をめぐっ

ては，特殊な賃貸借契約や，融資契約，無名契約など，様々な見解が主張されてき

た。 

特に，リース物件が引き渡された後のリース会社（リース提供者）とユーザー

（利用者）との間の法律関係は，賃貸借とは大きく異なっていると指摘されている。

すなわち，賃貸借契約の賃料が目的物の使用・収益の対価とされるのに対して，ユ

ーザーがリース会社に対して支払うリース料は，一定期間の物件の利用についての

対価としての性質を有しておらず，物件の購入資金にかかる融資の返済という性格

を有しているとされる。このような性質の相異から，ファイナンス・リースでは，

リース期間中にリース物件が滅失・損傷した場合でもリース料が減額されないなど，

賃貸借とは大きく性質が異なっており，むしろ信用供与としての側面を有する契約

であるとの指摘がされている（下記(3)ウ「リース期間中の利用者の義務」参照）。 

他方で，リース会社とユーザーとの間の法律関係には，賃貸借と類似する側面
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もあるとされる。特に，リース物件が引き渡される前は，リース会社は，物件をサ

プライヤーから購入し，ユーザーが使用収益することができるようにする債務を負

っており，目的物を引き渡す前の賃貸人と賃借人と同様の関係にあるとされている。

また，物件を引き渡した後も，リース会社は，自らが所有するリース物件について，

ユーザーが利用することを忍容し，ユーザーは物件を利用する権原を有するという

点で，物の利用に関する法律関係が認められるとされている。そのため，利用者は，

用法遵守義務を負い，また，無断転貸が禁止されるなど，賃借人と同様の義務を負

う。こうした点について，ファイナンス・リースは，信用供与とは異なり，賃貸借

と類似の性格を有しているとされる。 

３ ファイナンス・リースの典型契約化の要否 

ファイナンス・リースが，現代社会において重要な取引形態として位置付けら

れていることや，民法の定める典型契約のいずれか一つに解消されない独自の性質

を有しており，それが判例上（最判昭和５７年１０月１９日民集３６巻１０号２１

３０頁，最判平成５年１１月２５日金法１３９５号４９頁など）も承認されている

と見られることから，ファイナンス・リースを新たな典型契約として規定し，(2)

以降で採り上げる点について民法に規定を置くべきであるとの考え方が提示され

ている。 

他方，この考え方に対しては，ファイナンス・リース取引のほとんどが事業者

間の取引であって，かつ，契約書が作成されるのが通常であるため，当事者間の法

律関係は契約書で明らかにされており，民法に典型契約として規定する必要性がな

いとの指摘や，ファイナンス・リースは現在もなお多様化の途上にあり，民法に定

型的な関係を規定することが，ファイナンス・リースの発展を阻害することになる

等の指摘がある。 

以上を踏まえ，ファイナンス・リースを典型契約とするとの考え方について，

どのように考えるか。また，典型契約とする場合には，(2)以降で採り上げた点の

ほか，どのような点に留意して検討すべきか。 

なお，以後の検討においては，契約実務を紹介する際に社団法人リース事業協

会作成のモデル契約を資料として参照する（「リース契約書」と記載）。 

 

（注）以下においては，前記「２(１) 典型契約とすることの要否」における今後の議論

の参考に供するため，仮にファイナンス・リースを民法の典型契約として規定する

こととした場合に，具体的にどのような事項を規定することになるかを見通してお

くことを目的として，検討することとする。 

 

(2) ファイナンス・リースの定義 

新たな典型契約としてファイナンス・リースに関する規定を設けるとした

場合に，ファイナンス・リースをどのように定義するか。 

「リース提供者が，ある物（目的物）の所有権を第三者（供給者）から取

得し，目的物を利用者に引き渡し，利用者がその物を一定期間（リース期間）

- 45 - 



利用することを忍容する義務を負い，利用者が，その調達費用等を元に計算

された特定の金額（リース料）を，当該リース期間中に分割した金額（各期

リース料）によって支払う義務を負う契約」と定義する考え方が示されてい

るが，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

新たな典型契約としてファイナンス・リースに関する規定を設けるとした場合に

は，その対象となる契約類型を明らかとするため，冒頭規定ないし定義規定におい

て，ファイナンス・リースの基本的な内容と性格をどのように示すべきかが問題と

なる。 

この点について，本文記載の定義を盛り込んだ定義規定を設けるべきであるとい

う考え方が提示されているが，そこで示されているファイナンス・リースの基本的

な内容と性格として，以下の点が挙げられている。 

①リース料の法的性質 

  ファイナンス・リースにおけるリース料は，賃貸借における賃料とは異なり各

期における利用の対価ではなく，調達費用等によって計算される金額であり，各

期において支払われるリース料はこの総額を元に計算される性格のものであると

されている。 

  賃貸借契約における賃料であれば，賃料は目的物を使用収益することの対価で

あり，例えば，目的物が損傷し，又は滅失した場合には，その対価である賃料も

減額され，又は消滅するとされている（民法第６１１条等）。しかし，ファイナン

ス・リースのリース料は，リース物件を調達するために必要な金額を当該利用期

間中に分割して支払うものであり，いわば融資額についてリース期間を通じて分

割して返済する場合の分割返済部分に相当するものであるとされている。そのた

め，目的物の使用収益の有無によってリース料が直接左右されることはなく，例

えば，リース物件が契約期間中に損傷したとしても，原則としてリース料が減額

されることはないとされている。 

②リース提供者の義務 

  ファイナンス・リースにおいては，利用者がリース物件を指定し，供給者から

引き渡されるのが通常であるとされているが，これを利用者とリース提供者との

法的関係としてとらえた場合には，リース提供者は，リース物件が利用者に引き

渡され，使用収益することができる状態に置くべき義務があると指摘されている。

具体的には，利用者が指定した物件についてリース提供者が供給者との間で売買

契約を結び，所有権を取得するとともに，目的物を直接利用者に納品させること

が想定されている。 

 また，リース物件が利用者に引き渡された後は，リース提供者は，賃貸借契約

の賃貸人のように相手方に使用収益させる義務（民法第６０１条）を負うもので

はなく，例えば，リース物件の保守・修繕義務はリース提供者の義務ではないと

されている。しかし，リース提供者は，リース物件の所有権を取得した上で利用
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者が使用収益することができる状態に置くべき地位にあり，その間，所有者であ

るリース提供者が自らリース物件を使用収益することはできない。このことから，

リース提供者は，利用者が一定期間リース物件を利用することを忍容する義務が

あるとされている。 

③ファイナンス・リースの成立時期 

 ファイナンス・リースの実務においては，リース物件が利用者に引き渡され，

受領証が利用者からリース提供者に対して交付された時点から，ファイナンス・

リースの契約関係が実質的に始まるという認識があるとされている（(1)典型契約

とすることの要否「参考図 ファイナンス・リース取引の流れ」参照）。 

 しかしながら，リース物件が引き渡される前においてもリース提供者は供給者

から物件を調達し，利用者が使用収益することができる状態に置くべき義務があ

ることや，利用者の側も物件の受領の際における一定の義務が考えられることな

どから，ファイナンス・リースを要物契約とするのではなく，諾成契約とすべき

であるとされている。 

以上を踏まえ，ファイナンス・リースの定義に関する上記の考え方について，ど

のように考えるか。 

 

(3) ファイナンス・リースの効力 

ア リース期間の開始 

ファイナンス・リースの実務においては，リース提供者が利用者の指定

した物品を供給者から購入し，供給者から利用者に対してリース物件が引

き渡された後，利用者が物件の借受証をリース提供者に交付することによ

り，リース期間が開始するとされており，このリース期間の開始前と後で，

リース提供者と利用者との間の法律関係が大きく変化するといわれている。

リース物件に瑕疵があった場合についても，リース期間の開始前は，利用

者はリース物件の受領を拒み，リース提供者に対して瑕疵のない物の引渡

しを求めることができるのに対し，リース期間の開始後は，リース提供者

はリース物件の瑕疵について責任を負わないとされている。 

このような実務を踏まえ，利用者は，リース物件の引渡しを受けた後，

直ちに検査を行い，瑕疵がないことを確認した上でその旨の通知を行うも

のとし，この通知が行われた時からリース期間が開始するものとすべきで

あるとの考え方が提示されているが，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ リース期間の開始 

ファイナンス・リースの実務においては，リース提供者が利用者の指定したリ

ース物件を供給者から購入し，供給者から利用者に対してリース物件が引き渡さ

れた後，利用者がリース提供者に対して借受証を交付した時点から，リース期間

が開始すると理解されている。このリース期間の開始の前後で，リース提供者と
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利用者との間の法律関係は，大きく変化するとされる。 

リース期間開始前においては，リース提供者は利用者が指定したリース物件を

供給者から購入し，利用者がリース物件を使用収益することができるようにする

義務を負うとされている。こうした義務は，利用者がリース物件を使用収益する

ことができるように引渡しが実現されることを内容としており，賃貸借契約にお

ける目的物が引き渡される前の賃貸人の義務と基本的に異なるものではないとさ

れる。 

他方，リース期間開始後は，利用者は，リース料の支払債務を負う。リース料

債務は，リース物件の調達費用を元に計算された特定の金額を，リース期間中に

分割して支払う金銭であり，いわばリース物件の購入費用の融資を受け，リース

期間を通じて分割返済するのに類する面を有するものといわれている。そのため，

利用者はリース物件が損傷等によって使用収益できなかったとしてもリース料の

支払をしなければならないなど（下記ウ「リース期間中の利用者の義務」参照），

賃貸借における賃料とは異なる性格のものであるとされている。 

また，賃貸借であれば賃貸人は賃借人に対して目的物を使用収益させる債務を

負っており，賃貸物の修繕（民法第６０６条）や費用負担（同法第６０８条第１

項，２項）などの義務を負うが，ファイナンス・リースにおいては，リース提供

者はリース物件の滅失・毀損等の負担等を負わないとされている（リース契約書

第３条第２項）。 

こうしたことから，リース物件の引渡しに関する賃貸借と同様の関係は，リー

ス物件が引き渡され，それが通知されることによって完了し，その後は目的物の

使用収益を中心とする関係というよりは，リース物件を調達するための融資に対

する返済と類似する関係が中心になるとされている。 

２ リース物件の瑕疵と検査確認義務 

ファイナンス・リースの実務では，リース物件に瑕疵があった場合についても，

リース期間の開始前と開始後とで異なる取扱いがされている。すなわち，リース

期間開始前であればリース物件に瑕疵があれば利用者は受領を拒み，リース提供

者に対して瑕疵のない物を購入して引き渡すことを請求することができるのに対

し，リース期間の開始後はリース提供者はリース物件の瑕疵について責任を負わ

ないとされている（その場合の利用者の権利については，後記イ「リース期間中

のリース提供者の義務」）参照）。 

このような実務を踏まえ，利用者は，リース物件の引渡しを受けた後，直ちに

リース物件に瑕疵があるかどうかの検査を行い，瑕疵のないことを確認した上で，

その旨の通知を行うものとし，この通知が行われた時からリース期間が開始する

ものとすべきであるという考え方が提示されている。利用者が目的物の検査確認

の義務を負い，リース提供者に対して確認の通知を行うことをもって，実務上行

われている借受証の交付と重なるものと見る考え方である。この考え方では，通

知後にリース物件の瑕疵が発見された場合であっても，リース期間の開始の効力

は妨げられないとされている。 
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このような考え方について，どのように考えるか。 

 

イ リース期間中のリース提供者の義務 

リース期間の開始後におけるリース提供者は，リース物件に関して修繕

義務等の維持管理をする義務や瑕疵担保責任を負わないことなど，賃貸借

における貸主とは異なる地位に立つとされている。 

このような賃貸人の義務との相違を踏まえ，リース期間中におけるリー

ス提供者の義務について，目的物の修繕義務を負わないこと等を明らかに

する規定を設けるべきであるとの考え方が提示されているが，どのように

考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○（賃貸借）  

民法第６０１条 賃貸借は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせ

ることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払うことを約することによっ

て、その効力を生ずる。  

○（賃貸物の修繕等）  
民法第６０６条 賃貸人は、賃貸物の使用及び収益に必要な修繕をする義務を負

う。  

２ 賃貸人が賃貸物の保存に必要な行為をしようとするときは、賃借人は、これを

拒むことができない。  

○（賃借人による費用の償還請求）  

民法第６０８条 賃借人は、賃借物について賃貸人の負担に属する必要費を支出し

たときは、賃貸人に対し、直ちにその償還を請求することができる。  

２ 賃借人が賃借物について有益費を支出したときは、賃貸人は、賃貸借の終了の

時に、第百九十六条第二項の規定に従い、その償還をしなければならない。ただ

し、裁判所は、賃貸人の請求により、その償還について相当の期限を許与するこ

とができる。  

 
（補足説明） 

１ リース物件の修繕義務 

賃貸借においては，賃貸人は，賃借人に対して目的物を使用収益させる義務を

負うため（民法第６０１条），その使用収益に必要な修繕を行う義務を負い（同法

第６０６条），また，そのための費用も負担しなければならない（同法第６０８条）。 

これに対して，ファイナンス・リースの実務においては，リース提供者はリー

ス物件についての修繕等，目的物を維持管理する義務を負担しないとされており

（リース契約書第３条第２項），この点が賃貸借契約とは異なる特徴の一つとされ

ている。そこで，リース提供者は，修繕その他の目的物を維持管理する義務を負

わないことを規定すべきであるとの考え方が提示されている。 
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その上で，さらに利用者側に修繕義務を負担させるかどうかについては，実務

では，利用者が修繕義務を負うとされていること（リース契約書第３条第２項），

リース物件の所有権はリース提供者にあり，リース終了後はリース提供者への返

還が予定されていること，リース物件は実質的には担保としての機能があり利用

者には担保保存義務があることなどから，修繕義務を利用者に負わせるべきであ

るとの指摘もある。他方，ファイナンス・リースの形態は様々であり，リース期

間終了後の残存価値がないことを前提とするもの（フルペイアウト方式）をも含

めて，一般的に目的物の維持管理義務（実質的には担保保存義務）を課するのは

必ずしも適当でないとの考え方も示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

２ 瑕疵担保責任 

 ①リース提供者の瑕疵担保責任の有無 

ファイナンス・リースの実務では，リース期間の開始後は，リース提供者は，

もっぱら信用供与をした者という立場に立ち，売買契約における売主や賃貸借契

約における貸主のように，目的物の瑕疵について責任を負担すべき立場にないと

されている。このような実務を踏まえ，リース提供者は，リース期間の開始後に

判明した瑕疵についての責任を負わないことを明示すべきであるという考え方が

提示されている。 

    ②利用者の保護 

上記①の考え方によれば，リース提供者は瑕疵担保責任を負わないため，リー

ス期間の開始後にリース物件に瑕疵があることが判明した場合の利用者の保護が

問題となる。この点に関して，ファイナンス・リースの実務では，利用者と提供

者との間で直接解決する旨の条項が設けられることが多いとされる（リース契約

書第１５条第３項）。このような実務に鑑み，利用者が提供者に対して瑕疵担保責

任を追及する可能性を確保することにより利用者の保護を図る法的構成が提案さ

れている。 

具体的には，リース物件に瑕疵があった場合にはリース提供者（買主）と供給

者（売主）の売買契約に基づき供給者の瑕疵担保責任が生ずる。この瑕疵担保責

任に基づく救済を利用者が受けることができるようにするための法的構成として

は，①リース提供者は供給者に対して有する権利を利用者に移転する義務を負う

とする構成，②リース提供者の供給者に対する権利は，利用者の請求によって当

然に利用者に移転するとの構成，③リース提供者が提供者に対して有する権利を

利用者が代位行使する構成など，いくつかの案が考えられるとされるが，このう

ち②の利用者の請求によって当然にリース提供者の権利が移転するという構成に

よるべきであるという考え方が提示されている（参考資料１[検討委員会試案]・

３５３頁）。このような構成を採る場合には，利用者は，リース提供者と供給者と

の間の売買契約の瑕疵担保責任に基づく権利を取得することとなるものの，利用

者の実質的な救済を確保するため，瑕疵担保責任の追及における期間制限との関

係等において，当該売買は利用者と供給者との間で締結されたものとして瑕疵担
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保責任の規定を適用すべきことが提案されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 
ウ リース期間中の利用者の義務 

ファイナンス・リースの利用者は，他人の所有に属するリース物件を利

用する者として賃貸借における賃借人と類似の義務を負うことがある一方，

利用者が支払うリース料が融資の返済としての性格を有する点で賃借人の

義務と異なる面もあるとされる。 

このような賃借人の義務との異同を踏まえ，リース期間中の利用者の義

務について，目的物の用法遵守義務を負うこと，目的物を無断で第三者に

使用させてはならないこと等を明示すべきであるとの考え方が提示されて

いるが，どのように考えるか。 

 
（参照・現行条文） 

○（減収による賃料の減額請求）  

民法第６０９条 収益を目的とする土地の賃借人は、不可抗力によって賃料より少

ない収益を得たときは、その収益の額に至るまで、賃料の減額を請求することが

できる。ただし、宅地の賃貸借については、この限りでない。  

○（減収による解除）  

民法第６１０条 前条の場合において、同条の賃借人は、不可抗力によって引き続

き二年以上賃料より少ない収益を得たときは、契約の解除をすることができる。

○（賃借物の一部滅失による賃料の減額請求等）  

民法第６１１条 賃借物の一部が賃借人の過失によらないで滅失したときは、賃借

人は、その滅失した部分の割合に応じて、賃料の減額を請求することができる。

２ 前項の場合において、残存する部分のみでは賃借人が賃借をした目的を達する

ことができないときは、賃借人は、契約の解除をすることができる。  

○（賃借権の譲渡及び転貸の制限）  

民法第６１２条 賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、

又は賃借物を転貸することができない。  

２ 賃借人が前項の規定に違反して第三者に賃借物の使用又は収益をさせたとき

は、賃貸人は、契約の解除をすることができる。  

○（転貸の効果）  

民法第６１３条 賃借人が適法に賃借物を転貸したときは、転借人は、賃貸人に対

して直接に義務を負う。この場合においては、賃料の前払をもって賃貸人に対抗

することができない。  

２ 前項の規定は、賃貸人が賃借人に対してその権利を行使することを妨げない。

○（賃料の支払時期）  

民法第６１４条 賃料は、動産、建物及び宅地については毎月末に、その他の土地

については毎年末に、支払わなければならない。ただし、収穫の季節があるもの
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については、その季節の後に遅滞なく支払わなければならない。  

○（賃借人の通知義務）  

民法第６１５条 賃借物が修繕を要し、又は賃借物について権利を主張する者があ

るときは、賃借人は、遅滞なくその旨を賃貸人に通知しなければならない。ただ

し、賃貸人が既にこれを知っているときは、この限りでない。  

○（使用貸借の規定の準用）  

民法第６１６条 第五百九十四条第一項、第五百九十七条第一項及び第五百九十八

条の規定は、賃貸借について準用する。  

 
（補足説明） 

１ 目的物の利用に関する義務 

ファイナンス・リースにおいて，リース物件の所有権はリース提供者にあり，

利用者は他人の物を利用する立場にあること，特段の合意がなければ利用者は契

約終了時にリース提供者に対しリース物件を返還することが予定されていること

から，利用者には，賃貸借における賃借人と同様に，目的物の用法遵守義務があ

るとされている。また，リース提供者にとって，リース物件は，実質的にはリー

ス料債権の担保と位置付けられるが，このような観点からは，利用者の用法遵守

義務は，担保価値を保存する義務として機能するとも言われている。 

賃貸借においては，賃借人に用法遵守義務がある旨の明文が設けられているの

で（民法第５９４条第１項，第６１６条），これと同様に，ファイナンス・リース

についても，利用者に用法遵守義務があることを明確に規定すべきであるとの考

え方が提示されているが，どのように考えるか。 

２ 転貸の制限 

ファイナンス・リースの実務においては，リース物件の所有権侵害を禁止する

条項の中で，賃貸借と同様に（民法第６１２条），目的物を無断で第三者に転貸す

ることが禁止されている（リース契約書第８条）。 

そこで，民法の規定においても，同法第６１２条第 1 項と同様に，リース提供

者に無断で第三者に目的物を使用収益させてはならない旨の規定を設けるべきで

あるとの考え方が提示されている。もっとも，同条第２項のように，無断転貸を

理由とする解除権まで認められる必要はなく，一般の債務不履行解除に委ねれば

よいとされている。実務においても，無断転貸により解除権が生ずるような条項

は設けられていない。 

以上を踏まえ，上記の考え方について，どのように考えるか。 

３ 利用者の通知義務 

民法第６１５条は，賃借物が修繕を要し，又は賃借物について権利を主張する

者があるときは，賃借人は遅滞なくその旨を賃貸人に通知しなければならないと

規定する。これは，賃借物が修繕を必要とする場合に賃貸人に速やかな修繕の機

会を与えて賃借物が損傷しないようにすることや，第三者が賃借物について権利

を主張してきた場合に，その第三者が賃借物に変更を加えたり，時効取得してし
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まったりすることのないように賃貸人に防御の手段を講じさせるため，賃借人に

通知義務を課したものとされる。 

ファイナンス・リースでは，リース提供者にはリース物件に関する修繕義務が

ないとされているので（前記「イ リース期間中のリース提供者の義務」参照），

リース物件が修繕を要する場合の通知義務は必要でないものの，第三者が権利を

主張してきた場合の通知義務については，ファイナンス・リースについてもその

趣旨が当てはまるため，その旨の規定を設けるべきであるとの考え方が提示され

ている。このような場合の利用者の通知義務については，実務においてもその旨

の条項が設けられている（リース契約書第８条第５項）。 

以上を踏まえ，上記の考え方について，どのように考えるか。 

４ リース物件が損傷・滅失した場合のリース料の取扱い 

賃貸借における賃料は，目的物の使用収益の対価であるため，目的物が滅失・

損傷して利用することができない場合は，賃料もそれに応じて減額することとさ

れている。具体的には，賃借物の一部が賃借人の過失によらずに滅失した場合は，

賃借人は滅失した部分の割合に応じて賃料の減額を請求することができる（民法

第６１１条）。また，賃貸人の責めに帰すべき事由によって一部滅失が生じた場合

についても，同条が類推適用されて賃借人が賃料の減額を請求することができる

とする見解や，当然に賃料は減額するとする見解があるとされている（部会資料

１６－１，３(3)イ「目的物の一部が利用できない場合の賃料の減額等」参照）。 

しかし，ファイナンス・リースのリース料は，リース物件の使用収益の対価で

はなく，リース物件の調達費用等についてリース期間を通じて分割して支払うも

のであり，目的物の使用収益の可否によって直接左右されるものではないとされ

ている。そこで，リース物件が滅失・損傷した場合であっても，それがリース提

供者の義務違反によるものでないときは，リース料は減額されないことを規定す

べきであるとの考え方が提示されている。 

また，目的物が滅失した場合について，賃貸借契約においては契約関係が終了

することを規定すべきであるとの提案がある（部会資料１６－１，第２，４(1)

「賃借物が滅失した場合等における賃貸借の終了」参照）。この点について，ファ

イナンス・リースでは，リース提供者の義務違反によりリース物件が滅失した場

合にはリース料債務も消滅すると解されるものの，それ以外の場合においてリー

ス物件の滅失により契約関係を終了させる場合には，残りのリース料の支払につ

いての期限の利益を失うとも解される。しかし，利用者の義務違反によらないで

目的物が滅失した場合にまで期限の利益を失わせるのは適切でないため，そのよ

うな場合は，契約は終了せず期限のあるリース料債務が存続するものとすべきで

あるとの考え方が提示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 
(4) ファイナンス・リースの終了 

ファイナンス・リースのリース期間中におけるリース提供者と利用者との
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関係は，リース物件の調達費用等に対する信用供与という側面があり，リー

ス料はその返済としての性質を持つことから，特段の合意がある場合を除い

てリース期間中の中途解約は認められず，利用者の債務不履行によって契約

が解除された場合であってもリース料債務は消滅しないこと等の特徴がある

とされる。 

そこで，ファイナンス・リースの終了時におけるこのような当事者間の法

律関係を規定上明らかとすべきであるとの考え方が提示されているが，どの

ように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○（期間の定めのない賃貸借の解約の申入れ）  

民法第６１７条 当事者が賃貸借の期間を定めなかったときは、各当事者は、いつ

でも解約の申入れをすることができる。この場合においては、次の各号に掲げる

賃貸借は、解約の申入れの日からそれぞれ当該各号に定める期間を経過すること

によって終了する。  

一 土地の賃貸借 一年  

二 建物の賃貸借 三箇月  

三 動産及び貸席の賃貸借 一日  

２ 収穫の季節がある土地の賃貸借については、その季節の後次の耕作に着手する

前に、解約の申入れをしなければならない。  

○（期間の定めのある賃貸借の解約をする権利の留保）  

民法第６１８条 当事者が賃貸借の期間を定めた場合であっても、その一方又は双

方がその期間内に解約をする権利を留保したときは、前条の規定を準用する。 

○（賃貸借の更新の推定等）  

民法第６１９条 賃貸借の期間が満了した後賃借人が賃借物の使用又は収益を継

続する場合において、賃貸人がこれを知りながら異議を述べないときは、従前の

賃貸借と同一の条件で更に賃貸借をしたものと推定する。この場合において、各

当事者は、第六百十七条の規定により解約の申入れをすることができる。  

２ 従前の賃貸借について当事者が担保を供していたときは、その担保は、期間の

満了によって消滅する。ただし、敷金については、この限りでない。  

○（賃貸借の解除の効力）  

民法第６２０条 賃貸借の解除をした場合には、その解除は、将来に向かってのみ

その効力を生ずる。この場合において、当事者の一方に過失があったときは、そ

の者に対する損害賠償の請求を妨げない。  

○（損害賠償及び費用の償還の請求権についての期間の制限）  

民法第６２１条 第六百条の規定は、賃貸借について準用する。  

 

（補足説明） 

１ 中途解約の禁止について 
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ファイナンス・リースの実務においては，リース期間中は中途解約ができない

ことが原則であるとされている（リース契約書第１条第２項）。 

賃貸借においても，期間の定めがある場合には基本的に中途解約は認められな

いはずであるが，それ以上に，ファイナンス・リースにおいては，毎月のリース

料が融資に対する返済としての性格を有するため，契約期間の途中で解約しても，

それによってリース料支払債務を消滅させることはできない。 

こうしたことから，中途解約の禁止は，ファイナンス・リースにおける基本的

な性質の一つとされており，特段の合意がある場合を除いて中途解約が禁止され

る旨の明文規定を設けるべきであるとの考え方が提示されているが，どのように

考えるか。 

２ 利用者の債務不履行を理由とする解除の場合の取扱い 

利用者がリース料の支払を怠った場合など，利用者に債務不履行がある場合は，

リース提供者はファイナンス・リース契約を解除することができるが，ファイナ

ンス・リースの実務では，その場合の清算関係について，残存リース料の支払義

務があることを前提に，いくつかの方式が示されている（リース契約書第１９条）。 

ファイナンス・リースが解除された場合の法律関係については，リース料が信

用供与としての融資額の返済という性格を有することから，途中で契約が解除さ

れ，結果的に契約期間が短くなったとしても，リース料債権の額は影響を受けず，

リース提供者が取得すべきものとして存続するとされている。そこで，利用者は

残リース料をリース提供者に支払わなければならず，その際，契約解除によって

期限の利益を失うことを明文で規定すべきであるとの考え方が提示されている。 

他方，このようにリース料債務が存続することから，リース提供者が，リース

料に加えて，リース物件の返却をリース期間満了前に受けることは，二重の利得

になるため，判例（最判昭和５７年１０月１９日民集３６巻１０号２１３０頁）

は，利用者との間で清算をしなければならないとしている。そこで，このような

判例の考え方を明文化すべきであると考え方が提示されているが，どのように考

えるか。 

３ 目的物の返還 

賃貸借においては，その終了時に賃借人は目的物の返還義務を負うこととされ

ており，ファイナンス・リースにおいても，リース物件の所有権はリース提供者

にあるため，リース期間が終了した場合に利用者に目的物の返還義務が生ずる。

実務においても，リース期間が終了した場合には，利用者にリース物件の返還義

務があることが規定されている（リース契約書第２２条第１項）。他方，リース供

給者は，利用者が返還してきた目的物の受け取りを拒むことができないとされる。 

そこで，ファイナンス・リースの終了時に，利用者は目的物の返還義務を負い，

リース提供者は，その引取義務を負うことを明確にすべきであるという考え方が

提示されているが，どのように考えるか。 



部会資料１８－２ 別紙 比較法資料 

 

第１ 組合 

 

１ フランス民法 

民法典第 3 編 第 9 章 組合 

 第 1 節 一般規定 

1832 条 

① 組合は、そこから生じることがある利益を分配し、または節約の利益を受けることを

目的として、2 または数人の者が、財産またはその勤労を共通の事業のために用いることを

契約により合意することにより、設立される。 

② 組合は、法律により定められた場合には、1 人の意思的行為により設立できる。 

③ 組合員は、損失を分配することを相互に約する。 

 

1832-1 条 

① 夫婦の双方は、2 人のみで、または他の者とともに同一の組合の組合員となり、共同ま

たは単独で組合の管理に参加することができる。 

② 夫婦間の組合契約から生じる利益および無償譲与は、その条件が公署証書によって定

められたときは、それが仮装の贈与となることを理由として無効とすることができない。 

 

1832-2 条 

① 夫婦の一方は、1427 条に規定された制裁の下、その配偶者に通知し、かつ、書面で正

当化することなしに、組合に出資するために、または譲渡不可能な社員持分を取得するた

めに、共通財産を用いることはできない。 

② 組合員の地位は、出資をし、または取得を実現した夫婦の一方に認められる。 

③ 組合員の地位は、同意したまたは取得した持分の 2 分の 1 については、個人的に組合

員となる意図を組合に通知した配偶者にも同様に認められる。出資または取得時に配偶者

がその意図を通知した場合、組合員の承諾または承認は、夫婦双方に効力を有する。この

通知が出資または取得の後であった場合、その効果のために予定された承認に関する条項

は、配偶者に対抗できる。承認の協議の際に、組合員である夫婦の一方は投票に参加せず、

その者の持分は、定足数および多数決の計算に考慮されない。 

④ 本条の規定は、持分の譲渡が不可能な組合にしか、および、共通財産の終了までしか

適用されない。 

 

1833 条 

 組合はすべて、適法な目的を有し、かつ、組合員の共通の利益において設立されなけれ

ばならない。 
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1834 条 

 本節の規定は、その形式またはその目的を理由として法律が別に規定するのでない場合

には、すべての組合に適用される。 

 

1835 条 

 規約は、書面で作成しなければならない。規約は、それぞれの組合員の出資のほか、組

合の形式、目的、名称、組合所在地、組合資本、存続期間およびその業務の態様を定める。 

 

1836 条 

① 規約は、反対の条項がない場合には、組合員の全員によってでなければ、変更するこ

とができない。 

② いかなる場合にも、組合員の約務は、その者の同意なしには増大させることができな

い。 

 

1837 条 

① その所在地がフランス領土に位置する組合はすべて、フランスの法律の規定に服する。 

② 第三者は、規約上の所在地を援用することができる。ただし、規約上の所在地は、現

実の所在地が他の場所に位置する場合には、組合から第三者に対抗することができない。 

 

1838 条 

 組合の存続期間は 99 年を超えることができない。 

 

1839 条 

① 規約が立法によって要求されるすべての挙示を含むのでない場合、または立法によっ

て規定される方式を脱漏し、もしくは不適式に履践した場合には、利害関係人はすべて、

設立の適式化を罰金強制のもとに命じるよう裁判上請求することを認められる。検察官は、

同一の目的で行為することができる。 

② 同一の規則が、規約の変更の場合に適用される。 

③ 第 1 項に定める適式化を目的とする訴権は、組合の登録または規約を変更する証書の

公示から起算して 3 年の時効にかかる。 

 

1840 条 

① 設立者並びに管理、指揮または運営の機関の最初の構成員は、あるいは規約における

必要的記載の欠如によって、あるいは組合の設立のために規定される方式の脱漏または不

適式な履践によって生じる損害について、連帯して責任を負う。 

② 規約の変更の場合には、前項の規定は、その当時職務にあった、管理、指揮または運

営の機関の構成員に適用される。 

③ この訴権は、場合によって、1839 条 3 項に定める方式の一方または他方が履践された

日から起算して 10 年で時効にかかる。 
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1841 条 

 組合は、法律が許可していない場合は、金融証券の申込みを公に行い、または、取引可

能な証券を発行することを禁止される。これに違反する場合には、締結された契約または

発行された証券は、無効とする。 

 

1842 条 

① 第 3 節に定める匿名組合以外の組合は、その登録〔の時〕から法人格を享受する。 

② 組合員間の関係は、登録までは、組合契約によって、および契約および債務に適用さ

れる法の一般原則によって規律される。 

 

1843 条 

 設立中の組合の名で登録前に行為した者は、そのようにして行った行為から生じる債務

について、組合が生じのものである場合には連帯して、その他の場合には連帯せずに義務

を負う。適式に登録された組合は、引き受けられた約務を引き取ることができる。その場

合には、その約務は、当初から組合によって締結されたものとみなされる。 

 

1843-1 条 

 第三者に対する対抗のために公示に服する財産または権利の出資は、登録前でも、登録

が行われることを条件として公示することができる。登録からは、この方式の効果は、方

式の履践の日付に遡る。 

 

1843-2 条 

① 組合資本におけるそれぞれの組合員の権利は、組合の設立時または組合の存続中のそ

の出資に比例する。 

② 勤労の出資は、組合資本の形成に寄与しないが、損失に寄与するという条件で、利益

および純積極財産の分配権を生じさせる持分の付与の理由となる。 

 

1843-3 条 

① それぞれの組合員は、組合に現物、金銭または勤労によって出資することを約した者

のすべてについて組合に対して債務を負う。 

② 現物による出資は、対応する権利の移転および財産の実際の引渡しによって実現され

る。 

③ 出資が所有権によるものであるときは、出資者は、売主がその買主に対するのと同様

に、組合に対して担保責任を負う。 

④ 出資が収益権によるものであるときは、出資者は、賃貸人がその賃借人に対するのと

同様に、組合に対して担保責任を負う。ただし、収益権による出資が種類物または組合の

存続期間中更新されることを通常予定される他のすべての財産にかかわるときは、〔組合〕

契約は、同様の量、質および価値のものを返還することを負担として、出資する財産の所

有権を組合に移転する。この場合には、出資者は、前項に定める条件にしたがって担保責
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任を負う。 

⑤ 組合にある金額を出資すべき組合員で、何らそれを行わなかった者は、法律上当然に、

かつ請求なしに、その金額を支払うべきであった日からその利息について債務を負う。必

要がある場合には、より多額の損害賠償〔の請求〕を妨げない。さらに、元本全額の弁済

を実現するための払込みの請求を法律上の期間内に行われなかった場合、すべての利害関

係人は、急速審理を行う裁判所の長に対して、あるいは罰金強制のもとで、運営者、管理

者および指揮者に対し払込請求を命じることを、あるいはこの手続を行うことを任務とす

る受任者を指名することを請求することができる。 

⑥ その勤労を組合に出資する義務を負った組合員は、その出資の目的となる活動によっ

て実現したすべての利得について、組合に対して計算をしなければならない。 

 

1843-4 条 

 組合員の組合上の権利の譲渡または組合によるその買戻しが予定されているすべての場

合には、それらの権利の価額は、争いがある場合には、あるいは当事者が指名し、あるい

は当事者間に一致がない場合には急速審理の形式で不服申立ての可能性なしに裁判する裁

判所長の命令によって指名する鑑定人が決定する。 

 

1843-5 条 

① 個人的にこうむった損害の賠償訴権の他に、1 または数人の組合員は管理者に対して組

合の責任訴権を提起することができる。請求者は、組合がこうむった損害の賠償を追及で

きる。有責判決の場合、損害賠償は組合に対して支払われる。 

② 組合の訴権の行使を、事前の通知もしくは総会の許可に服せしめる効果を有する、ま

たはこの訴権の行使の事前の放棄をもたらすすべての規約の条項は、書かれなかったもの

とみなされる。 

③ いかなる組合員総会の決定も、組合員の委任の遂行に関しておかされた過失 faute を

理由とする、管理者に対する責任訴権を消滅させる効果を有さない。 

 

1844 条 

① 組合員はすべて、集団的決定に参加する権利を有する。 

② 不分割の組合持分の共同所有者は、不分割権利者の間で、またはそれらの者以外から

選ばれる単一の受任者によって代理される。不一致の場合には、受任者は、任意の〔当事〕

者の請求に基づいて、裁判上指名される。 

③ 持分に用益権が課せられている場合には、議決権は、虚有権者に属する。ただし、利

益の充当に関する決定については、その限りでない。その場合には、議決権は、用益権者

に留保される。 

④ 規約は、前 2 項の適用を除外することができる。 

 

1844-1 条 

① 利益におけるそれぞれの組合員の持分および損失に対するその分担は、組合資本にお
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けるその持分に比例して決定される。その勤労のみを出資した組合員の持分は、最も少な

く出資した組合員のそれに等しい。それらすべては、反対の条項を妨げない。 

② ただし、組合によって得られる利益の全部を 1 人の組合員に付与し、または損失の全

部を 1 人の組合員について免除する約定〔および〕1 人の組合員を利益から全面的に排除し、

または損失の全部を1人の組合員の負担とする約定は、書かれなかったものとみなされる。 

 

1844-3 条 

 ある組合の他の形式の組合への適式の転換は、新たな法人の創設をもたらさない。〔存続

期間の〕延長または規約上の他のすべての変更についても、同様である。 

 

1844-4 条 

① 組合は、清算中のものであっても、他の組合に吸収され、または合併によって新たな

組合の設立に参加することができる。 

② 組合はまた、分裂によって、現存する組合または新たな組合にその資産を移転するこ

とができる。 

③ これらの変動行為は、異なる形式の組合の間で行うことができる。 

④ それらの変動行為は、関係組合のそれぞれによって、その規約の変更について必要と

される条件にしたがって決定される。 

⑤ 変動行為が新たな組合の創設を含む場合には、新たな組合のそれぞれは、採用される

組合形式に固有の規則にしたがって設立される。 

 

1844-5 条 

① すべての組合持分の 1 人の者への集中は、組合の法律上当然の解散をもたらさない。

利害関係人はすべて、その状態が 1 年の期間内に適正化しなかった場合には、この解散を

請求することができる。裁判所は、状態を適正化するために、最大限 6 月の期間を組合に

付与することができる。裁判所は、本案について裁判する日にこの適正化が行われている

場合には、解散を言い渡すことができない。 

② すべての組合持分の用益権の同一人への帰属は、組合の存続に影響を与えない。 

③ 解散の場合には、清算がなされることなく、解散により、組合資産の単一の組合員へ

の包括的な移転がもたらされる。債権者は、解散の公示の日から起算して30日の期間の間、

解散に対して故障申立てができる。裁判は、故障申し立てを棄却するか、または債権の償

還もしくは、組合が提供をし、それが十分であると判断される場合には、担保の設定を命

じる。故障申立て期間後からしか、または、場合によっては、故障申立てが第 1 審で棄却

された時から、もしくは債権の償還がなされた時から、もしくは担保が設定された時から

しか、資産の移転は実現せず、法人は消滅しない。 

④ 第 3 項の規定は、単一の組合員が自然人である場合にしか適用されない。 

 

1844-6 条 

① 組合の〔存続期間の〕延長は、組合員の全員一致で、または規約がそれを定める場合
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には、規約の変更について定める多数〔決〕によって決定される。 

② 組合の〔存続期間〕満了の日付の少なくとも 1 年前に、組合〔の存続期間〕を延長す

べきか否かを決定するために、組合員に意見を聞かなければならない。 

③ それがない場合には、組合員はすべて、申請に基づいて裁判する裁判所長に、前項に

定める意見聴取を行う人にあたる裁判上の受任者の指名を請求することができる。 

 

1844-7 条 

 組合は、〔以下の事由〕によって終了する。 

一 組合が設立された期間の満了 ただし、1844-6 条にしたがって行われる〔存続期間の〕

延長の場合を除く。 

二 その目的の実現または消滅 

三 組合契約の無効 

四 組合員が決定する繰上げ解散 

五 正当の事由によって、特に組合員によるその義務の不履行または組合の業務を麻痺さ

せる組合員間の不和の場合に、組合員の請求に基づいて裁判所が言い渡す繰上げ解散 

六 1844-5 条に定める場合において、裁判所が言い渡す繰上げ解散 

七 裁判上の清算を命じる判決の効果 

八 規約が定める他のすべての事由 

 

1844-8 条 

① 組合の解散は、1844-4 条および 1844-5 条第 3 項に定める場合を除いて、組合の清算

をもたらす。解散は、第三者に対しては、その公示の後でなければ、効力を生じない。 

② 清算人は、規約の規定に従って選任される。規約の沈黙の場合には、清算人は、組合

員によって、または組合員がこの選任の手続を行うことができなかった場合には裁判によ

って選任される。清算人は、同一の条件にしたがって解任することができる。選任および

解任は、その公示からでなければ、第三者に対抗することができない。組合も、第三者も、

清算人の選任または解任が適式に公示されたときからは、選任または解任における不適式

を援用してその約務を免れることができない。 

③ 組合の法人格は、清算の必要に応じて清算の結了の公示まで存続する。 

④ 清算の結了が解散から起算して 3 年の期間内に生じなかった場合には、検察官または

すべての利害関係人は、裁判所に申し立てることができる。裁判所は、清算の、またはそ

れが開始している場合にはその完了の手続を行わせる。 

 

1844-9 条 

① 積極財産の分割は、負債の支払および組合資本の償還ののちに、利益への組合員の参

加と同一の割合で組合員間で行う。ただし、反対の条項または合意を妨げない。 

② 相続財産の分割に関する規則は、優先分与を含めて、組合員間の分割に適用される。 

③ ただし、組合員は、あるいは規約において、あるいは別個の決定または行為によって、

一定の財産を一定の組合員に分与することを有効に決定することができる。それがない場
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合には、分割される財産体に現物で存在する出資財産はすべて、その出資を行った組合員

に、その請求に基づいて、かつ、必要がある場合には清算金を負担として分与される。こ

の権能は、他のすべての優先分与の権利に先立って行使される。 

④ すべての組合員またはそのうちの一定の者のみは、組合財産の全部または一部につい

て不分割にとどまることもできる。それらの者の関係は、清算の結了時には、この財産に

関しては不分割に関する規定によって規律される。 

 

1844-10 条 

① 組合〔契約〕の無効は、1832 条、1832-1 条第 1 項および 1833 条の規定の違反または

契約一般の無効の事由の 1 つからでなければ、生じない。 

② この章の強行規定で、その違反が組合〔契約〕の無効によって制裁されないものに反

する規約上の条項はすべて、書かれなかったものとみなされる。 

③ 組合の機関の行為または議決の無効は、この章の強行規定の違反または契約一般の無

効事由の 1 つからでなければ、生じない。 

 

1844-11 条 

 無効の訴権は、裁判所が第 1 審において本案について裁判する日に無効の事由が存在し

なくなっているときは、消滅する。ただし、この無効が組合の目的の不法を理由とする場

合には、その限りでない。 

 

1844-12 条 

① 同意の瑕疵または組合員の無能力を理由とする組合〔契約〕またはその設立後の行為

または議決の無効の場合で、適正化を行うことができるときは、それに利害を有する者は

すべて、あるいは適正化することについて、あるいは失権の制裁の下に 6 月の期間内に無

効の訴えを提起することについてそれを行うことができる者を遅滞に付すことができる。

この付遅滞は、組合に通知される。 

② 組合または組合員は、前項に定める期間内に申立てを受けた裁判所に、請求者の利益

を消滅させることができるすべての措置、特にその者の組合上の権利の買戻しの措置を提

出することができる。この場合には、裁判所は、あるいは無効を言い渡し、あるいは、提

案された措置が規約の変更について定める条件にしたがって組合によって事前に採択され

た場合には、それを義務的にすることができる。その権利の買戻しが請求される組合員の

投票は、組合の決定に影響を与えない。 

③ 争いがある場合には、その組合員に償還すべき組合上の権利の価額は、1843-4 条の規

定にしたがって決定する。 

 

1844-13 条 

① 無効の請求の申立てを受けた裁判所は、無効を治癒することを認める期間を、職権に

よっても定めることができる。裁判所は、訴訟を提起する執達書の日付ののち 2 月未満は、

無効を言い渡すことができない。 

- 7 - 



② 無効を治癒するために総会を招集し、または組合員の意見聴取を行わなければならな

い場合で、その総会の適式な招集または伝達すべき文書を添えた組合員への決定案の成文

の送付が証明される場合には、裁判所は、組合員が決定を行いうるために必要な期間を判

決によって付与する。 

 

1844-14 条 

 組合〔契約〕またはその設立後の行為および議決の無効の訴権は、無効が生じた日から

起算して 3 年で時効にかかる。 

 

1844-15 条 

① 組合〔契約〕の無効が言い渡されるときは、無効は、遡及せずに、契約の履行を終了

させる。 

② 成立することがあった法人に関しては、無効は、裁判所が言い渡す解散の効果を生じ

る。 

 

1844-16 条 

 組合も、組合員も、善意の第三者に対しては無効を援用することができない。ただし、

無能力または同意の瑕疵の 1 つから生じる無効は、無能力者およびその法定代理人によっ

て、または錯誤、詐欺もしくは強迫によって同意を騙取された組合員によって第三者に対

しても対抗することができる。 

 

1844-17 条 

① 組合〔契約〕またはその設立後の行為および議決の無効を理由とする〔民事〕責任の

訴権は、無効の決定が既判力を生じた日から起算して 3 年で時効にかかる。 

② 無効の事由の消滅は、組合〔契約〕、行為または議決が帯びている瑕疵によって生じた

損害の賠償を目的とする損害賠償の訴権の行使を妨げない。この訴権は、無効が治癒され

た日から起算して 3 年で時効にかかる。 

 

 第 2 節 民事組合 

  第 1 款 一般規定 

1845 条 

① この節の規定は、すべての民事組合に適用される。ただし、それらのうち一定のもの

が服する特別の法規が適用を除外する場合には、その限りでない。 

② 法律がその形式、性質または目的を理由として他の性格を付与していないすべての組

合は、民事の性格を有する。 

 

1845-1 条 

① 資本は、等しい持分に分割される。 

② 会社の可変資本に関する商法典第 2 編第 3 章第 1 節の規定は、民事組合にも適用でき
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る。 る。 

  

 第 2 款 管理  第 2 款 管理 

1846 条 1846 条 

① 組合は、あるいは規約によって、あるいは別個の行為によって、あるいは組合員の決

定によって選任される 1 または数人の組合員または非組合員が管理する。 

① 組合は、あるいは規約によって、あるいは別個の行為によって、あるいは組合員の決

定によって選任される 1 または数人の組合員または非組合員が管理する。 

② 規約は、1 または数人の管理者の指名の規則および管理の組織方式を定める。 ② 規約は、1 または数人の管理者の指名の規則および管理の組織方式を定める。 

③ 規約に反対の規定がある場合を除いて、管理者は、組合持分の 2 分の 1 を超える〔部

分を〕代表する組合員の決定によって選任する。 

③ 規約に反対の規定がある場合を除いて、管理者は、組合持分の 2 分の 1 を超える〔部

分を〕代表する組合員の決定によって選任する。 

④ 規約の沈黙の場合で、指名のときに組合員が別に定めなかった場合には、管理者は、

組合の存続期間を予定して選任されたものとみなされる。 

④ 規約の沈黙の場合で、指名のときに組合員が別に定めなかった場合には、管理者は、

組合の存続期間を予定して選任されたものとみなされる。 

⑤ いかなる事由によるのであっても、組合が管理者を有していない場合には、組合員は

すべて、1 または数人の管理者を選任するために組合員を招集する人にあたる受任者の指名

を裁判所長に請求することができる。裁判所長は、申請に基づいて裁判する。 

⑤ いかなる事由によるのであっても、組合が管理者を有していない場合には、組合員は

すべて、1 または数人の管理者を選任するために組合員を招集する人にあたる受任者の指名

を裁判所長に請求することができる。裁判所長は、申請に基づいて裁判する。 

  

1846-1 条 1846-1 条 

 1844-7 条に掲げる場合のほか、組合は、1 年を超えて管理者を有していないときは、す

べての利害関係人の請求に基づいて裁判所が言い渡すことができる繰上げ解散によって終

了する。 

 1844-7 条に掲げる場合のほか、組合は、1 年を超えて管理者を有していないときは、す

べての利害関係人の請求に基づいて裁判所が言い渡すことができる繰上げ解散によって終

了する。 

  

1846-2 条 1846-2 条 

① 管理者の選任および職務の終了は、公示されなければならない。 ① 管理者の選任および職務の終了は、公示されなければならない。 

② 組合も、第三者も、管理者の選任またはその職務の終了の決定が適式に公示されたと

きからは、選任または職務の終了における不適式を援用してその約務を免れることができ

ない。 

② 組合も、第三者も、管理者の選任またはその職務の終了の決定が適式に公示されたと

きからは、選任または職務の終了における不適式を援用してその約務を免れることができ

ない。 

  

1847 条 1847 条 

 法人が管理を行う場合には、その指揮者は、その者が自己の名で管理者となる場合と同

一の条件および義務に服し、同一の民事および刑事の責任を課せられる。ただし、それら

の者が指揮する法人の連帯責任を妨げない。 

 法人が管理を行う場合には、その指揮者は、その者が自己の名で管理者となる場合と同

一の条件および義務に服し、同一の民事および刑事の責任を課せられる。ただし、それら

の者が指揮する法人の連帯責任を妨げない。 

  

1848 条 1848 条 

① 組合員間の関係においては、管理者は、組合の利益が要求するすべての管理行為を行

うことができる。 

① 組合員間の関係においては、管理者は、組合の利益が要求するすべての管理行為を行

うことができる。 

② 数人の管理者がある場合には、それらの者は、その権限を個別に行使する。ただし、

取引に対してそれが締結される前に故障を申し立てる、それぞれに属する権利を妨げない。 

② 数人の管理者がある場合には、それらの者は、その権限を個別に行使する。ただし、

取引に対してそれが締結される前に故障を申し立てる、それぞれに属する権利を妨げない。 

③ これらすべては、管理方法について規約に特別の規則がない場合〔に限る〕。 ③ これらすべては、管理方法について規約に特別の規則がない場合〔に限る〕。 
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1849 条 

① 第三者との関係においては、管理者は、組合の目的内に入る行為によって組合を拘束

する。 

② 管理者が複数ある場合には、管理者は、前項に定める権限を個別に保有する。ある管

理者が他の管理者の行為に対して提起した故障の申立ては、第三者に対して効果を生じな

い。ただし、第三者がそれを知っていたことが立証される場合には、その限りでない。 

③ 管理者の権限を制限する規約上の条項は、第三者には対抗することができない。 

 

1850 条 

① それぞれの管理者は、法令違反であれ、規約違反であれ、その管理においておかした

過失であれ、それらについて組合および第三者に対して個人的に責任を負う。 

② 数人の管理者が同一の行為に参加した場合には、それらの者の責任は、第三者および

組合員に対する連帯責任である。ただし、それらの者の間の関係においては、裁判所は損

害賠償におけるそれぞれの負担部分を決定する。 

 

1851 条 

① 規約に反対の約定がある場合を除いて、管理者は、組合持分の 2 分の 1 を超える〔部

分を〕代表する組合員の決定によって解任される。解任は、正当な理由なしに決定される

場合には、損害賠償を生じさせることがある。 

② 管理者は、同様に、すべての組合員の請求に基づいて、正当な事由を理由として裁判

所によって解任される。 

③ 反対の条項がある場合を除いて、管理者の解任は、その者が組合員であるか否かを問

わず、組合の解散をもたらさない。解任される管理者が組合員である場合には、1869 条（第

2 項）に定める条件にしたがって組合から脱退することができる。ただし、規約で別に合意

している場合、または他の組合員が組合の繰上げ解散を決定する場合には、その限りでな

い。 

 

  第 3 款 集団的決定 

1852 条 

 管理者に認められた権限を超える決定は、規約の規定にしたがって、またはそのような

規定がない場合には、組合員の全員一致によって行う。 

 

1853 条 

 決定は、総会に招集された組合員が行う。規約はまた、決定が書面による協議から生じ

ることを定めることができる。 

 

1854 条 

 決定はさらに、1 個の証書において表明されるすべての組合員の同意から生じることがで

きる。 
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  第 4 款 組合員への情報 

1855 条 

 組合員は、少なくとも年に 1 度組合の帳簿および文書の伝達を受ける権利および組合の

管理についても書面によって質問を呈する権利を有する。この質問には、1 月の期間内に書

面によって回答しなければならない。 

 

1856 条 

 管理者は、組合員に対して少なくとも年に 1 度その管理について報告しなければならな

い。この報告の提示は、1 年または経過した年度中の組合の活動についての、実現された利

益または予見可能な利益およびすでに生じた損失または予見される損失を含む書面による

総括報告を含まなければならない。 

 

  第 5 款 第三者に対する組合員の約務 

1857 条 

① 組合員は、組合の負債について、第三者に対して、請求可能となる日または支払の停

止の日における組合資本中のその持分に比例して、無限に責任を負う。 

② 勤労のみを出資した組合員は、組合資本へのその参加が最も少ない組合員と同様の義

務を負う。 

 

1858 条 

 債権者は、前もって法人に訴求し、それが無為に終わったのちでなければ、組合員に対

して組合の負債の支払を訴求することができない。 

 

1859 条 

 清算人でない組合員またはその相続人および承継人に対するすべての訴権は、組合の解

散の公示から起算して 5 年で時効にかかる。 

 

1860 条 

 組合員の 1 人に関わる支払不能、個人破産、財産の数額確定または裁判上の整理がある

場合には、1843-4 条に挙示する条件にしたがって、当該組合員の組合上の権利の償還の手

続を行う。その場合には、その者は、組合員の資格を失う。ただし、他の組合員が全員一

致で組合を繰り上げて解散させることを決定した場合、またはこの〔繰上げ〕解散を規約

が定めている場合には、その限りでない。 

 

  第 6 款 組合持分の譲渡 

1861 条 

① 組合持分は、すべての組合員の承認がなければ、譲渡することができない。 

② ただし、規約は、この承認が規約に定める多数〔決〕によって得られること、または

管理者が与えることができる旨を合意することができる。規約はまた、組合員または組合

- 11 - 



員の 1 人の配偶者に対して同意される譲渡について承認を免除することができる。規約に

反対の規定がある場合を除いて、譲渡人の尊属または卑属に対して同意される譲渡は、承

認に服しない。 

③ 譲渡案は、承認の請求とともに、組合およびそれぞれの組合員に通知される。管理者

が承認を与えることができる旨を規約が定めているときは、譲渡案は、組合にのみ通知さ

れる。 

④ 夫婦双方が同時に組合の構成員であるときは、夫婦の一方から他方に対して行う譲渡

は、〔それが〕有効であるためには、公正証書または譲渡人の死亡によるのとは別の仕方で

確定日付を得た私署証書から生じなければならない。 

 

1862 条 

① 数人の組合員が取得する意思を表明するときは、それらの者は、反対の条項または合

意がある場合を除いて、その前に保有していた持分の数に比例して取得者となるものとみ

なされる。 

② いかなる組合員も取得者として申し出ない場合には、組合は、その他の組合員の全員

一致で、または規約が定める態様にしたがって指名される第三者にその持分を取得させる

ことができる。組合は、同様に、それを無効とするためにその持分の買戻しの手続を行う

ことができる。 

③ 組合員または第三者で取得者として提案される 1 または数人の者の氏名または組合に

よる買戻しの申出ならびに申し出られた価格は、譲渡人に通知される。価格は、争いがあ

る場合には、1843-4 条の規定にしたがって定める。これらすべては、譲渡人がその持分を

保持する権利を妨げない。 

 

1863 条 

① 1861 条 3 項に定める通知ののち最後のものから起算して 6 月の期間内に譲受人に対し

ていかなる買受の申出も行われない場合には、譲渡に対する承認は、得られたものとみな

される。ただし、他の組合員が同一の期間内に組合の繰上げ解散を決定する場合には、そ

の限りでない。 

② この最後の場合には、譲渡人は、譲渡を放棄する旨を当該決定から起算して 1 月の期

間内に知らせることによって、その決定を失効させることができる。 

 

1864 条 

 1863 条（第 1 項）に定める 6 月の期間を変更するためでなければ、前 2 条の規定の適用

を除外することができない。ただし、規約に定める期間は、1 年を超えることも 1 月を下回

ることもできない。 

 

1865 条 

① 組合持分の譲渡は、書面によって確認されなければならない。組合持分の譲渡は、1690

条に定める形式にしたがって、または規約がそれを定める場合には、組合の登録簿上での
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移転によって、組合に対抗することができるものとなる。 

② 譲渡は、これらの方式を履践し、かつ、公示した後でなければ、第三者に対抗するこ

とができない。 

 

1866 条 

① 組合持分は、質権の目的とすることができる。この質権は、公署証書であれ、組合に

送達され、または組合が公署証書で承諾した私署証書であれ、公示を生じる証書によって

認定され、その公示の日付が質債権者の順位を決定する。その証書が同一日に公示される

債権者は、競合する。 

② 質債権者の先取権は、質権の公示の事実のみによって、質入れされた組合上の権利の

上に存続する。 

 

1867 条 

① 組合員はすべて、持分の譲渡の承認と同一の条件にしたがって、質権〔設定〕案への

同意を他の組合員から得ることができる。 

② 質権〔設定〕案に与えられる同意は、組合持分の強制的実現が売却の 1 月前に組合員

および組合に通知されることを条件として、強制的実現の場合における譲受人についての

承認をもたらす。 

③ それぞれの組合員は、売却から起算して満 5 日の期間内に取得者に置き代わることが

できる。数人の組合員がこの権能を行使する場合には、反対の条項または合意がある場合

を除いて、その前に保有していた持分の数に比例して取得者となるものとみなされる。い

かなる組合員もこの権能を行使しない場合には、組合は、それを無効とするために、自ら

その持分を買戻すことができる。 

 

1868 条 

① 他の組合員が同意を与えた質権によるのでない強制的実現は、同様に、売却の 1 月前

に組合員および組合に通知しなければならない。 

② 組合員は、この期間内に、1862 条および 1863 条に定める条件にしたがって、組合の

解散または持分の取得を決定することができる。 

③ 売却が行われた場合には、組合員または組合は、1867 条がそれらの者に認める代置

substitution の権能を行使することができる。この権能の不行使は、取得者についての承認

をもたらす。 

 

  第 7 款 組合員の脱退または死亡 

1869 条 

① 組合員は、第三者の権利を妨げずに、規約に定める条件にしたがって、または規約の

定めがない場合には他の組合員の全員一致の決定によって与えられる許可ののちに、全面

的にまたは部分的に組合を脱退することができる。この脱退は、同様に、正当な理由に基

づいて裁判によって許可することができる。 
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② 1844-9 条（第 3 項）が適用されない場合には、脱退する組合員は、その組合上の権利

の価額の償還〔を受ける〕権利を有する。その価額は、協議による一致がない場合には、

1843-4 条にしたがって定める。 

 

1870 条 

① 組合は、組合員の 1 人の死亡によっては解散せず、その相続人または受遺者をもって

存続する。ただし、規約において、組合員がそれらの者を承認しなければならない旨を定

める場合には、その限りでない。 

② ただし、組合員の 1 人の死亡が組合の解散をもたらす旨、または組合が生存する組合

員のみをもって存続する旨を合意することができる。 

③ 同様に、組合が、あるいは生存配偶者をもって、あるいは 1 または数人の相続人をも

って、あるいは規約または規約が許す場合には遺言処分によって指名される他のすべての

者をもって存続する旨を合意することができる。 

④ 規約に反対の条項がある場合を除いて、相続が法人に帰属するときは、その法人は、

規約上の条件にしたがって、または規約に〔定めが〕ない場合には組合員の全員一致によ

って与えられる他の組合員の承認を得てでなければ、組合員となることができない。 

 

1870-1 条 

① 組合員とならない相続人または受遺者は、その父祖の組合持分の価額に対してのみ権

利を有する。その価額は、持分の新たな名義人または組合がその持分を無効とするために

それを買い戻した場合には組合自身がそれらの者に支払われなければならない。 

② これらの組合上の権利の価額は、1843-4 条に規定する条件にしたがって、死亡の日に

おいて決定される。 

 
 

 

２ ドイツ民法 

 
ドイツ民法第 705 条 組合契約の内容 

組合員は、組合契約により、共同の目的を契約で定めた方法により達成する義務、とりわ

け合意した出資をする義務を相互に負う。 

 

ドイツ民法第 706 条 組合員の出資 

(1) 組合員は、異なる合意がないときは、平等の出資をしなければならない。 

(2) 代替物または消費物を出資すべき場合において、疑わしいときは、その物は、組合員

の共同所有になるものとする。利益分配に関する定めることに尽きない評価に従って出資

をなすべき場合、非代替物および非消費物につても同様とする。 

(3) 組合員の出資は労務によってもすることができる。 
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ドイツ民法第 707 条 合意した出資の増額 

組合員は、合意した出資を増額し、または損失により減少した出資を填補する義務を負わ

ない。 

 

ドイツ民法第 708 条 組合員の責任 

組合員は、負担する債務の履行に際して、自己の事務に通常払うだけの注意についてしか

責任を負わない。 

 

ドイツ民法第 709 条 共同による業務執行 

(1) 組合の業務執行は、組合員が共同して行う。すべての業務について全組合員の同意を

要する。 

(2) 組合契約により多数決によって決すべき場合において、疑わしいときは、組合員数に

よって計算する。 

 

ドイツ民法第 710 条 業務執行の委託 

組合契約において一または複数の組合員に業務執行を委託している場合、他の組合員は、

業務を執行することができない。複数の組合員に業務執行を委託している場合、第 709 条

の規定を準用する。 

 

ドイツ民法 711 条 異議権 

組合契約により全てまたは複数の組合員が各自単独で業務を執行できる場合、各自、他の

組合員による業務の着手に対して異議を述べることができる。異議があった場合、当該業

務を中止しなければならない。 

 

ドイツ民法第 712 条 業務執行権限の剥奪および解約告知 

(1) 組合契約によりある組合員に委託された業務執行権限は、重大な事由がある場合、他

の組合員全員一致による決議により、または、組合契約上多数決によって決するべきとき

は他の組合員の多数決により剥奪することができる。とりわけ、重大な義務違反または通

常の業務執行能力の欠如は、そのような事由となる。 

(2) 重大な事由がある場合、当該組合員も業務執行を解約告知することができる。委任に

関する第 671 条第 2 項、第 3 項の規定を準用する。 

 

ドイツ民法第 713 条 業務執行組合員の権利および義務 

業務執行組合員の権利および義務は、委任に関する第 664 条ないし第 670 条の規定によっ

て確定する。ただし、組合関係により別段の結果が生ずる場合はこの限りではない。 

 

ドイツ民法第 714 条 代理権 

組合契約によりある組合員により業務執行権限が付与される場合、疑わしいときは、当該

組合員は第三者に対して他の組合員を代理する権限をも有する。 
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ドイツ民法第 715 条 代理権の剥奪 

組合契約において、ある組合員が別の組合員に第三者との関係につき代理する権限を付与

している場合、その代理権は、第 712 条第 1 項所定の措置によってのみ剥奪することがで

きる。ただし、その代理権が業務執行権限と結びついているときは、後者と共にのみ剥奪

することができる。 

 

ドイツ民法第 716 条 組合員の検査権(Kontrollrecht) 

(1) 組合員は、自ら業務執行をおこなわない場合でも、組合の事務に関する情報を得るこ

とのほか、組合の帳簿および書類を閲覧し、これらをもとに組合財産の状況に関する概要

を作成することができる。 

(2) これらの権利を排除または制限する合意は、不誠実な業務執行が認められる理由があ

るときは、権利の主張を妨げるものではない。 

 

ドイツ民法 717 条 組合員権の非譲渡性 

組合関係に基づき組合員相互間で生ずる請求権は、譲渡することができない。ただし、業

務執行上ある組合員に帰属する請求権で満足させることを分割前に要求し得るもの、およ

び、利益持分または分割の際に組合員に帰属することになるものについての請求権は、こ

の限りではない。 

 

ドイツ民法第 718 条 組合財産 

(1) 組合員の出資および業務執行によって組合のために取得したものは、組合員の共同の

財産(gemeinschaftliches Vermögen)(組合財産)になる。 

(2) 組合財産に属する権利に基づき取得し、または、組合財産に属するものの滅失、毀損

もしくは侵奪による賠償として取得するものも、組合財産に属する。 

 

ドイツ民法第 719 条 合手的拘束(Gesamthänderische Bindung) 

(1) 組合員は、組合財産上の持分および組合財産に属する個々の財産の持分を処分するこ

とができない。組合員は、分割を請求することができない。 

(2) 組合財産に属する債権の債務者は、個々の組合員に対して有する債権と相殺をするこ

とができない。 

 

ドイツ民法第 720 条 善意の債務者の保護 

債務者は、第 718 条第 1 項にしたがい取得した債権が組合財産に属することを知った後に

は、その帰属についての主張を認めなければならない。第 406 条ないし第 408 条の規定を

準用する。 

 

ドイツ民法第 721 条 利益および損失の分配 

(1) 組合員は、組合の解散後でなければ、決算ならびに利益および損失の分配を請求するこ

とができない。 
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(2) 組合が長期間存続する場合、疑わしいときは、決算および利益分配は、各業務年度末

におこなうものとする。 

 

ドイツ民法第 722 条 利益および損失についての持分 

(1) 利益および損失について定めがない場合、各組合員は、出資の種類および額にかかわ

りなく、利益および損失につき平等の持分を有する。 

(2) 利益または損失のいずれかの持分についてのみ定めがある場合、疑わしいときは、利

益および損失について定めたものとみなす。 

 

ドイツ民法第 723 条 組合員による解約告知 

(1) 組合につき期間の定めがない場合、各組合員は、いつでも解約告知をすることができ

る。期間の定めのある場合、重大な事由があるときは、その期間の満了前でも解約告知す

ることができる。とりわけ、次に掲げるいずれかの場合に該当するときには、重大な事由

があると認められる。 

 1. 他の組合員が故意もしくは重大な過失により組合契約に基づき負担した重要な義務

に違反した場合、または、そのような義務の履行が不能となった場合 

 2. 組合員が満 18 歳になった場合 

 成年になった者は、第 2 号の規定により、自己が組合員であることを認識した時点から 3

ヶ月間の間に限り、解約告知をすることができる。解約告知権は、組合員が組合のものに

関して第 112 条にいう独立の営利事業を行う権限を付与されていた場合、または、組合の

目的がその個人的な要求を満足させることにあった場合には認められない。同一の要件が

みたされたときは、解約告知期間が定められている場合、その期間の定めによらずに解約

告知することができる。 

(2) 解約告知は、不利な時期にすることはできない。ただし、重大な事由があるときはこ

の限りではない。組合員がそのような重大な事由がないときに不利な時期に解約告知をし

たときは、他の組合員に対して、それにより生じた損害を賠償しなければならない。 

(3) 解約告知権を排除し、または、本条に反して制限する合意は、無効とする。 

 

ドイツ民法第 724 条 終身組合または継続された組合の解約告知 

組合がある組合員の生存中存続するものである場合、期間の定めのない組合と同様に解約

告知することができる。定められた期間の経過後、黙示で組合が継続する場合も同様とす

る。 

 

ドイツ民法第 725 条 差押質権者による解約告知 

(1) 組合の債権者が組合員の組合財産への持分を差押えた場合、同人は、解約告知期間の

定めにかかわらず、組合を解約告知することができる。ただし、債務名義が仮に執行する

ことができるに過ぎないものであるときはこの限りではない。 

(2) 組合が存続する限り、債権者は、利益分配請求権を除き、組合関係から生ずる組合員

の権利を主張することができない。 
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ドイツ民法第 726 条 目的の達成または達成不能による解散 

組合は、合意した目的が達成され、またはその達成が不能となることによって、終了する。 

 

ドイツ民法第 727 条 組合員の死亡による解散 

(1) 組合は、組合契約に別段の定めがない限り、一組合員の死亡によって解散する。 

(2) 解散する場合、死亡した組合員の相続人は、遅滞なくその死亡を他の組合員に通知し、

かつ、相続人は、遅延によって危険が生ずるおそれがあるときは、他の組合員が相続人と

共同で他の方法で処理をすることが可能となるまで、組合契約によって被相続人に委託さ

れた業務を継続しなければならない。他の組合員は、同様に、自己に委託された業務をな

お継続する義務を負う。組合は、この限度において存続するものとみなす。 

 

ドイツ民法第 728 条 組合または一組合員の破産による解散 

(1) 組合は、組合の財産について破産手続の開始により解散する。破産手続が債務者によ

り申立てられたとき、または、組合の存続を予定した破産計画(Insolvenzplan)が承認され

た後に放棄されたときは、組合員は組合の存続を決定することができる。 

(2) 組合は、組合員の財産に関して破産手続が開始により解散する。第 727 条第 2 項およ

び第 3 項の規定を適用する。 

 

ドイツ民法第 729 条 業務執行権限の存続 

組合が解散する場合、組合員の業務執行権限は、その組合員が組合の解散を認識するに至

り、または解散を知るべきであった時まで、同人のために存続するものとみなす。組合の

業務執行権限を排除された組合員のため、または、その他の方法で損失のために組合が存

続する場合も同様とする。 

 

ドイツ民法第 730 条 分割、業務執行 

(1) 組合の解散後、組合財産を考慮に入れて組合員への分割が行われる。ただし、組合財

産について破産手続が開始したときはこの限りではない。 

(2) 組合は、未完の業務を完了させるため、それに必要な新たな業務の着手ならびに組合

財産の維持および管理のために、分割の目的に必要な限度で存続するものとみなす。ただ

し、組合契約によって組合員に属するものとされている業務執行権限は、契約に別段の定

めがない限り、組合の解散と同時に消滅する。業務執行は、解散のときから、すべての組

合員の共同所有に属する。 

 

ドイツ民法第 731 条 分割手続 

分割は、別段の合意がなければ、第 732 条ないし第 725 条の規定にしたがって行う。その

他、分割については、共同所有の規定を適用する。 

 

ドイツ民法第 732 条 物の返還 

組合員が組合の利用に委ねたものは、その組合員に返還しなければならない。組合員は、
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偶然の事情により滅失または毀損したものについては賠償を請求することができない。 

 

ドイツ民法第 733 条 組合債務の弁済、出資の償還 

(1) 組合財産からは、最初に、共同の債務が弁済されなければならず、これには、債権者

に対して組合員で分割された債務またはある組合員に対して他の組合員が債務者として負

担している債務も含まれる。債務に履行期が到来していない場合、または、争いがある場

合、弁済に必要なものを留置することができる。 

(2) 出資は、債務の弁済後になお残存している組合財産から償還される。金銭以外の出資

については、それを履行した時点での価額を償還する。労務の給付または物の利用を委ね

ることによる出資については、償還を請求することができない。 

(3) 組合財産は、債務の弁済および出資の償還に必要な限りにおいて換価することができ

る。 

 

ドイツ民法第 734 条 剰余の分割 

共同の債務の弁済および出資の償還の後に存する剰余は、利益持分の割合に応じて組合員

に帰属する。 

 

ドイツ民法第 735 条 損失の追加負担義務 

組合財産が共同の債務の弁済および出資の償還に不足する場合、組合員は、損失の負担割

合に応じて欠損額を補償しなければならない。ある組合員が負担する金額を支払えない場

合、他の組合員は、同じ割合でその不足額を負担しなければならない。 

 

ドイツ民法第 736 条 組合員の脱退 

(1) 組合契約において、組合員が解約告知し、もしくは死亡した場合、または組合財産に

ついて破産手続が開始した場合、組合は他の組合員のもとで存続する旨が定められている

ときは、所定の事実の生じた組合員は、その事実が発生したときに組合から脱退する。 

(2) 人的商事会社の事後責任の限定に関する規定を準用する。 

 

ドイツ民法第 737 条 組合員の除名 

組合契約において、ある組合員が解約告知した場合、組合が他の組合員のもとで存続する

旨を定めているときは、第 723 条第 1 項第 2 文により他の組合員が解約告知することを正

当化できるような事由が生じている組合員は、組合から除名され得る。除名権は、他の組

合員の共同所有に属する。除名は、除名される組合員に対する意思表示によって行う。 

 

ドイツ民法第 738 条 脱退時の清算 

(1) 組合員が組合から脱退する場合、同人の組合財産に対する持分は他の組合員に属する。

他の組合員は、脱退組合員が利用のために組合に委ねたものを第 732 条の基準によりその

物に返還し、共同の債務を免除し、組合が脱退の時点で解散したとすればその組合員が分

割に際して受け取ることになるものを支払わねばならない。共同の債務に履行期が到来し
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ていないときは、他の組合員は、脱退者を免除することに代えて担保を供与することがで

きる。 

(2) 組合財産の価額は、必要な限りにおいて、評価の方法により定める。 

 

ドイツ民法第 739 条 欠損額についての責任 

組合財産の価額が共同の債務および出資を填補するのに足りない場合、脱退者は、他の組

合員に対し、損失負担の割合に応じて欠損額を補償しなければならない。 

 

ドイツ民法第 740 条 未了の業務の結果への関与 

(1) 脱退者は、脱退の時点で未了であった業務から生ずる利益と損失に関与する。他の組

合員は、最も自己の利益に適すると認める方法で、この業務を終了させることができる。 

(2) 脱退者は、各業務年度末に、その間に終了した業務に関する顛末報告、自己の負担す

べき金額および未了の業務の状況に関する報告を請求できる。 
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第２ 終身定期金 

１ ドイツ民法 

 
第１８節 終身定期金 

第７５９条 定期金の存続期間および金額 

(1) 終身定期金を供与する義務を負う者は、疑わしいときは、債権者の生存期間

中、定期金を支払わなければならない。 

(2) 定期金のために定めた金額は、疑わしいときは、定期金の年額とする。 

 

第７６０条 前払い 

(1) 終身定期金は、前払いをしなければならない。 

(2) 金銭による定期金は、3 か月分を前払いすることを要する。その他の定期金

は、前払いすべき期間は、定期金の性質および目的によって定める。 

(3) 債権者が定期金の前払期間の始期に生存しているときは、その全期間につき

割り当てられる金額が債権者に帰属する。 

 

第７６１条 終身定期金約束の方式 

終身定期金を約束する契約が有効であるためには、他の方式が定められていない

限り、約束を書面によって行うことを要する。終身定期金約束を電子的方式で行う

ことは、その約束が家族法上の扶養のために行われる場合を除き、排除される。 

 

第１９節 不完全債務 (Unvollkommene Verbindlichkeit) 

第７６２条 博戯・賭事 

(1) 博戯または賭事によっては、債務は基礎づけられない。博戯または賭事に基

づく給付は、債務が生じなかったことを理由に返還を請求することができない。 

(2) この規定は、敗者が博戯または賭事上の債務を履行する目的で勝者に対して

義務を負う合意、とりわけ、債務承認についても適用する。 

 

第７６３条 富くじおよび当たりくじ契約 (Lotterie-und Ausspielvertrag) 

富くじ契約または当たりくじ契約は、その富くじまたは当たりくじが国によって

許可されたときは、法的拘束力を生ずる。他の場合については、第７６２条の規定

を適用する。 

 

ドイツ民法第７６４条 

(削除) 

 

＊ ドイツ民法旧７６４条は、差金取引を賭博とみなす旨を規定していたが、２００２

年の第４次資本市場振興法(２００２年７月１日施行)により削除されている。 
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２ フランス民法 

 

第３編第１２章 射倖契約 

第１９６４条（２００９年５月１２日の法律第５２６号による改正） 

① 射倖契約は、あるいは当事者のすべてにとって、あるいはそのうちの一又は

数人にとって、利益及び損失に関する効果が不確実な出来事にかかわる相互的

な合意である。 

② このようなものとして、［以下のものが］ある。 

保険契約 

競技及び賭事 

終身定期金契約 

 

第１節 競技及び賭事 

第１９６５条 

法律は、競技の負債又は賭事の支払いについて、いかなる訴権も付与しない。 

 

第１９６６条 

① もっぱら武具を用いて行うべき競技、徒競走又は競馬、車両競争、球技及び

身体の技巧及び訓練に資する同一の性質の他の競技は、前条［の適用］から除

外される。 

② ただし、裁判所は、その全額を過大と思うときは、請求を排斥することがで

きる。 

 

第１９６７条 

いかなる場合にも、敗者は、任意に支払ったものの返還を請求することができな

い。ただし、勝者の側に詐欺、欺瞞又は騙取があった場合には、その限りでない。 

 

第２節 終身定期金契約 

第１款 契約の有効要件 

第１９６８条 

終身定期金は、〔あるいは〕一定額の金銭を供して、あるいは評価可能な動産と引

き換えに、あるいは不動産と引き換えに、有償で設定することができる。 

 

第１９６９条 

終身定期金はまた、生存者間の贈与または遺言によって、純粋に無償で設定する

ことができる。この場合には、終身定期金は、法律が要求する形式をそなえなけれ

ばならない。 

 

第１９７０条 
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前条の場合には、終身定期金は、処分することを許されるものを超過する場合に

は、減殺することができる。終身定期金は、受領能力がない者のためである場合に

は、無効である。 

 

第１９７１条 

終身定期金は、あるいはその対価を供与する者の生存を基準として、あるいはそ

れを享受するいかなる権利も有しない第三者の生存を基準として設定することがで

きる。 

 

第１９７２条 

終身定期金は、１または数人の生存を基準として設定することができる。 

 

第１９７３条 

① 終身定期金は、その対価が他の者によって供与されるにもかかわらず、第三

者のために設定することができる。 

② この場合には、終身定期金は、無償譲与の性格を有するにかかわらず、贈与

のために必要とされる形式になんら服さない。ただし、1970 条に挙示する減殺

および無効の場合には、その限りでない。 

③ 夫婦の双方または一方が設定する定期金について、生存配偶者のために転換

する旨を約定するときは、転換条項は、無償譲与または有償行為の性格を有す

る。有償行為の性格を有する場合には、転換の受益者が共通財産または先に死

亡する者の相続財産に対して支払うべき償還または補償は、定期金の転換の価

額に等しい。夫婦の反対の意思がある場合を除いて、転換は、無償で同意され

たものと推定される。 

 

第１９７４条 

契約の日に死亡している者の生存を基準として設定される終身定期金契約はすべ

て、いかなる効果も生じない。 

 

第１９７５条 

疾病に冒され、そのために契約の日付から 20 日以内に死亡した者の生存を基準と

して定期金を設定した契約についても、同様である。 

 

第１９７６条 

終身定期金は、契約当事者が定めようとする利率で設定することができる。 

 

第２款 契約当事者間での契約の効果 

第１９７７条 

対価を支払って終身定期金の設定を受けた者は、設定者がその履行のために約定
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する担保を供さない場合には、契約の解除を請求することができる。 

 

第１９７８条 

単なる定期金支分金の支払の欠如は、定期金の設定を受けた者が元本の償還を請

求し、またはその者が譲渡した資産を取り戻すことを、なんら可能としない。その

者は、〔定期金〕債務者の財産を差押えてそれを売却させ、売却の代価について支分

金の給付に十分な金額の利用を明示させ、または同意させる権利のみ有する。 

 

第１９７９条 

設定者は、元本の償還を提供しつつ、かる、支払った支分金の返還〔請求権〕を

放棄しても、定期金の支払いを免れることができない。設定者は、その生存を基準

として定期金が設定された 1 または数人の者の全生存期間中、それらの者の生存期

間がいかなるものであっても、かつ、定期金の給付がいかに重荷となることがあっ

ても、定期金を給付する義務を負う。 

 

第１９８０条 

① 終身定期金は、その所有者が生存した日数に比例してでなければ、その者に

よって取得されない。 

② ただし、終身定期金を前払いで支払う旨が合意された場合には、支払われる

べき１期分〔の定期金〕は、支払を行うべきであった日から取得される。 

 

第１９８１条 

終身定期金は、無償で設定したときでなければ、差押不能であると約定すること

ができない。 

 

第１９８２条 

終身定期金は、その所有者の民事死亡によって消滅しない。その支払は、所有者

の障害継続しなければならない。 

＊ 民事死亡は、1854 年 5 月 31 日の法律によって廃止された。 

 

第１９８３条 

終身定期金の所有者は、自己の生存またはその生存を基準として終身定期金を設

定した者の生存を証明するのでなければ、その支分金を請求することができない。 

 

３ ケベック民法 

 

第２章第１４節 定期金 

第１款 契約の性質及びそれを規律する規定の射程 

第２３６７条 
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① 定期金を設定する契約は、ある者（定期金債務者）が、無償で、又は、自己

のためになされる資本(capital)の譲渡と引換えに、定期に、かつ、一定期間の間、

他の者（定期金債権者）に対して、定期金(redevances)を給付することを約する

契約である。 

② 資本は不動産又は動産により構成されうる。それが金額である場合には、現

金で、又は、払い込みにより、支払われることができる。 

 

第２３６８条 

定期金債務者が自己のためにする不動産所有権の移転と引換えに定期金給付を約

する場合、当該契約は不動産定期金契約(bail à rente)と呼ばれ、これと類似する売

買契約の規定により規律される。 

 

第２３６９条 

① 定期金は、定期金の資本を供する者以外の者のために設定されることができ

る。 

② この場合、当該契約は、そのように設定された定期金が定期金債権者により

無償で受領されるとしても、贈与に要求される形式に全く服さない。 

 

第２３７０条 

① 定期金は、契約により設定されることができるほか、遺言、判決、又は法律

によっても設定されることができる。 

② 本節の規定はこれらの定期金にも適用される。ただし、必要に応じて調整が

なされる。 

 

第２款 契約の範囲 

第２３７１条 

① 定期金は、終身又は非終身でありうる。 

② 定期金は、給付の期間が、一人又は複数の者の生存の期間に制限されている

場合には、終身である。 

③ 定期金は、給付の期間が別様に定められている場合には、非終身である。 

 

第２３７２条 

① 終身定期金は、それを設定する者若しくはそれを受領する者の生存の期間の

間、又は、この定期金を享受するいかなる権利も有しない第三者の生存の期間

の間について、定められうる。 

② しかしながら、その者との関連で給付期間が定められた者の死亡後も、場合

に応じて、特定の者又は定期金債権者の相続人のために、定期金が継続する旨

が約定されうる。 
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第２３７３条 

① 定期金債務者が定期金の給付を開始すべき時点において死亡している者、又

は、当該時点から 30 日以内に死亡した者の生存の期間の間について定められた

終身定期金は、効力を有しない。 

② 同様に、定期金債務者が定期金の給付を開始しなければならない時点におい

てまだ存在しない者の生存の期間の間について定められた終身定期金は、効力

を有しない。ただし、その者がその時点で懐胎されており、生きてかつ生育力

をもって(vivant et viable)生まれた場合には、この限りでない。 

 

第２３７４条 

① 複数人の生存の期間の間について連続的に定められた終身定期金は、定期金

債務者が定期金の給付を開始しなければならない時点において第一の受給権者

が存在する場合、又は、その時点で懐胎されており、生きてかつ生育力をもっ

て生まれた場合のみ、効力を有する。 

② このような終身定期金は、対象の者が死亡した場合、又は、その者が生きて

かつ生育力をもって生まれなかった場合には、終了する。定期金の設定から 100

年を経過した場合も同様である。 

 

第２３７５条 

返済能力のない相手への貸借(prêt à fonds perdu)は、貸主のための、貸主の生存

の期間についての終身定期金とみなされる。 

 

第２３７６条 

あらゆる定期金の期間は、終身であれ非終身であれ、あらゆる場合について、定

期金の設定から 100 年に制限又は縮減される。契約がそれより長い期間を定めてい

る場合又は連続的な定期金を設定する場合も、同様である。 

 

第３款 契約のいくつかの効果 

第２３７７条 

定期金は、定期金債権者がそれを無償で受領する場合のみ、差押え不可能又は譲

渡不可能である旨が約定されうる。その場合でも、定期金債権者にとって扶養料と

して必要な定期金の額の限度でのみ、その約定は効力を有する。 

 

第２３７８条 

① 定期金給付のために蓄積された資本は、定期金が定期金債権者及び定期金債

権者に代位する者に給付されるべき場合には、この資本が定期金の給付に割り

当てられたままである限りにおいて、差押え不可能である。 

② ただし、差押債権者、定期金債務者及び定期金債権者の評価に基づいて、又

は、それらの者が一致しない場合には裁判所の評価に基づいて、契約に定めら
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れた期間の間、定期金債権者の扶養料の必要性を満足させる定期金を給付する

のに必要であろう［と判断される］資本の部分についてのみ、資本は差押え不

可能である。 

第２３７９条 

① 定期金の資本を提供した者以外の定期金債権者の指定又は取消しは、第三者

のためにする契約の規定により規律される。 

② ただし、保険者により又は退職制度の枠組みにおいてなされる定期金の定期

金債権者の指定又は取消しは、受益者及び代位権利者に関する保険契約の規定

により規律される。ただし、必要に応じて調整がなされる。 

 

第２３８０条 

① 同時に二人又は複数の定期金債権者のために設定される終身定期金は、それ

らの者のうち一人が死亡した場合には、生存している定期金債権者に譲渡され

る旨を約定することができる。 

② 同様に、夫婦のために設定された終身定期金は、夫婦のうち一人が死亡した

場合に、生存している者に譲渡されるものと推定される。 

 

第２３８１条 

① 終身定期金は、その者との関連で定期金の給付期間が定められた者が生存し

た日数に応じてのみ、定期金債権者に対して支払われなければならず、定期金

債権者は、この者の生存を証明した場合のみ定期金の支払いを請求することが

できる。 

② ただし、定期金が前もって支払われる旨が約定されていた場合、支払われる

べきであった定期金は、その支払いがなされるべきであった日より獲得される。 

 

第２３８２条 

定期金(redevance)は、予定された各期間の終了時に支払われる。この期間は、1

年を超えることができない。定期金は、定期金債務者が定期金給付を開始すべき日

から計算される。 

 

第２３８３条 

定期金債務者は、資本による定期金の価値の償還を申し出、支払われた定期金の

返還を放棄することによっては、定期金給付から免れることはできない。定期金債

務者は、契約で予定された全期間の間、定期金を給付する義務を負う。 

 

第２３８４条 

① 定期金債務者は、支払うべき定期金の価値を保険者に支払うことによって、

保険者に代位される権能を有する。 

② 同様に、定期金給付を保証するために担保の負担をかけられた不動産の所有
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者は、この定期金に結び付けられた担保を、許可された保険者により提供され

た担保に代えることができる。 

③ 定期金債権者は代位に異議を唱えることができない。ただし、定期金債権者

は、定期金の購入が他の保険者との関係でなされることを請求し、又は、決定

された資本の価値若しくはそこから生じる定期金の価値について異議を唱える

ことができる。 

 

第２３８５条 

定期金債務者又は定期金給付を保証するために担保の負担をかけられた不動産の

所有者は、代位により、必要な資本を支払ったときから、解放される。代位により、

保険者は定期金債権者に対して義務付けられ、場合により、定期金給付を担保する

抵当権の消滅がもたらされる。 

 

第２３８６条 

① 定期金債権者は、定期金の支払いの欠如のみを理由としては、定期金を設定

するために譲渡された資本の返還を請求することができない。定期金債権者は、

定期金の支払いの欠如の場合には、支払われるべきものの支払いを求めること

ができるほかは、定期金債務者の財産を差押え売却し、売却の産出物 produit

から定期金給付に十分な金額を使用することを同意させ若しくは命じ、又は、

定期金債務者が許可された保険者に交代されることを請求することができるの

みである。 

② ただし、定期金債務者が支払不能となった場合、破産を宣告された場合、又

は自己の所為により定期金債権者の同意なしに、定期金給付を保証するために

同意した担保を減じた場合には、定期金債権者は資本の返還を請求することが

できる。 

 

第２３８７条 

① 定期金給付が強制売却の対象となるべき物についての抵当権によって担保さ

れている場合には、定期金債権者は、定期金の負担付きで売却が実現されるこ

とを求めることができない。ただし、定期金債権者は、その抵当権が第一順位

である場合には、定期金の給付が継続するのに十分な保証人を債権者が提供す

ることを求めることができる。 

② 保証人が提供されない場合には、定期金債権者は、その順位に応じて、債権

の弁済順序を定める手続(collocation)の日又は分配(distribution)の日から、定期

金の資本価値(valeur de la rente en capital)を受領する権利を獲得する。 

 

第２３８８条 

定期金の資本価値は、常に、許可された保険者から同価値の定期金を取得するの

に十分な金額に等しいものと推定される。 
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第２編第１６節 競技及び賭事 

第２６２９条 

① 競技契約及び賭事契約は、法律により明示的に許可される場合には有効であ

る。 

② 競技契約及び賭事契約は、当事者の技巧のみ又は当事者の身体の運動に係る

適法な運動及び競技に関するものである場合にも、有効である。ただし、状況

並びに当事者の状態及び能力を考慮して、競技の金額が過大である場合には、

この限りでない。 

 

第２６３０条 

① 競技及び賭事が明示的に許可されていない場合には、その勝者は債務の弁済

を求めることができず、敗者は支払った金額を取り戻すことができない。 

② ただし、詐欺若しくは欺瞞がなされた場合、又は、敗者が未成年者、保護さ

れる成年者若しくは判断力を欠く成年者である場合には、返還がなされる。 

 

４ オランダ民法 

 

第７編 各種の契約 

第１８章 終身定期金 

７編９９０条 

終身定期金は、一人または数人の者が生存していることに基づいた金銭による定

期的な給付である。 

 

７編９９１条 

(1) 満期日に支払いがなされずかつ書面による催告から１ヶ月以上の間支払いが

なされていないときは、それに関する権利を有する者は、その履行期が到来し

ている限り、債務者に対する書面による通知によって、終身定期金を、同一の

終身定期金を購入するのに必要な額の補償に関する請求権とすることができる。 

(2) ただし、終身定期金を支払う義務を負う者は、その者がなお生存しているか

どうかについて疑うにつき合理的な理由を有するときは、自らの債務の履行を

停止することができる。 

 

７編９９２条 

その生存につき終身定期金がかからしめられている者が死亡するまでの期間に関

し、終身定期金は、その期間を通じてその者が生存していた日数に応じてのみ、支

払われるべきものとなる。利息が前払いされなければならないときは、その期間全

体を通じて支払われるべきものとなる。 
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第３ 和解 

１ ドイツ民法 

第７７９条（和解の定義、和解の基礎に関する錯誤） 

(1) 法律関係に関する当事者の争いまたは不明確性を相互の譲歩によって取り除

く契約（和解）は、契約の内容に従って確定的に基礎とされた事実関係が真実

に合致せず、かつその状況を知っていたならば争いまたは不明確さが生じなか

ったであろうときは、無効とする。 

(2) 請求権の実現が不確実なときは、法律関係に関する不明確性と同様とする。 

 

２ フランス民法 

第２０４４条 

(1) 和解は、発生した争いを当事者が終了させ、または発生する争いを予防する

契約である。 

(2) この契約は、書面によって行われなければならない。 

 

第２０４５条 

(1) 和解をするためには、和解に含まれる目的物を処分する能力を有しなければ

ならない。 

(2) 後見人は、「未成年者、後見および解放」の章の第４６７条に従った場合にの

み、未成年者または後見に付された成年者のために和解をすることができ、ま

た、同章の第４７２条に従った場合にのみ、後見の計算に関して成年となった

未成年者と和解をすることができる。 

(3) 市町村および公的施設は、国王（共和国大統領）の明示の許可を得た場合に

のみ、和解をすることができる。 

 

第２０４６条 

(1) 違法行為から生じる民事上の利害については、和解をすることができる。 

(2) 和解は、検察官による起訴を妨げない。 

 

第２０４７条 

和解には、それを履行しない者に対する罰に関する約定を含めることができる。 

 

第２０４８条 

和解は、その目的の範囲に制限される。そこで行われたすべての権利、訴権およ

び主張の放棄は、和解の原因となった争いに関係する限りにおいてのみ、効力を有

する。 

 

第２０４９条 

和解は、当事者が特別のまたは一般的な表現によってその意思を表明した場合で

- 30 - 



あれ、表示されたことからの必然的な帰結によってその意思が認められる場合であ

れ、和解の中に含まれる争いについてのみ決定する。 

 

第２０５０条 

自己の名において有していた権利について和解をした者が後に他の者の名におけ

る同様の権利を取得したときも、新たに取得した権利については、以前の和解によ

って何ら拘束されない。 

 

第２０５１条 

利害関係のある者のうちの一人が行う和解は、利害関係のある他の者を拘束せず、

また、利害関係のある他の者はそれを対抗することができない。 

 

第２０５２条 

(1) 和解は、当事者間において、終局判決としての既判力を有する。 

(2) 和解は、法律の錯誤または損害を原因としてそれについて争うことはできな

い。 

 

第２０５３条 

(1) ただし、和解は、人または争いの目的に錯誤が存在するときは、取り消すこ

とができる。 

(2) 和解は、詐欺または強迫が存在するすべての場合につき、取り消すことがで

きる。 

 

第２０５４条 

無効の証書の履行として和解が行われたときも、同様に和解に対する取消訴権が

生じる。ただし、当事者が無効に関して明示的に協議をした場合には、この限りで

ない。 

 

第２０５５条 

後に偽造と認められた書類に基づいて行われた和解は、全部無効である。 

 

第２０５６条 

(1) 既判力を生じる判決によって終了した訴訟に関する和解は、当事者の双方ま

たは一方がその判決を何ら知らないときは、無効である。 

(2) 当事者が知らない判決が控訴に服するものであるときは、和解は有効である。 

 

第２０５７条 

(1) 当事者が、ともに有することがあるすべての事件について一般的に和解を行

ったときは、その当時当事者が知らず後になって発見された証書は、何ら取消
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しの原因とならない。ただし、証書が当事者の一方によって保持されていたと

きは、この限りでない。 

(2) ただし、和解は、新たに発見された証書によって当事者の一方がいかなる権

利も有しなかったと認められる目的しか有しないときは、無効である。 

 

第２０５８条 

和解における計算の錯誤は、訂正されなければならない。 

 

４ ケベック民法 

 

第２６３１条 

(1) 和解は、相互の譲歩または留保によって、当事者が将来の争いを予防し、訴

訟を終結させ、または判決の履行に際して生じた困難を解決する旨の契約であ

る。 

(2) 和解は、その目的に関しては不可分である。 

 

第２６３２条 

人の状態もしくは能力または公序に関するその他の事柄については、和解をする

ことができない。 

 

第２６３３条 

(1) 和解は、当事者間では、既判力を有する。 

(2) 和解は、認可されるまでは、強制履行には服さない。 

 

第２６３４条 

法律の錯誤は、和解の無効の原因とはならない。この例外を除き、和解は、一般

の契約と同じ原因によって無効とされ得る。 

 

第２６３５条 

(1) 無効の証書に基づく和解も、同様に無効となる。ただし、当事者がその無効

について明示的に協議を行っていたときは、この限りでない。 

(2) 後に偽造と認められた書類に基づく和解も、同様に無効となる。 

 

第２６３６条 

訴訟に関する和解は、既判力を有する判決によってその訴訟手続が終了していた

ことを当事者の双方または一方が知らなかったときは、無効となる。 

 

第２６３７条 

(1) 当事者が当事者間のすべての事項に関して和解を行ったときは、和解の時点
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で当事者が知らなかった証書が後に発見されたことは、和解の無効の原因とは

ならない。ただし、その証書が当事者の一方によりまたはその当事者の認識の

下で第三者により保持されていたときは、この限りではない。 

(2) ただし、和解が一つの目的しか有しておらず、かつ、後に発見された証書に

よって、当事者の一方がそれについて何らの権利も有しないことが明らかとな

るときは、和解は無効となる。 
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第４ 新種の契約 

 

各国の典型契約 

・ 諸外国における典型契約については，下記のとおりである（なお，日本の民法で規定

されている典型契約と同じ契約については，記載を省略した国もある）。 

 

１ フランス民法 

(1) 現行フランス民法典における典型契約規定の概要 

 現行フランス民法典の第 3 編（「所有権を取得する様々な方法」）は、次のような章立て

で構成されており、個別の契約類型に関する規定もこの中に含まれている。 

 

第 1 章 相続 

第 2 章 恵与 

第 3 章 契約又は合意による債務一般 

第 4 章 合意なしに形成される約務 

第 5 章 夫婦財産契約及び夫婦財産制 

第 6 章 売買 

第 7 章 交換 

第 8 章 賃貸借契約 

第 8 章の 2 不動産開発契約 

第 9 章 組合 

第 9 章の 2 不分割の権利の行使に関する合意 

第 10 章 貸借 

第 11 章 寄託及び係争物寄託 

第 12 章 射倖契約 

第 13 章 委任 

第 14 章 信託 

第 15 章 和解 

第 16 章 仲裁 

第 17 章 質1 

第 18 章 先取特権及び抵当権2 

第 19 章 差押え及び不動産の売却代金の分配 

第 20 章 消滅時効 

第 21 章 占有及び取得時効 

                                            
1 2006 年の担保法改正により第 4 編に新たに規定が設けられ、該当条文（2071～2091 条）

の中身は削除されている。 
2 2006 年の担保法改正により第 4 編に新たに規定が設けられ、該当条文（2092～2203-1 条）

の中身は削除されている。 
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以上の章立てのうち、第 5～16 章に規定されている諸契約（夫婦財産契約、売買、交換、

賃貸借、不動産開発契約、組合、不分割の権利の行使に関する合意、貸借、寄託、射倖契

約、委任、信託、和解、仲裁）は、フランス民法典上、典型契約としての位置付けが明確

である。それに対し、わが国では典型契約として観念されている贈与は、フランス民法典

上、「恵与」の一種として、遺言等とともに、他の契約類型とは別に、相続に近い箇所で規

定されている（第 2 章）。 

 

(2) フランス民法典における典型契約規定の沿革 

もっとも、フランス民法典が当初から現在のような規定の内容・構造を有していたわけ

ではない。典型契約に関する規定の沿革は、次のようにまとめられる。 

第一に、フランス民法典の原始規定においては規定されていたが、その後の改正により

削除されたものがある。すなわち、旧第 14 章に規定されていた保証(cautionnement)は、

2006 年の担保法改正により第 4 編に新たに規定が設けられ（2288～2320 条）、該当条文の

中身は削除された（その後、第 14 章には新たに信託が規定された）。 

 第二に、フランス民法典制定後の法改正により、新たな契約として加えられたものがあ

る。不動産開発契約（1971 年 7 月 16 日の法律第 579 号）、不分割の権利の行使に関する合

意（1976 年 12 月 31 日の法律第 1286 号）、信託（2007 年 2 月 19 日の法律第 211 号）、仲

裁（1972 年 7 月 5 日の法律第 626 号）がそれである。また、既存の契約の下位類型として

新たに規定されたものもある。1967 年 1 月 3 日の法律第 3 号により売買（第 3 章）の特別

類型として挿入された、「建築予定不動産の売買」（同第 3-1 節）がこれにあたる。 

 第三に、原始規定から定められている契約類型に関しても、頻繁に条文の改正が行われ

ている。 

 

２ ベルギー 

(1) 現行ベルギー民法典における典型契約規定の概要 

 現行ベルギー民法典の第 3 編（「所有権を取得する様々な方法」）は、次のような章立て

で構成されており、個別の契約類型に関する規定もこの中に含まれている。 

 

第 1 章 相続 

第 2 章 生存者間の贈与及び遺言 

第 3 章 契約又は合意による債務一般 

第 4 章 合意なしに形成される約務 

第 5 章 夫婦財産契約及び夫婦財産制 

第 6 章 売買 

第 7 章 交換 

第 8 章 賃貸借契約 

第 9 章 組合 

第 10 章 貸借 

第 11 章 寄託及び係争物寄託 
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第 12 章 射倖契約 

第 13 章 委任 

第 14 章 保証 

第 15 章 和解 

第 16 章 民事拘留 

第 17 章 質 

第 18 章 先取特権及び抵当権 

第 19 章 強制徴収及び債権者間の順位 

第 20 章 時効 

第 21 章 通知 

 

以上の章立てのうち、第 5～15 章に規定されている諸契約（夫婦財産契約、売買、交換、

賃貸借、組合、貸借、寄託、射倖契約、委任、保証、和解）は、ベルギー民法典上、典型

契約としての位置付けが明確に与えられていると理解できる。それに対し、わが国では典

型契約として観念されている贈与は、ベルギー民法典上、遺言等とともに、他の契約類型

とは別に、相続に近い箇所で規定されている（第 2 章3）。 

 

(2) ベルギー民法典における典型契約規定の沿革 

もっとも、ベルギー民法典が当初から現在のような規定の内容・構造を有していたわけ

ではない。典型契約に関する規定の沿革は、次のようにまとめられる。 

第一に、現行ベルギー民法典の第 3 編の章立ては、原始規定を維持している。フランス

民法典とは異なり、ベルギー民法典においては、原始規定にあった典型契約が削除された

ことはなく、反対に、全く新たな典型契約が法改正により追加されたこともない。 

第二に、ベルギー民法典制定後の法改正により、既存の契約の下位類型として新たに規

定された契約は存在する。売買の特別類型として挿入された「消費者に対する売買（に関

する規定）」（第 6 章第 4 節第 4 款）がそれである。 

 第三に、原始規定からほとんどの契約類型が維持されているものの、条文内容の改正は

比較的頻繁に行われている。 

 

                                            
3 ベルギー民法典第 3 編第 2 章（生存者間の贈与及び遺言）の目次は以下のとおりである。 
第 1 節 一般規定 
第 2 節 生存者間の贈与又は遺言により処分又は受領する能力 
第 3 節 処分可能な財産の割合及び減殺 
第 4 節 生存者間の贈与 
第 5 節 遺言による処分 
第 6 節 贈与者又は遺言者の孫又は兄弟姉妹の子のために許される処分 
第 7 節 父、母、又はその他の尊属によって行われる、卑属間での分割 
第 8 節 夫婦財産契約によって夫婦及び婚姻から生まれる子に対して行われる贈与 
第 9 節 夫婦財産契約による、又は婚姻中の、夫婦間の処分 
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３ ルクセンブルク 

(1) 現行ルクセンブルク民法典における典型契約規定の概要 

 現行ルクセンブルク民法典の第 3 編（「所有権を取得する様々な方法」）は、次のような

章立てで構成されており、個別の契約類型に関する規定もこの中に含まれている。 

 

第 1 章 相続 

第 2 章 生存者間の贈与及び遺言 

第 3 章 契約又は合意による債務一般 

第 4 章 合意なしに形成される約務 

第 5 章 夫婦財産契約及び夫婦財産制 

第 6 章 売買 

第 7 章 交換 

第 8 章 賃貸借契約 

第 9 章 組合 

第 10 章 貸借 

第 11 章 寄託及び係争物寄託 

第 12 章 射倖契約 

第 13 章 委任 

第 14 章 保証 

第 15 章 和解 

第 16 章 民事拘留 

第 17 章 質 

第 18 章 先取特権及び抵当権 

第 19 章 強制徴収及び債権者間の順位 

第 20 章 時効 

 

 以上の章立てのうち、第 5～15 章に規定されている諸契約（夫婦財産契約、売買、交換、

賃貸借、組合、貸借、寄託、射倖契約、委任、保証、和解）は、ルクセンブルク民法典上、

典型契約としての位置付けが明確に与えられていると理解できる。それに対し、わが国で

は典型契約として観念されている贈与は、ルクセンブルク民法典上、遺言等とともに、他

の契約類型とは別に、相続に近い箇所で規定されている（第 2 章4）。 

                                            
4 ルクセンブルク民法典第 3 編第 2 章（生存者間の贈与及び遺言）の目次は以下のとおり

である。 
第 1 節 一般規定 
第 2 節 生存者間の贈与又は遺言により処分又は受領する能力 
第 3 節 処分可能な財産の割合及び減殺 
第 4 節 生存者間の贈与 
第 5 節 遺言による処分 
第 6 節 贈与者又は遺言者の孫又は兄弟姉妹の子のために許される処分 
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(2) ルクセンブルク民法典における典型契約規定の沿革 

もっとも、ルクセンブルク民法典が当初から現在のような規定の内容・構造を有してい

たわけではない。典型契約に関する規定の沿革は、次のようにまとめられる。 

第一に、現行ルクセンブルク民法典の第 3 編の章立ては、原始規定を維持している。（フ

ランスとは異なり、）ルクセンブルクでは、原始規定にあった典型契約が削除されたことは

なく5、反対に、全く新たな典型契約が法改正により追加されたこともない6。 

第二に、ルクセンブルク民法典制定後の法改正により、既存の契約の下位類型として新

たに規定された契約は存在する。売買の特別類型として挿入された「建築予定不動産の売

買」（第 6 章第 3-1 節）がそれである。 

 第三に、原始規定からほとんどの契約類型が維持されているものの、条文内容の改正は

比較的頻繁に行われている。 

 

４ ケベック 

(1) 現行ケベック民法典における典型契約規定の概要 

 ケベック民法典は、第 5 編「債権」で「有名契約(contrats nommés)」と題する章を設け

（第 2 章）、典型契約に関して規定している。その目次は以下のとおりである。 

 

  第 1 節 売買 

 第 2 節 贈与 

 第 3 節 信用供与賃貸借 

 第 4 節 賃貸借 

 第 5 節 傭船 

 第 6 節 運送 

 第 7 節 労働契約 

 第 8 節 請負契約ないし役務契約 

 第 9 節 委任 

 第 10 節 会社契約及び非営利団体契約 

 第 11 節 寄託 

 第 12 節 貸借 

 第 13 節 保証 

                                                                                                                                        
第 7 節 父、母、又はその他の尊属によって行われる、卑属間での分割 
第 8 節 夫婦財産契約によって夫婦及び婚姻から生まれる子に対して行われる贈与 
第 9 節 夫婦財産契約による、又は婚姻中の、夫婦間の処分 

5 フランス民法典では担保法改正により担保法の箇所に移設された「保証」も、ルクセンブ

ルク民法典では依然として典型契約として位置付けられている（第 14 章）。 
6 フランス民法典では新たに設けられた不動産開発契約、信託等も、ルクセンブルク民法典

では規定されていない。なお、信託に関しては、特別法により規定されているようである

（クリスティアン・ラルメ（野澤正充訳）「信託に関する 2007 年 2 月 19 日の法律（フラ

ンス）」立教法務研究 2 号 69 頁以下（2009 年）参照）。 
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 第 14 節 定期金 

 第 15 節 保険 

 第 16 節 競技及び賭事 

 第 17 節 和解 

  第 18 節 仲裁の合意 

 

 ケベック民法典は、以上のような編成を採ることにより、民法典上、明確に典型契約を

列挙するという方針を採用している。なお、フランス民法典では典型契約としての位置付

けが与えられている信託(fiducie)は、ケベック民法典では、第 4 編「物」の中で規定されて

いる7。 

 

(2) ケベック民法典およびその典型契約規定の沿革8 

 カナダの東部に位置するケベック州をめぐっては、16 世紀から 18 世紀にかけてイギリ

スとフランスが領有を競い合い、1763 年のイギリス割譲後もフランス系住民とイギリス系

住民との間で適用法をめぐる対立が生じ、最終的にはLower Canada（現在のケベック州）

とUpper Canada（現在のオンタリオ州）とに分割され（1791 年）、今日に至ったという歴

史的・政治的背景がある。1865 年に制定（翌年に施行）された「ロワー・カナダ民法典(Code 

civil du Bas-Canada)」が長らく適用されていたが、1955 年に「民法典の改正に関する法

律」が制定され、1965 年には民法典改正委員会が設けられ、民法改正への作業がなされる

に至った。こうした作業は、1977 年の『ケベック民法典草案』の公表に結実したが9、急

進的な改革内容を含むゆえ包括的な形での立法化は実現せず、最も改革が必要とされた家

族法の部分の先行的な施行（1981 年）を経て、ようやく 1991 年に、ケベック新民法典が

制定された（1994 年 1 月 1 日より施行）。 

 典型契約規定のみに着目すれば、1977 年の草案においては、売買、贈与、物の賃貸借、

傭船、運送、労働契約、請負契約、役務契約、委任、会社（組合）、寄託、係争物寄託、貸

借、保証、保険、定期金、競技及び賭事、和解、仲裁が典型契約として定められていた。

それに対し、1991 年の新民法典においては、典型契約のリストに信用供与賃貸借が新たに

加えられ、また、同種の契約の統合（請負契約と役務契約を一つの節にまとめて規定し、

                                            
7 ケベック民法典における信託については、大島俊之「ケベックの信託法」信託法研究 13
号 35 ページか（1989 年）、能見善久「ケベックにおけるフランス民法典」北村一郎編『フ

ランス民法典の 200 年』90 頁以下（有斐閣、2006 年）等を参照。 
8 ケベック民法典全般に関する邦語文献として、大島俊之「ケベック民法典略史」神院 34
巻 2 号 469 頁（2004 年）、能見・前掲注(7)90-93・99-104 頁、金山直樹「民法典改正の動

向(2)フランス・ケベック」内田貴ほか編『民法の争点』34 頁（有斐閣、2007 年）があり、

本報告書の記述もこれらに多くを負う。なお、フランス語文献としては、P. -G. Jobin, Le 
nouveau code civil, RTD civ. 1993.911 ; J. -L. Baudouin et P. -G. Jobin, Le Code civil 
français et les codes civiles québécois, in Le Code civil. 1804-2004. Livre du 
Bicentenaire, Dalloz et Litec, 2004 がある。 
9 同草案とその理由書として、Rapport sur le Code civil du Québec, Office de révision du 
Code civil, v.1(Projet de Code civil) et v.2(Commentaires), Éditeur officiel Québec, 1978. 

- 39 - 



寄託と係争物寄託を寄託として統合した）や新たな下位類型の付加（会社契約に関する規

定に非営利団体契約も加えた）も行われた（基本的に大きな変更はなされていないといっ

てよいだろう）。なお、典型契約規定に関する限り、1991 年以後、新たな条文の追加や既

存の条文の改正はほとんどなされていない。 

 

 

５ オランダ 

第７編 各種の契約 

第２章 金融担保契約 

第７章 役務提供 

第１節 役務提供 

第２節 委任 

第３節 仲立契約 

第４節 代理商契約 

第５節 医療行為に関する契約 

第７Ａ章 旅行契約 

第１４章 保証 

第１節 一般規定 

第２節 非職業的および非営業的保証 

第３節 主債務者・保証人間の関係および保証人・他の責任負担者間の関係 

第１５章 確認契約 

第１８章 終身定期金 

第７Ａ編 各種の契約（承前） 

第１６章 射倖契約 

第３節 博戯及び賭事 

 

 

 

６ ロシア 

第４編 各種の契約類型 

第３３章 定期金及び終身扶養 

第１節 定期金及び終身扶養に関する総則 

第２節 永久定期金 

第３節 終身定期金 

第４節 被扶養者の生涯にわたる扶養 

第３４章 賃貸借 

第５節 事業の賃貸借 

第６節 ファイナンス・リース 
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第３７章 請負 

第２節 家庭内の事務に関する請負 

第３節 建築請負 

第４節 設計および調査の請負 

第５節 国家または地方公共団体の要求に基づく請負契約 

第３９章 サービスの有償提供 

第４２章 物品消費貸借および金銭消費貸借 

第２節 信用供与 

第３節 商品による信用供与および商業的信用供与 

第４３章 金銭債権譲渡によるファイナンス 

第４４章 銀行預金 

第４５章 銀行口座 

第４６章 口座決済 

第１節 口座決済に関する総則 

第２節 支払い指図による口座決済 

第３節 信用状による口座決済 

第４節 現金受領による口座決済 

第５節 小切手による口座決済 

第５１章 問屋（間接代理） 

第５３章 財産の信託管理 

第５４章 フランチャイズ 

第５７章 競争入札 

第５８章 賭博および賭事 
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ファイナンス・リース 

 

１ ドイツ 

従来、ドイツ民法においては、事業者と消費者の間のファイナンス・リース契約につい

て旧 499 条という規定がおかれていたが、EU 消費者信用指令国内法化のために行われた

2009 年のドイツ民法改正により、「ファイナンス・リース契約」という文言は条文からな

くなっている。ファイナンス・リース契約は、一定の要件のもとで「有償の金融支援」と

して規定され、これに該当すれば、消費者信用契約上の保護が及ぶことになっているほか

(506 条 2 項)、事業者には信用調査義務が課せられている(509 条)。 

 

ドイツ民法第 506 条 支払猶予、その他の金融支援 

(1) 第 358 条ないし第 359a 条ならびに第 491a 条ないし 502 条の規定は、第 492 条第 4

項を除き、本条第 3 項および第 4 項の留保のもと、事業者が消費者に対して有償での支払

猶予、またはその他の有償の金融支援を供与する契約に準用する。 

(2) 事業者と消費者の間でなされた有償での目的物の利用に関する契約は、次に掲げるい

ずれかの合意を含むときに有償の金融支援がなされたものとみなす。 

１．消費者が目的物の取得を義務づけられていること 

２．事業者が消費者に対して目的物の取得を要求できること 

３．契約終了時に消費者は目的物が一定の価値を有することを保証していること 

(3) 略 

(4) 略 

 

ドイツ民法第 509 条 信用力(Kreditwürdigkeit)の調査 

事業者は、有償の金融支援に関する契約を締結する前に、消費者の信用力を評価しなけ

ればならない。評価の基礎には、消費者の回答、必要な場合には、業務として、消費者の

信用力評価に利用される個人データを伝達する目的で、収集、保存、加工している機関か

ら取得した情報を用いるものとする。個人データの保護に関する規定の適用は妨げられな

い。 

 

＊第 358 条は結合契約に関する規定、第 359 条は抗弁の貫徹に関する規定で、2009 年のド

イツ民法改正で融資金額の下限(200 ユーロ)が撤廃されている。第 491a 条ないし第 493 条

は契約締結前および契約関係継続中の情報提供義務、第 494 条はそれらの義務違反の効果

および義務違反の治癒に関する規定、第 495 条は撤回権、第 497 条ないし第 499 条は借主

の返済の遅延と解約告知に関する規定、第 500 条は借主の解約告知権と期限前返済に関す

る規定、第 501 条は借主の期限前の返済または解約告知があった場合の手数料に関する規

定、第 502 条は期限前賠償(Vorfälligkeitsentschädigung)に関する規定である。 

 

＊EU 消費者信用指令および決済サービス指令の私法部分の国内法化ならびに撤回権と返

品権の改変に関する法律についての政府草案理由書(2008 年 11 月 5 日)145 頁以下。 
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http://www.bmj.bund.de/files/-/3370/RegE_Verbraucherkreditrichtlinie.pdf 

●第 506 条第 2 項の立法理由について 

「規定の目的は、金融支援を純粋な利用許諾契約と区別することにある。金融支援は、

消費者信用指令では取り扱われておらず、かつ、消費者信用とは異なる利益状況であるこ

とから指令の国内法化規定の対象とはされていないというべきである。 

消費者信用指令およびその国内化法は、その適用範囲を画する基準として、主に、消費

者の取得義務の有無に照準を合わせている(1 号)。この義務は、利用許諾契約またはそれら

の付随契約において明示的に規定されることもあれば、事業者の選択権として合意される

こともあり得る。適用範囲を広く画するのが指令に適合的であろう。本法は、契約の相手

方当事者に契約の目的物の取得を義務づけられ得る可能性が事業者に認められていること

をもって、有償の金融支援と同視することができるものとした(2 号)。これに該当するもの

としては、クラシックなファイナンス・リース契約や使用賃貸借売買における提供権

(Andienungsrecht)、すなわち、事業者が利用期間終了後に契約目的物件の所有権の取得を

請求できる権利がある。事業者が契約期間中に契約を解除することが可能で、それにより

契約相手方当事者の契約上の買い取り義務が発生する場合、そのような契約も有償の金融

支援とみなす(例としてハム上級地方裁判所 2007 年 8 月 3 日判決 WM 2007, 2012)。 

第 3 号は、指令には対応規定がないものである。これは、取得義務はないが、消費者に

目的物に一定の価値を保証させるファイナンス・リース契約を対象とする。一定の価値と

は、契約においてある数字が確定されているものをいう。このような残存価値保証は、事

業者に、消費者にファイナンスされた契約目的物の完全な減価償却を可能にする。残存価

値保証つきの契約を取得義務つきの契約と別個に取り扱わねばならない理由は明らかとは

言い難い。残存価値保証に関する条項を含む契約は、賃貸借契約の理念像とは明らかに異

なっており、他の有償の金融支援よりも優遇することも正当化され得ない。むしろ、ファ

イナンス・リース契約において、将来的には、提供権が放棄されることによって、第 491

条以下の消費者保護の規定が適用されなくなる可能性も排除できない。このような背景か

ら、消費者保護規定は、契約の終了時において消費者に契約上確定された残存価値を保証

させる利用契約にも適用させるのが妥当というべきである。」 

 

＊参考：EU 消費者信用指令 前文 35 段および第 2 条「適用範囲」 

第 2 項「本指令は次の各号に掲げる契約には適用しない」(d) 「レンタル契約およびリー

ス契約で、契約上そのものの買い取り義務を含まないもの。ただし、買い取りにつき与信

者が一方的に決定した場合、買い取り義務は存在するものとみなす。」 

 

当初の委員会提案では、リース契約も広く指令の適用範囲に入っていたが、立法最終段階

で限定された。 
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２ ロシア 

 

第６節 ファイナンス・リース 

第６６５条 ファイナンス・リース契約 

ファイナンス・リース契約において、貸主は、借主によって決定された売主から借主

によって指定された財産の所有権を取得する義務、および、対価と引き換えに当該財産

を借主の占有におき、事業目的に利用させる義務を負う。この場合において、貸主はリ

ース対象物および売主の選択に責任を負わない。 

ファイナンス・リース契約において、貸主が売主または購入される財産を選択する義

務を負うことを定めることができる。 
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